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様式第４ ［ 基本計画標準様式 ］ 

 

○ 基本計画の名称 ： 三沢市中心市街地活性化基本計画 

 

○ 作成主体 ： 青森県三沢市 

 

○ 計画期間 ： 平成１９年１１月～平成２５年１０月 

 

１． 中心市街地の活性化に関する基本的な方針 

[ １ ]  三沢市の概要 

１） 本市の成り立ちと特色 

本市は、青森県の東南部に位置する面積１１９．９７㎢、人口約４万３千人の都市である。

このほかに、米国人･軍属及びその家族をあわせて約１万人が市内に居住している。 

地形・地勢は、東は太平洋、西は小川原湖に接し、東西１１㎞、南北２５㎞の長方形で、海抜

５７ｍの広々とした平坦地が広がり、おおらかな自然に恵まれており、古くから馬産地として自然と

共生した生活が営まれてきた。 

太平洋戦争後には、米軍三沢基地が建設され、飛行場も開設されると、基地に隣接して市街地が形

成されるとともに、異国情緒あふれる国際都市として発展し続け、経済活力に満ちた商業活動などが行

われていた。 

また、米軍三沢基地の立地とともに、昭和６年に本市の淋代海岸を出発したミス・ビードル号が世界

初の太平洋無着陸横断飛行に成功したことに基づき、着陸地であるアメリカ合衆国ワシントン州ウェナ

ッチ市・東ウェナッチ市との姉妹都市の締結に基づく相互交流や各種のイベント事業の実施などの国

際交流事業、青森県立三沢航空科学館・おおぞら広場の整備や広域から多数の集客がある航空祭な

どにより、特色あるまちづくりを推進している。 
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２） 中心市街地の形成と変遷 

本市における市街地形成は、前述のように米軍三沢基地の建設とともに、基地に隣接する地区にお

いて、順次土地区画整理事業を行うことにより形成された。 

市街地の形成に伴い、米軍三沢基地に隣接して延長約８００ｍの商店街が形成され、本市の中心商

店街として機能するとともに、本市商業の中核を担っていた。 

しかし、基地経済に依存してきた中で、昭和４８年の通貨の変動相場制への転換により、顧客の一部

を占めていた米軍関係者の基地外での消費購買が減少し、これを機に商店街の活力が低下し始め

た。 

そのような中で、昭和２７年に現在の市街地中心部を対象とした三沢第一土地区画整理事業を計画

決定し、昭和３７年には都市下水路事業に着手、昭和３８年に市民会館が完成、昭和４３年に市立中

央公民館が完成、昭和４７年に市役所新庁舎が完成するなど、中心市街地内における公共公益施設

の整備が着々と進められるとともに、公営住宅や自衛隊官舎の整備も進められ、都市機能の集積ととも

に商店街を中心とするさまざまなイベントの実施、商店街カード事業などの活性化事業の取り組みが行

われてきた。 

一方、モータリゼーションの進展や低廉な地価を反映した住宅立地の郊外化とともに、平成７年には

隣接するおいらせ町（旧下田町）において、郊外型大規模ショッピングセンターが開発され、本市中心

商店街の競争力は一層低下し、空き店舗の発生などの空洞化が顕著になった。 

これに対抗するため、中心市街地における低未利用地の有効活用として、平成８年に地元商業者な

どによる三沢市コミュニティマーケット（ミスビードルドーム）とともに大規模小売店舗ミスビードルプラザ

の整備を行った。しかし、郊外大型店への消費流出に対する一定のワンストップ効果はあったものの、

中心市街地への回遊効果は期待通りの効果を得られず、中心商店街における活力の低迷に歯止め

がかからないなど、本市商業全体の都市間競争力の面でも厳しい状況にあり、市全体としての消費購

買力の市外流出傾向にある。 

本市の中心市街地は、米軍三沢基地の立地とともに市街地が形成され、本市の発展を支えてきた

基幹的都市機能が立地するとともに、イベントや日常的なふれあいなどを通じて本市の特色である国

際交流の場として機能するものであり、今後も本市の個性を活かした特色あるまちづくりの展開により、

市民の豊かな生活と、市全体としての活力の再生と波及が必要となっている。 

 

３） 中心市街地に蓄積されている歴史的･文化的資源、景観資源、社会資本や産業資源等の既存スト

ック状況 

①歴史的･文化的資源 

基地のまちとして発展してきた本市は、終戦後の米軍三沢基地の建設とともに、米国文化を色濃く

反映した街並みが急速に形成され、米軍関係者の消費需要に支えられ商工業が急速に発展した。現

在においても本市にとって基地の存在は大きな要素を占めており、基地と隣接している中心市街地に

は、国際色豊かな景観や米国文化を色濃く反映した文化･風習などが残り、本市の個性やアイデンティ

ティを表現するバックボーンとなっている。 
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また、昭和３０年に始まった三沢七夕まつりは、当時の中心商店街を構成した商店主らが消費者へ

の感謝の意を込めた催しとして手づくりで始められ、年々吹流し装飾が充実したことで北東北最大規模

の七夕装飾にまで発展した。現在では七夕まつりのほか、中心商店街において行われる国際色豊か

な各種イベントは年々増えてきており、中心市街地の賑わい創出に寄与してきている。 

上記の歴史的･文化的資源は、本市の中心市街地を特徴づける大きな要素であり、地域住民のコミ

ュニティやアイデンティティの拠り所となっていることから、商業活性化、まちづくりに積極的に活用して

いく。 

 

②景観資源 

国際色を活かしたまちづくりとして、中心市街地の商店街では、クリスマス時期のイルミネーション点

灯や、洋風ファサードへの統一化といった景観づくりに取り組んでおり、今後においても米国文化を反

映した国際色豊かなイメージを景観づくりに取り入れていくこととしている。 

また、現在行われている区画整理事業の進捗にあわせ、米国人の意見を取り入れながら英語標記

の看板や街路標示板を設置し、外国人にも配慮した国際的な景観形成に努めている。 

 

③社会資本･産業資源 

本市の中心市街地は、土地区画整理事業による基盤整備とともに、道路、上水道、公共下水道など

のインフラが充実し、国･県･市の官公庁や郵便局、公会堂、図書館、総合体育館、公園等の公共公益

施設のほか、商業の集積が見られることから、これら既存ストックの有効活用の視点からもコンパクトな

まちづくりを図る。 

また、隣接する基地との共存を図るべく、協調した景観づくりに努めながら、基地内の国際色豊かな

景観を中心市街地に取り入れるほか、基地内住民や市内在住外国人も市民としてとらえ、地域産業の

振興やまちづくりへの市民参加を図るなど、今後のまちづくりに積極的に活用していく。 
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[ ２ ]  これまでの中心市街地活性化への取り組み状況と評価 

１．『三沢市中心市街地活性化基本計画』（平成１１年３月） 

本市においては、平成１１年３月に旧法に基づく中心市街地活性化基本計画（旧計画）の策定、

及びそれに基づく事業の進捗を図ってきており、一定の成果はあるものの、下記のような課題と反

省に基づく、更なる活性化の推進が求められる。 

 ① 中心市街地の位置及び区域について 

旧計画の策定においては、ＤＩＤの変遷や用途地域の指定状況、人口動向、商業施設及び商店

街の立地状況、公共公益施設の立地状況、空き店舗の分布状況、上位計画における位置づけ、

商店街に対する消費者ニーズなどに基づき、約７３ｈａの区域を中心市街地として位置づけた。 

■旧法に基づく中心市街地の位置・区域 

 

   【評価と反省・課題】 

・ 空洞化が著しい中心商店街の活性化に主眼を置いたため、公共公益施設が集積する市役所

周辺のシビックゾーンや福祉施設の立地誘導の促進を図っているエリアなどとの連携・相乗効

果の発揮を視野に入れた区域設定となっていなかった。 

・ 中心市街地活性化へ向けての総合的な施策展開を目指した区域の設定や、郊外での大規模

集客施設の開発抑制策を導入する必要がある。 

 

 ② 中心市街地活性化の方針と目標について 

○ 活性化へ向けての統一テーマ：国際色に彩られた賑わい商空間づくり 

○ 基本方針：中心市街地としての魅力あるまちづくり 

：中心市街地の活力創出を目指した拠点づくり 

：快適性・利便性を向上させるための都市基盤づくり 

：多彩な都市機能による複合的な魅力づくり 

：消費者が行きたくなるような個性的な店舗づくり 

：商店街の活力を創出するためのソフトづくり 
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・ 中心市街地活性化の目標として、ゾーン区分によるまちづくりのコンセプトの設定やまちの骨

格形成や土地利用の方向性を位置づけ、「国際色豊かな三沢市をそのまま凝縮した“小さなま

ち”として見立て、様々な人種や年齢層の人々が集う活力ある中心市街地の創出」に取り組む

こととした。 

■旧法に基づく中心市街地のゾーン区分とまちづくりの方向 

 

【評価と反省・課題】 

・ 旧計画における基本方針などは、本市の特色と本市が推進しているまちづくりの取り組み方向

と合致するものであるが、目標の設定については、理念的要素のみであり、具体的数値目標が

欠如しており、事業実施効果の検証面での課題があった。 

 

 ③ 市街地の整備改善に関する事業について 

・ 全１６事業のうち、１１事業が実施済み（２事業が完了、９事業が実施中）である。中央町地区都

市再生土地区画整理事業を始めとする都市基盤整備事業の大半の事業が事業実施中、ま

た、拠点的施設の整備などについては事業実施段階にあり、一定の事業の進捗及び具体化

が図られつつある。 

・ 未実施のものとして、５事業がある。理由として、基本計画策定以降、事業実施計画に係る地

元商業者・地権者・地域住民等との協議段階で、銀座商店街及び大町商店街地区の土地区

画整理事業や拠点施設整備及び共同店舗づくりに対するコンセンサスが得られなかったこと

が挙げられる。 

【評価と反省・課題】 

・ ハード面の事業については、地元の発意・合意形成から事業完成まで、長期の時間を要する

ことから、現在も事業実施中であり、中心市街地における商業機能の低下の歯止めがかかって

おらず、事業効果が発現するまでには至っていない。 

・ 旧計画策定以降の土地区画整理事業の選択については、商業活動の担い手の淘汰・新陳代

謝の誘発というメリットとともに、廃業者の創出を助長したという側面もあり、商業者の主体的な

経営改善への取り組み誘発の欠如という面での課題があった。 

・ 今後、事業実施効果の発現へ向けて、ハード施策とソフト事業の連携のより一層の推進に基づ

き、市民参加による市民からの支持を得られる本市の個性を発揮した都市空間の整備・形成を

目指した事業遂行が必要とされる。 
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・ 活性化の成果を波及させるため、商店主･商店街の連携や協力を密にし、街全体として活性化

に取り組むことが必要である。 

 

④ 商業等の活性化に関する事業について 

・ 中心市街地の商業環境の整備に係る事業は、全１４事業のうち１０事業が実施済み（２事業が

完了、８事業が実施中）である。 

・ 未実施のものとして、「みさわウィングカードの充実・強化」事業や「営業時間の延長による販売

促進活動」などがある。これは商店街を構成する商業者の高齢化に伴い、消費者ニーズへの

対応に係る意識の希薄化により商店街全体としての取り組みに至っていないものであり、ＴＭ

Ｏの指導力低下も要因としてあげられる。 

・ 中央町地区都市再生土地区画整理事業の進捗に合わせた取り組みが多く、区画整理事業区

域内の商店街における事業については、一定の事業の進捗及び具体化は図られつつある。 

・ 区画整理事業区域外の商店街においては、商店街活性化やインフラ整備の事業化へ向けた

次期構想の検討段階にあり、行政と民間の役割分担明確化と現実的な具体事業検討が今後

の課題となっている。 

【評価と反省・課題】 

・ 区画整理事業区域内の商店街における事業が進捗過程にあるため、それらの取り組みの事

業効果が発現していない状況の中で、周辺商店街での活性化へ向けての取り組み気運の向

上や具体的な事業の誘発などが不十分な状況である。 

・ アメリカ村整備に伴う新たな商業活動や担い手の商業実験イベントとして、平成１１年度から平

成１８年度まで継続実施してきた“パティオフェスタ”事業や、中央町街づくり委員会や大通り街

づくり委員会における商業者の主体的に参画・推進するまちづくり活動への取り組みについて

は、今後の事業展開における環境づくりに貢献している。今後はこれまでの取り組み経験を活

性化に活用していくことが必要である。 

 

⑤ 推進体制及び推進方法について 

旧計画の策定以降、三沢市商工会が中心となって地元の合意形成を図るとともに、三沢ＴＭＯと

して、市の区画整理事業部門との連携を図りながら、中央町地区都市再生土地区画整理事業を基

幹事業とする各種事業の具体化を図ってきた。 

【評価と反省・課題】 

・ これまでの取り組みについては、区画整理事業の推進に基づく商店街活性化中心の取り組み

であったため、市民を巻き込んだ幅広い議論や事業過程における情報提供が不足していた。

このため、多額の公共投資に対する財政不安などの市民感情も生じていた。 

・ 事業の進捗過程における事業内容及び目指すべき方向性について、説明不足であり、まちづ

くり活動への市民参加の呼びかけとまちづくり参画気運の醸成面での取り組み不足が問題とな

っている。 

・ 今後、より一層幅広い市民の事業参画の機会の拡充が必要である。 
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⑥ 旧法に基づく活性化事業への取り組みの総合的評価と課題 

・ 旧計画の策定以降、本市の個性創出及び中心市街地の主要な事業として上位計画で位置づ

けられたアメリカ村構想の具体化として、土地区画整理事業を基幹事業とする活性化事業の

推進を図るとともに、商業の活性化のための三沢ＴＭＯの設立や地元商店街などが中心となっ

た街づくり委員会（中央町地区、大通り地区）の設立により、地元地権者の合意形成を図り、中

央町地区都市再生土地区画整理事業（まちづくり交付金事業）の事業実施（平成１４年度事業

認可）とともに、店舗整備や拠点的商業施設の整備の具体化、また、それらの効果的事業実施

のための商業活動実験事業であるパティオフェスタ（平成１１年～平成１８年間での８回実施）

などに鋭意取り組んできた。 

・ 平成１０年度からの旧計画の策定段階から過去８年間の取り組みの結果、平成２２年度の事業

完了が見込まれる土地区画整理事業を始めとする８０億円超の事業費投資などにより、各種事

業の具体化・事業化を推進するなど、街の変化と活性化が具体化し、大きく結実する段階にあ

り、一定の成果はあった。 

【反省・課題】 

・ 旧計画では具体的な活性化の目標を定めていなかったため、今後は、目指すべき活性化の

方向性を充分検討し、目標を設定する必要がある。また、目標の達成度度合いを検証するしく

みが必要である。 

・ 中心市街地活性化のための各種取り組みの効果を踏まえた区域を設定することが必要であ

る。 

・ 土地区画整理事業の事業化当初の段階からある程度想定されたことではあるが、高齢な店舗

経営者の廃業の発生による土地活用・商業機能立地の誘導の必要性が課題としてあげられ、

仮換地指定以降における廃業予定者の用地の有効活用への取り組みが求められるなどの反

省と課題がある。 

・ 土地区画整理事業によるハード整備と商業機能や来街目的施設の整備などのためのソフト戦

略（都市基盤整備に伴う都市空間・環境をどのように街なかの魅力向上に活用していくか）の

一体的な推進と、そのための官民協働の推進体制のより一層の強化が課題とされる。特に、各

商店主・商店街との連携など、各主体が連携し地域ぐるみの取り組みとすることが必要である。 

・ 過年度までの取り組みにおいては、行政と商工会・ＴＭＯ、商店街、区画整理事業区域内の地

権者などの利害関係者中心の取り組みであったことから、今後は特に、市民への説明責任の

より一層の充実とともに、今後施策の推進にあたっては、市民参加の拡充を図り、市民に支持

され、期待されるまちづくり事業の遂行を図る必要がある。 

 

２．アメリカ村構想 

・ アメリカ村構想は、昭和６１年３月策定の三沢市商工会地域ビジョンに位置づけられたアメリカ

村モール計画に端を発しているが、その後平成１１年３月の旧中心市街地活性化基本計画策

定に至るまでの間は、構想の具体化が図られて来なかった。これは、中心商店街商業者の行

政依存意識が根強く、行政側からアプローチがあるまで待ちの姿勢で終始して来たことや、平

成７年の隣町に立地した郊外大型ショッピングセンターに対抗すべく地元主導型ショッピング
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センター（ミスビードルプラザ）を含む新商業街区の開発に官民一体となって全力を傾注してき

たことによるものであった。 

・ 平成１０年３月策定の第三次三沢市総合開発計画策定検討中に、中心市街地活性化法成立

の動きをとらえ、市がアメリカ村の整備を官民一体となって進めることを総合計画の戦略プロジ

ェクトに位置づけた。 

・ 平成１１年３月策定の、旧中心市街地活性化基本計画策定検討の際に、基地に隣接した本市

中心市街地の個性を活かすアメリカ村構想の具現化を計画に盛り込み、消費者代表を含めた

商工会との計画策定検討を経て、本構想が主要プロジェクトとして計画に位置づけられた。 

・ 平成１１年度から、構想の具現化に向けた商工会による商業タウンマネージメント計画策定調

査事業や市の都市再生事業基本構想作成がはじめられ、平成１２年には区画整理事業予定

区域内の商業者・住民・地権者で構成された大通り街づくり委員会・中央町まちづくり委員会

が発足し、区画整理手法による本構想の具体化に向けた検討がなされてきた。 

・ 平成１５年３月に商工会策定のＴＭＯ構想を市が認定し、平成１６年２月に三沢ＴＭＯ協議会が

設立し、同年区画整理事業工事がスタートし、現在も事業が継続している。 

【評価と反省・課題】 

・ 本構想は、基地に隣接して発展してきた本市中心市街地の歴史的経緯と個性に立脚してお

り、その妥当性については外部から一定の評価を得ているが、市民を巻き込んだ幅広い議論

や事業過程における情報提供が不足していたため、多額の公共投資に対する財政不安など

の市民感情も生じていた。 

・ 本構想の推進による中心市街地活性化に伴う、市民が享受するメリットの説明が不足していた

ことから、今後より一層の説明責任を果たすことで、市民のまちづくり参画機運醸成が必要とな

っている。 

・ 本構想が立案されてから２０年以上が経過しており、商店街を構成する商業者の高齢化やまち

づくり意識の希薄化による衰退が顕著になっていることから、景観整備などハードのリニューア

ルを契機として、新たなまちづくりの担い手を発掘・誘導し、中心商店街の新陳代謝を促進す

る必要がある。 
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[ ３ ]  中心市街地の現状に関する統計的なデータの把握・分析 

   本市における中心市街地区域は、旧計画では商店街の活性化を主眼におき７３haを設定していた

が、本計画では公共施設や福祉関係事業所などの計画的な立地・整備などを実施しているエリアを

追加した１２９ha を中心市街地と設定する。 

そのため、データの把握・分析については、上記１２９ha について行うこととする。 

 

１） 人口 

○ 人口 

・ 本市においては、自衛隊や原燃関係などの転勤族による人口流動が、人口安定と若年齢化

に寄与している要因としてあげられるが、市全体としては人口停滞と着実な高齢化の傾向にあ

る。 

・ 中心市街地においては、平成８年から平成１８年までの１０年間に約１０％の人口減少が生じて

おり、市全体に占めるシェアも１９．６％から１７．３％に低下している。 

・ 平成１８年の６５歳以上の人口は市全体の１９．２％に対し、中心市街地では２１．７％となって

おり、高齢化の進展が顕著である。 

 

■ 居住人口の減少 

【平成８年】 

中心市街地の人口：８,４１４人 

中心市街地のシェア：１９．６％ 

⇒ 
【平成１８年】 

中心市街地の人口：７,５３８人 

中心市街地のシェア：１７．３％ 

 

■ 中心市街地の人口の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 
※ 中心市街地については、統計データでは、中心市街地のみのデータを把握できないため、 

     中心市街地区域内及び区域をまたぐ以下の字界区域図に示す丁目の一部を含む値とする。 
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■ 中心市街地字界区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 高齢化の進展 

【平成８年】 

中心市街地の６５歳以上人口比率： 

１６．１％ 
⇒ 

【平成１８年】 

中心市街地の６５歳以上人口比率： 

２１．７％ 

 

■ 年齢階層別の人口の推移 

　三沢市計
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資料：住民基本台帳 

 

平畑一丁目の一部 

幸町三丁目の一部 

桜町三丁目の一部 

松園町二丁目の一部 

松園町一丁目の一部 

大町二丁目の一部 
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○ 世帯数 

・ 本市の世帯数は、平成８年から平成１８年までの１０年間に約１１％の増加となっているが、中

心市街地の世帯数については本市全体に占めるシェアが低下している。これは、本市全体で

は郊外居住と核家族化に伴う世帯増加の傾向が顕著になっている一方で、中心市街地では

土地価額が郊外と比較して高水準にあることから、土地利用が硬直化しており、近年中心市街

地内賃貸共同住宅の立地は活発化しているものの、総体的には世帯数は伸び悩んでいるも

のと思われる。 

・ 世帯数の減少により、高齢化と相まって中心市街地コミュニティの衰退が危惧される状況にあ

る。 

 

■ 市全体と中心市街地の世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

２） 商業 

○ 店舗数・売場面積・小売販売額 

・ 市全体・中心市街地ともに、事業所数・従業者数・年間商品販売額・売場面積の各指標にお

いて、停滞・減少傾向を示している。これは、平成７年に隣接するおいらせ町（旧下田町）にお

いて、郊外型大規模ショッピングセンターが開発されたことによる影響が大きい。 

・ 本市における小売業年間商品販売額は、平成６年から平成１６年にかけて約７８％に減少して

おり、小売業の吸引力についてみると、平成６年をピークに低下傾向にあり、購買力の市外流

出状況にある。 

・ 中心市街地を構成する商業街区における小売業年間商品販売額は、平成６年と平成１６年を

比較すると、約９７％に減少している。市全体と比較して中心市街地の小売業年間商品販売額

の減少幅が少ないのは、都市計画マスタープランに位置づけられた商業中心の整備〔マーケ

ットセンター〕の一環として、平成８年に三沢市コミュニティマーケット（ミスビードルドーム）ととも

にショッピングセンター“ミス・ビードルプラザ”の整備と、その周辺（３０ロード商店街における地

区計画制度の導入）における商業機能の立地による事業効果と言えるが、中心市街地全体と

しての商業活動においても停滞傾向にあると言える。 
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■ 三沢市の小売業吸引力の推移 
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※青森県全体の人口当りの小売業年間商品販売額を１．０とした三沢市の人口当りの小売業年間商品販売額の水準 

 

本市商業と大型店を中心とする 旧下田町との商業動向の比較 
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■ 商業活動（小売業年間商品販売額）の低下・停滞 

【平成６年】 

中心市街地：１５，０９１百万円 ⇒ 
【平成１６年】 

中心市街地：１４，６２３百万円(平成６年の９７％に減少) 

 
■ 三沢市及び中心市街地の商業動向 

三沢市及び中心市街地の商店数の動向
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三沢市及び中心市街地の従業者数の動向

9779848919851,048 910

2,624
2,8692,6952,723

2,598
2,752

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

S.63年 H.3年 H.6年 H.9年 H.14年 H.16年

従
業
者
数

中心市街地

三沢市全体

 

三沢市及び中心市街地の年間商品販売額の動向
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三沢市及び中心市街地の売場面積の動向
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資料：商業統計調査 

H9 H16 伸び率 H9 H16 伸び率 H9 H16 伸び率 H9 H16 伸び率
561 461 0.82 2,695 2,624 0.97 52,926 41,549 0.79 56,728 50,145 0.88

大町商店街 21 16 0.76 79 52 0.66 1,069 608 0.57 1,715 1,226 0.71
銀座商店街 36 27 0.75 178 128 0.72 2,470 1,619 0.66 5,245 3,157 0.60

大通り商店街 24 18 0.75 121 84 0.69 2,256 1,437 0.64 2,711 2,029 0.75
中央町商店街 19 17 0.89 62 48 0.77 513 427 0.83 1,437 1,266 0.88
壱番町商店街 13 11 0.85 35 35 1.00 454 327 0.72 549 395 0.72

市役所通り商店街 24 31 1.29 104 143 1.38 1,068 1,591 1.49 1,751 1,945 1.11
幸町商店街 26 19 0.73 81 52 0.64 964 619 0.64 1,197 972 0.81

30ロード商店街 16 16 1.00 150 204 1.36 4,048 5,357 1.32 2,802 3,348 1.19
松園町商店街 17 16 0.94 174 164 0.94 2,378 2,638 1.11 6,052 7,441 1.23

中心市街地商店街合計 196 171 0.87 984 910 0.92 15,220 14,623 0.96 23,459 21,779 0.93

中心市街地商店街のシェア 34.9 37.1 1.06 36.5 34.7 0.95 28.8 35.2 1.22 41.4 43.4 1.05

年間商品販売額 売場面積　(㎡）

三沢市計

中
心
市
街
地

事業所数 従業者数　（人）

 

資料：商業統計調査 

S63 年  H3 年  H6 年  H9 年  H14 年  H16 年 S63 年  H3 年  H6 年  H9 年  H14 年 H16 年 

S63年 H3年  H6年  H9年  H14年  H16年 S63年 H3年  H6年  H9年  H14年  H16年 
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○ 商店街 

・ 中心市街地には、９つの商店街があり、現在１７１店が営業している。 

・ 中心市街地における商業活動の中枢を担ってきた当市中心商店街においては、長年空き店

舗の発生が課題になっており、平成５年から平成１５年にかけての中心市街地内中心商店街

の営業店舗数は、１６０店舗から１２８店舗へと２０％減少し、空き店舗数は１６店舗から２４店舗

へと５０％増加している。特に、平成５年から平成８年にかけて営業店舗数は１３店舗減少 

（８．１％減少）し、空き店舗数は９店舗増加（５．４％増加）しているが、これは平成７年に隣接

町でオープンした大規模ショッピングセンターへの消費流出による営業不振が大きな要因とし

て考えられる。さらに平成１０年から平成１４年にかけて営業店舗が１１店舗減少（７．７％減少）

しているが、これは中心市街地内大型店（長崎屋三沢店）撤退の影響が大きいと考えられる。 

 

■中心市街地の骨格を形成する商店街区  

 
 

幸町商店街区 

壱番町商店街区 

大町商店街区 

銀座商店街区 

大通り商店街区 

中央町商店街区 

３０ロード商店街区 

松園町商店街区 

市役所通り商業街区 

 

 

      

 ■ 中心市街地内中心商店街空き店舗の増大 

【平成５年】 

１６件（空き店舗率９．１％） 
⇒ 

【平成１５年】 

２４件（空き店舗率１５．８％） 

 

■ 中心市街地内中心商店街区全体における空き店舗発生状況の推移 

 平成 5 年 平成 8 年 平成 10 年 平成 14 年 平成 15 年 

営業店舗 160 147 143 132 128 

空き店舗 16 25 25 24 24 

空き店舗率 9.1% 14.5% 14.9% 15.1% 15.8% 

駐車場 9 14 16 10 18 

空き地 0 1 2 0 1 

市役所通り商業街区 
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○ 大規模小売店舗 

・ 本市内に大規模小売店舗は１１店舗、そのうち中心市街地内には６店舗あり、店舗面積は  

１６，４７８㎡と市内大規模小売店舗面積の約５８％を占めている。 

・ 中心市街地外に立地している市内５店舗すべてが中心市街地に近接して立地しており、中心

市街地内の居住者にとっては、身近で生鮮品などを購入できる場所として生活に欠かせない

店舗となっている。 

・ 本市隣接のおいらせ町区域内に立地する５，５００㎡のホームセンター（平成５年開業）と   

５，０００㎡の複合型ショッピングモール（平成１８年開業）が本市中心市街地に近接しており、

両店舗とも生鮮食料品や生活用品を扱っていることから、本市からの消費者流出も多く、市内

大型店との競争が激化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 店舗構成 

・ 平成１６年の商業統計調査によると、中心市街地には１７１店舗の小売業があり、その中で最も

多いのが飲食料品小売業で４３店舗（２５．２％）となっている。その内訳としては、菓子･パン小

売業が１２店舗、酒小売業が１０店舗となっているが、食肉小売業が２店舗、鮮魚小売業が３店

舗、野菜･果実小売業が３店舗と、日用生鮮品を取り扱う店舗が比較的少なく、業種構成に偏

りが見られる。また、飲食料品小売業に次いで多いのが織物･衣服･身の回り品小売業で３５店

舗（２０．５％）となっているが、そのうち婦人･子供服小売業が２０店舗を占めている一方で、男

子服小売業は３店舗と少なく、衣料品を扱う業種構成にも偏りが見られる。これは中心市街地

外のロードサイド型店舗の立地に伴い、特に大型スーパーや大手紳士服小売店舗の充実に

より消費者の郊外流出が進み、中心市街地内商店街での競合業種の廃業が大きく影響して

いる。 

 

サンデー三沢 

ホーマック三沢 

ユニバース三沢堀口 

スーパードラックアサヒ 

サンワドー下田店 

アクロス三沢 

三沢 SP 

ユニバース三沢松園店 

㈱丸中 
よこまちストア 

インテリアハウスノガワ 

マックスバリュー三沢大町 

マエダストアおいらせ店 
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３） 歩行者通行量 

○ 歩行者通行量 

・ 中心市街地の歩行者通行量の経年変化を見ると、平日よりも休日のほうが通行量は少ない傾

向にある。これは、中心市街地には官公庁や金融機関などをはじめとする業務機能が集積し

ており、休日はそれらの業務機関が休みとなっていることに加え、かつては休日に訪れていた

市民や来訪者が中心市街地から郊外店に流出していることも影響していると考えられる。 

・ 特に平成６年から平成９年にかけて平日･休日に共通した大幅な減少は、平成７年の隣町にオ

ープンした大型ショッピングセンターへの消費流出による影響が要因と考えられる。 

・ 平成９年から平成１２年にかけて調査地点通行量の合計では、平日･休日ともに増加している

が、これは３０ロード商店街区の大型スーパーユニバース前の通行量が飛躍的に伸びたことに

よるものであり、この要因としては大型スーパーユニバースの新装開店セールや隣接するショ

ッピングセンター“ミス･ビードルプラザ”のキーテナントであったダイエーとの熾烈な安売り競争

激化により大幅に客足を伸ばしたことが影響している。また、平成１１年には市が３３６台収容可

能な市営大町ビードル駐車場を供用開始したことにより、３０ロード商店街区の交通利便性が

向上したことも集客効果の要因としてあげられる。 

・ 平成１２年から平成１４年にかけての平日通行量はさらに増加しているが、その要因として３０ロ

ード商店街区の大型スーパーユニバースとダイエーとの安売り商戦が沈静化したことでユニバ

ース前の通行量が減少した一方で、平成１２年１２月から運行開始した中心市街地循環ワンコ

イン（１００円）バスの利用が好調に推移したことによりバス停周辺の通行量が増加したことや、

中心市街地空き店舗を活用した高齢者交流施設“いこいの家”がオープンし利用が好調に推

移したことも要因としてあげられる。 

・ 平成１７年には再び平日･休日ともに通行量が減少に転じているが、その要因としては同年、

大型スーパーユニバースがロードサイド型の新規大型スーパーを市街地隣接地の郊外にオー

プンさせたことにより、３０ロード商店街区の消費者が流出したことが大きな要因としてあげられ

る。 
 

■ 歩行者通行量の減少 

【平成６年】調査地点合計通行量 

平日歩行者通行量１１，４０７人 

 

休日歩行者通行量 ７，７８７人 

⇒ 

【平成１７年】調査地点合計通行量 

平日歩行者通行量５，５６８人 

(△51.2%) 

休日歩行者通行量４，２３４人 

(△45.6%) 

 

■ 市街地歩行者通行量の推移（調査地点の通行量の合計）    単位：人 

調査地点 H６年 H９年 H12 年 H14 年 H17 年 H6～H17
の増減率 

H14～
H17 の増
減率 

歩行者（平日） 11,407  7,930  8,286  9,612  5,568  -51.2% -42.1% 

増減率 ― -30.5% 4.5% 16.0% -42.1% ― ― 

歩行者（休日） 7,787  5,026  6,692  6,528  4,234  -45.6% -35.1% 

増減率 ― -35.5% 35.1% -2.5% -35.1% ― ― 
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調査地点通行量合計

11,407

5,026

5,568

9,612

7,930 8,286

7,787

4,234

6,5286,692

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H６ H９ H12 H14 H17

歩行者（平日）

歩行者（休日）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜調査地点＞ 

幸町商店街区

壱番町商店街区

大町商店街区

銀座商店街区

大通り商店街区

中央町商店街区

３０ロード商店街区

松園町商店街区

４

６

５

市役所通り商業街区

７３

８

１

２

９

10

1211

 

 

資料：三沢市商工会調査データ 
 
調査日（平日）             調査日（休日） 
平成 6 年 8 月 4 日（木）曇り   平成 6 年 8 月 7 日（日）曇り 
平成 9 年 7 月 31 日 (木)晴れ   平成 9 年 8 月 3 日（日）晴れ 
平成 12 年 7 月 24 日（月）曇り   平成 12 年 8 月 6 日（日）曇り 
平成 14 年 7 月 23 日（火）曇り   平成 14 年 8 月 4 日（日）曇り 
平成 17 年 8 月 11 日（木）雨    平成 17 年 8 月 7 日（日）曇り 
調査時間：AM8 時～PM7 時    調査時間：AM8 時～PM7 時 

調査地点ごとの歩行者通行量（平日・休日） 

 

・ いずれの地点とも、平成 6 年から平成 17 年

にかけて通行量はおおむね減少傾向にある

が、調査時点における大型スーパーや全国チ

ェーンファストフード店の開店、遊技場の新装

開店等に伴い、通行量の増加を見せている地

点もある。 

 

 

注） 三沢市は、坂道が多いためか自転車の 

通行量はほとんどないのでカウントして 

いない。 

年 年 年 年 年 
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■ 中心市街地主要地点における歩行者通行量の推移（平日）    単位：人 

番号 調査地点 H６年 H９年 H12 年 H14 年 H17 年 
H06～

H17 の増
減率 

H14～
H17 の増

減率 

1 小林呉服店 686 720 584 536 232 -66.2% -56.7% 

2 第一生命 1,904 1,204 1,050 600 420 -77.9% -30.0% 

3 旧ﾀｹﾀﾞｽﾎﾟｰﾂ 2,374 1,624 968 1,208 716 -69.8% -40.7% 

4 黒田歯科 1,862 916 616 484 502 -73.0% 3.7% 

5 竹光商店 724 220 578 930 408 -43.6% -56.1% 

6 よこまちｽﾄｱ 190 330 300 736 242 27.4% -67.1% 

7 伊勢屋 1,354 1,036 872 1,040 548 -59.5% -47.3% 

8 大山食堂 848 382 744 1,142 442 -47.9% -61.3% 

9 かぶと屋 649 550 528 464 402 -38.1% -13.4% 

10 ﾕﾆﾊﾞｰｽ 370 414 1,408 1,136 742 100.5% -34.7% 

11 ﾏﾙｻﾊﾟﾁﾝｺ 130 240 340 776 676 420.0% -12.9% 

12 ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ 316 294 298 560 238 -24.7% -57.5% 

 計 11,407 7,930 8,286 9,612 5,568 -51.2% -42.1% 

 

 歩行者通行量 （平日）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H６ H９ H12 H14 H17

1 小林呉服店

2 第一生命

3 旧ﾀｹﾀﾞｽﾎﾟｰﾂ

4 黒田歯科

5 竹光商店

6 よこまちｽﾄｱ

7 伊勢屋

8 大山食堂

9 かぶと屋

10 ﾕﾆﾊﾞｰｽ

11 ﾏﾙｻﾊﾟﾁﾝｺ

12 ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ
 

 

■ 中心市街地主要地点における歩行者通行量の推移（休日）    単位：人 

番号 調査地点 H6 年 H9 年 H12 年 H14 年 H17 年 
Ｈ06～
H17 の増
減率 

H14～
H18 の増
減率 

1 小林呉服店 474  466  356  322  236  -50.2% -26.7% 

2 第一生命 1,450  730  792  380  198  -86.3% -47.9% 

3 旧ﾀｹﾀﾞｽﾎﾟｰﾂ 1,543  976  672  846  366  -76.3% -56.7% 

4 黒田歯科 998  622  514  504  380  -61.9% -24.6% 

5 竹光商店 1,124  244  558  748  574  -48.9% -23.3% 

6 よこまちｽﾄｱ 152  134  176  248  206  35.5% -16.9% 

7 伊勢屋 608  538  560  590  388  -36.2% -34.2% 

8 大山食堂 414  262  551  454  406  -1.9% -10.6% 

9 かぶと屋 282  310  340  260  262  -7.1% 0.8% 

10 ﾕﾆﾊﾞｰｽ 320  340  1,640  1,044  478  49.4% -54.2% 

11 ﾏﾙｻﾊﾟﾁﾝｺ 176  146  242  610  408  131.8% -33.1% 

12 ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ 246  258  291  522  332  35.0% -36.4% 

  計 7,787  5,026  6,692  6,528  4,234  -45.6% -35.1% 

  

年 年 年 年 年 
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歩行者通行量（休日）

0
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H6 H9 H12 H14 H17

1 小林呉服店
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3 旧ﾀｹﾀﾞｽﾎﾟｰﾂ

4 黒田歯科

5 竹光商店

6 よこまちｽﾄｱ

7 伊勢屋

8 大山食堂

9 かぶと屋

10 ﾕﾆﾊﾞｰｽ

11 ﾏﾙｻﾊﾟﾁﾝｺ

12 ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ
 

 

４） 交通 

・ 本市における広域的公共交通としては、三沢空港、ＪＲ三沢駅、十和田観光電鉄三沢駅、及び

周辺市町村などをネットワークするバス路線がある。 

・ 中心市街地内の公共交通としては、バスが運行している。 

○ 鉄道 

・ 中心市街地に近接して、ＪＲ三沢駅、十和田観光電鉄三沢駅があるが、ともに乗降客数の減少

傾向にある。 

・ これは、平成１８年現在の自動車保有率８４．６％という高い数値が示すように、近年のモータリ

ゼーションの進展による自動車利用に利用客がシフトしていることが要因としてあげられる。 

○ バス 

・ 運行路線の再編・縮小などにより、近年、利用者の著しい減少傾向にある。 

・ 一方、中心市街地活性化誘客対策事業として、衰退している中心商店街への誘客と、自動車

の運転免許を持たない高齢者や主婦などの交通弱者対策として、「市内循環１００円バス」を

平成１２年１２月から試験運行を行い、平成１３年度から本格的運行開始するとともに、市民ニ

ーズに基づき順次運行本数や停留所の増加などに努めてきた結果、利用者は増加傾向にあ

り、市民の貴重な交通手段として機能している。 

 

■ 三沢市内における鉄道・バスの利用状況 
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ＪＲ三沢駅 十鉄三沢駅 バス
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■ 本市における航空便・鉄道の運行の状況 

 

 
 

 

 

 

三沢空港 

○ 三沢⇔東京便：３往復／日 

○ 三沢⇔大阪便：１往復／日 

○ 三沢⇔札幌便：１往復／日 

米軍三沢基地ゲート前⇔三沢空港 

道路距離：約２７００ｍ 

三沢駅 

○ ＪＲ三沢駅停車本数 

上り：平日４２本／日（内特急２４本／日）、土・休日４２本／日（内特急２４本／日） 

下り：平日３１本／日（内特急１８本／日）、土・休日３８本／日（内特急２４本／日） 

○ 十和田観光電鉄三沢駅（三沢駅起終点） 

三沢発：３５本／日、三沢着：３６本／日 

米軍三沢基地ゲート前⇔三沢駅 

道路距離：約２３００ｍ 

 

 

■ 本市におけるバス路線網と運行本数 
 

 
 

七戸方面 

６往復／日 

六戸方面 

４往復／日 八戸方面 

１０往復／日 

深谷・大津方面 

４往復／日 

四川目・六ヶ所方面 

１１往復／日 

市内循環 

１０往復／日 

市内循環１００円バス 

６回転／日 

定期路線バス 

市内循環１００円バス 
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■ 市内循環１００円バスの運行経路 

 

 

 

 

■ 市内循環１００円バスの乗車人員の動向 市内循環100円バス乗車人員数
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○ 空港 

・ 中心市街地に近接する三沢空港は、安定的な利用状況であったが、平成１４年１２月１日の東

北新幹線ＪＲ八戸駅開業に伴う運行便数の削減なども影響して、平成１３年の約５９万人／年を

ピークに利用客数が減少し、近年は年間約３３万人／年程度にとどまっている。 

・  

■ 三沢空港の乗降客数の動向 

422,829 404,449 427,099 435,657 448,749

375,824

250,221
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63,672 65,879

17,581
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札幌便

東京便

乗降客数（人）

 

 

○ 駐車場  

・ 中心市街地においては、平成１８年現在で約１６．６ｈａの駐車場が設けられており、平成１４年

と比較すると面積は１．０６倍の増加を見せている。 

・ 内訳を見ると最も多いのが各事業所・施設の専用駐車場１２．５ｈａで、次いで月極駐車場の

２．３ｈａとなっており、駐車場は中心市街地に広く分散している。 

・ 有料駐車場１．８ha のうち市営駐車場が７割を占め、利用台数を駐車可能台数（定期利用除

く）で除した回転率は０．９０となっており、定期利用が６割を占めているものの、市営有料駐車

場は効率的に利用されているとは言い難い状況にある。これは、利用料金支払いの煩雑さや

利用時間の限定による不便さなど、市営駐車場の利便性に課題があると思われる。 

 

 

■ 中心市街地における駐車場の立地状況 

 駐車場面積 （単位：ｈａ） 収容台数 
（単位：台） 計 専用 月極 有料 

平成１４年 １５．７ １１．８ ２．２ １．７ ７，１５７ 

平成１８年 １６．６ １２．５ ２．３ １．８ ７，５６７ 
 

 

 

 

 

H９年  H１０年   H１１年   H１２年  H１３年   H１４年  H１５年  H１６年  H１７年 
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■ 中心市街地における駐車場の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５） 観光 

○ 観光 

・ 本市の観光・集客施設には、多くの来訪者があるとともに、中心市街地には、市内のホテル・

旅館の大半の１３件の宿泊施設が立地しており、中心市街地全体で８２０室の客室を有し、ホ

テル・旅館事業所へヒアリングによると、概ね１５％の宿泊者が観光目的の宿泊である。 

・ 本市の主要観光施設への年間入込客数は平成 15年度をピークに落ち込みを見せているが、

これは県内最大の温泉観光宿泊施設であった古牧温泉渋沢公園が経営破たんしたことが大

きな要因である。 

 

■ 本市の主要観光施設への年間入込客数 
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■ 主要観光施設への年間入込客数データ 

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

古牧温泉 453,778 398,708 460,042 556,228 625,578 609,808 594,480 494,932 302,184

青森県立三沢
航空科学館

- - - - - - 162,823 161,672 113,524

寺山修司
記念館

17,626 18,728 16,765 13,989 13,589 13,404 15,017 11,982 10,253

斗南藩記念
観光村

96,807 78,339 76,416 76,951 112,321 104,950 142,936 129,107 95,621

入込数　合計 568,211 495,775 553,223 647,168 751,488 728,162 915,256 797,693 521,582

※古牧温泉のデータは年次、※航空科学館H15.8.8オープン

年度

施設

 

○ イベント 

・ 中心市街地においては、本市の個性である国際色豊かな多彩なイベントが開催されており、

多くの集客があるが、商業主などは主催者側の役割を担うことが多く、来訪者を購買力として

吸収しきれていない。 

・ ジャパンデーは基地内米軍人家族等への日本文化紹介イベントであり、基地内で開催されて

いるため入込数は小規模に限定され、中心市街地への集客効果は薄い。 

・ 米軍の全面協力により実施しているアメリカンデーは年々規模拡大を見せており、近隣市町村

のみならず県外からも集客しているなど、中心市街地における個性創出イベントとして今後とも

継続発展が期待されている。 

・ みさわ七夕まつりは北東北有数の吹流し飾り付けを誇り賑わいを見せてきたが、近年の商店

街衰退に伴う飾り付けの減少や、区画整理事業の工事着工に伴う一時的な飾り付け空白地帯

の発生などにより、入込数が減少している。 

・ 三沢まつりは、中心市街地及び駅周辺などの人口集積地区町内会が参加する伝統的な本市

最大の祭であり、近年の郊外居住化に伴い町内会構成世帯数の減少と高齢化が進み、まつり

参加者数の減少が入込数減少につながっていたが、平成１５年から各参加町内会による一斉

の山車自主製作運行になったことで個性が生まれ賑わいが復活してきている。 

・ 航空祭は航空自衛隊三沢基地と米軍三沢基地が主催する航空ショーで、年１回の基地内が

開放される休日ということで広域からの来場者が多数訪れる一大イベントになっているが、マン

ネリ化とともに近年特に米軍の企画･催しの縮小に伴い魅力が低下しており、入込数が減少傾

向にある。 

・ みさわパティオフェスタは、仮想アメリカ村シミュレーション実験イベントとして、ミスビードルドー

ムを会場に仮設の模擬商店街を設置し、国際色豊かな品揃えの仮設店舗と各種イベントを１０

日間運営しながら、アンケート調査による消費者ニーズ把握とともに運営ノウハウの蓄積に努

めてきているが、構成店舗及び企画運営のマンネリ化に伴い年々入込数が減少してきてい

る。 

・ ハロウィン inＭＩＳＡＷＡは、米軍基地内の児童とともに日本の児童が仮装しながら商店街を練

り歩く国際色あふれるイベントであるが、近年商店街の衰退に伴い入込数も減少している。 

・ 産業と文化まつりは、本市の産業である農業･漁業･商工業と文化団体活動を紹介するイベン

トとして長年開催してきたが、農協祭や港まつり・七夕まつり等といった各産業別のイベントが
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近年充実を見せてきたことで産業イベントとしての開催意義が薄れてきたことから、市の行財政

評価を経て、平成１７年からは市民文化祭として開催している。 

・ クリスマスフェスタは、中心商店街のアーケードイルミネーション点灯とあわせ各協力店舗での

ウィンドウ装飾等で国際色豊かな商店街景観を演出するイベントとして開催してきているが、近

年の商店街衰退に伴う協力店舗の減少や、区画整理事業の工事着工に伴う一時的な景観空

白地帯の発生などにより、入込数が減少している。 

 

■ 本市当該市街地におけるイベント入込み客数 

576,000

566,800

713,302

725,154
734,800

791,200790,632

882,388
840,000

830,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

H.９ H.１０ H.１１ H.１２ H.１３ H.１４ H.１５ H.１６ H.１７ H.１８
年次

入
込
客
数

（
人

）

 

 

■ 本市当該市街地におけるイベントの概要 

平 成 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

入込数 3,000 5,500 6,500 5,000 3,000 3,000 2,500 5,000 3,500 3,500

開催日 4/5 4/4 4/3 4/1 4/7 4/6 4/5 4/3 4/2 4/1

入込数 55,000 50,000 80,000 60,000 65,000 70,000 70,000 80,000 75,000 80,000

開催日 6/8 6/6～7 6/5～6 6/3～4 6/2～3 6/1～2 6/7～8 6/12～13 6/4～5 6/3～4

入込数 295,000 265,000 238,000 221,000 215,000 235,000 185,000 202,000 149,000 135,000

開催日 7/25～27 7/24～26 7/30～8/1 7/28～30 7/20～22 7/26～28 7/25～27 7/30～8/1 7/29-31 7/28～30

入込数 128,000 138,500 85,000 91,000 93,000 82,000 90,000 99,000 108,300 130,000

開催日 8/21～24 8/20～23 8/19～22 8/17～20 8/23～26 8/22～25 8/21～24 8/19～22 8/18-21 8/17～20

入込数 150,000 228,000 231,000 152,000 169,000 115,000 158,000 177,000 110,000 120,000

開催日 9/7 9/13 9/12 9/17 9/9 9/8 9/7 9/5 9/4 9/10

みさわパティオ 入込数 67,888 81,632 73,700 83,000 70,254 39,002 58,000 43,700

フェスタ 開催日 - - 10/8～17 9/30～10/9 9/29～10/8 10/5～14 10/4～13 10/2～11 9/16-25 9/15～24

入込数 7,000 9,000 9,500 9,800 10,000 8,000 3,000 1,800

開催日 - - 10/23～24 10/28 10/27 10/26 10/25 10/23 10/22 10/21

入込数 83,000 68,000 75,000 78,000 68,000 57,000 69,000 33,000

開催日 11/1～3 11/1～3 11/5～7 11/3～5 11/2～4 11/2～4 11/1～3 10/30～31 - -

入込数 116,000 85,000 92,000 93,000 95,000 80,000 70,400 70,300 60,000 62,000

開催日 11/25～12/25 11/25～12/25 11/26～12/25 11/24～12/25 11/24～12/25 11/24～12/25 11/24～12/25 11/24～12/25 11/24-12/25 11/24～12/25

ジャパンデー

アメリカンデー

みさわ七夕まつり

790,632

産業と文化まつり

クリスマスフェスタ

三沢まつり

航空祭

ハロウィン in MISAWA

566,800 576,000入込数　合計 791,200 734,800 725,154 713,302830,000 840,000 882,388

年度

行事名

 

 

 

H９年   H１０年   H１１年   H１２年  H１３年  H１４年  H１５年  H１６年  H１７年  H１８年 
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６） 住宅 

・ 本市における住宅供給の特性としては、中心市街地が米軍三沢基地に隣接していることによ

る騒音などの影響による居住地としての環境イメージのマイナス面があるとともに、住宅ニーズ

における一戸建て住宅志向（建築確認申請件数における専用住宅が約８０％を占めている）

や、郊外部の土地価格の低廉さ、ライフスタイルにおける自動車利用の浸透などにより、住宅

取得者の郊外志向の傾向にある。 

・ 本市においては、市営住宅におけるシルバーハウジングを導入した建替え事業や、自衛隊官

舎などの公的住宅の中心市街地内での整備を推進している。 

・ 近年、中心市街内での賃貸共同住宅の立地が活発化しており、過去３年間で２０件１５１世帯

の住宅供給が行われている。これは、中心市街地に土地を所有する地権者が固定資産所有

維持のため、近年積極的に資産活用を図っていることによるものと思われ、転勤族である原燃

関係従事世帯の居住ニーズに対応しているものと思われる。 

 

■ 騒音コンターの状況：中心市街地での住宅立地の制約 

 
 

米軍三沢基地を囲む赤のラインは第一種騒音区域（住宅防音工事施工対象区域）区分線である。 

青のラインは第二種騒音区域（移転補償対象区域）区分線である。 

緑のラインは第三種騒音区域（緩衝緑地帯対象区域）区分線である。 

 

 

 

 

 

 

米軍三沢基地 

中心市街地 
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■ 本市における建物用途別建築確認件数の推移 

専用住宅が約８０％を占めており、一戸建て住宅を志向 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H.13

H.14

H.15

H.16

H.17
年

次

構成比（％）

専用住宅 共同住宅 併用住宅 長屋住宅 その他の用途
 

 

件数 構成比％ 件数 構成比％ 件数 構成比％ 件数 構成比％ 件数 構成比％ 件数 構成比％

Ｈ１３年度 400 100.0 311 77.8 27 6.8 4 1.0 25 6.3 33 8.3

Ｈ１４年度 323 100.0 239 74.0 30 9.3 5 1.5 14 4.3 35 10.8

Ｈ１５年度 351 100.0 294 83.8 7 2.0 6 1.7 17 4.8 27 7.7

Ｈ１６年度 310 100.0 258 83.2 11 3.5 8 2.6 4 1.3 29 9.4

Ｈ１７年度 317 100.0 270 85.2 5 1.6 6 1.9 3 0.9 33 10.4

長屋住宅 その他用途

資料：三沢市建築住宅課　／　建築確認申請の件数は新築及び増築の合計

総　数 専用住宅 共同住宅 併用住宅

 

■ 中心市街地における公共セクターによる住宅供給の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営木崎野団地（26 戸） 

市営古間木団地（84 戸） 

市営駅東団地（38 戸） 

堀口団地市営住宅１～３（56 戸） 

市営さつきケ丘団地１～４（88 戸） 

改良市営住宅桜町団地１・２（48 戸） 

市営第１岡三沢団地（4 戸） 

市営桜町団地（35 戸） 

青森県営三沢桜町団地（30 戸） 

市営第１松園団地～第 6 松園団地（72 戸） 

雇用促進住宅三沢宿舎１・２（80 戸） 

自衛隊後久保特借官舎１～７（240 戸） 

自衛隊大町特借官舎１～３（84 戸） 

自衛隊大町第２特借官舎１～４（140 戸） 

自衛隊桜町特借官舎１～９（238 戸） 

気象台宿舎（4 戸） 

基地従業員宿舎１～３（80 戸） 

警察宿舎（8 戸） 

県公舎（18 戸） 

市営さつきヶ丘団地１～４（88 戸） 

 

子 
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■ 中心市街地における民間住宅の供給状況 （過去５年間の新築増加について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７） 地価 

・ 中心市街地で地価は低下しつつあるが、依然として郊外との価格差が大きい。 

■ 本市における公示地価価格の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８） 都市機能 

○ 都市インフラ 

・ 本市においては、米軍三沢基地の建設に伴い、三沢第一土地区画整理事業（昭和２７年度～昭和

３４年度）を実施するとともに、その東側市街地における良好な住環境の形成を目指した岡三沢第

一土地区画整理事業の二つの市街地開発事業を実施してきた。 

  

1 大町１ 共同住宅 １２世帯 
2 大町１ 共同住宅  ６世帯 
3 大町２ 共同住宅 １８世帯 
4 大町２ 一戸建て住宅  ３世帯 
5 栄町２ 共同住宅  ６世帯 
6 栄町２ 共同住宅  ４世帯 
7 中央町１ 共同住宅  ６世帯 
8 中央町１ 共同住宅  ６世帯 
9 中央町１ 共同住宅 １２世帯 
10 中央町２ 共同住宅  ４世帯 
11 中央町２ 共同住宅  ４世帯 
12 中央町２ 共同住宅  ２世帯 
13 中央町２ 共同受託  ４世帯 
14 中央町４ 共同住宅  ８世帯 
15 中央町４ 共同住宅 ２０世帯 
16 幸町１ 共同住宅  ８世帯 
17 幸町１ 共同住宅  ６世帯 
18 幸町２ 共同住宅  ４世帯 
19 桜町１ 共同住宅 １０世帯 
20 桜町２ 共同住宅  ６世帯 
21 松園町１ 共同住宅  ６世帯 

合計  １５４世帯 

共同住宅 
一戸建て住宅 

米軍三沢基地内 
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・ 本市の中心市街地は、この三沢第一土地区画整理事業により都市基盤が形成されたものである

が、その事業区域と米軍引き込み線で挟まれた米軍三沢基地ゲート前周辺の地区が、市街地開発

事業未整備地区であり、現在事業中の中央町地区都市再生土地区画整理事業の区域である。 

・ 都市計画道路の整備率が市全体で５２．９％（平成１７年度現在）であり、公共下水道が市全体

での人口に対する普及率４２．６％（平成１７年度現在）であるが、中心市街地は、大半の区域

が土地区画整理事業実施済であり、その事業実施により道路及び下水道などの都市基盤施

設が整備されており、既存ストックとしての都市基盤施設が整った環境にある。今後の都市整

備においては、更なるアクセス利便性の向上を図るための中心市街地内外の都市計画道路

のネットワーク化が予定されている。 

 

○ 公共公益施設 

・ 本市においては、歴史的背景などにより立地場所が重視される観光・集客施設以外の公共施

設等については、都市基盤施設などの既存ストックが整った中心市街地での整備を推進して

きており、国関連９施設、県関連４施設、市関連２５施設の合計３８施設の公共公益施設が立

地しているとともに、民間の介護・福祉系の施設・事業所などが多数立地している。 

・ 平成１５年度には、総合社会福祉センターが新設整備・開設され、公会堂・中央公民館ととも

に、多くの市民に利用されている。 

・ 現在中心市街地に立地している市立三沢病院は、高次医療ニーズへの対応や病院経営の高度

化等への対応が求められる中で、市民委員も含めた検討組織（市立三沢病院の移転先検討委員

会）において、現状の病院機能の維持・継続を図りながらの現地建替えも含めた検討を行ったが、

敷地規模の制約や仮設施設の建設の困難性の面から、平成１７年８月の市議会全員協議会で移

転整備せざるを得ないとのやむなき結論に至り、平成２２年に移転することが決定している。 

 

■ 中心市街地における福祉・介護関連の施設・事業所の立地状況 
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■ 中心市街地における主な公共施設の利用者数の動向 

公共施設の利用状況
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■ 市立三沢病院への来院者数の推移 
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９） 本市固有の資源 

○ 三沢の個性づくりから相互連携効果を目指したまちづくり展開 

本市においては、下記のような本市固有の資源に基づき、各種施設の整備とともに、地域文化の

醸成と都市のアイデンティティの構築を目指して、本市固有の歴史・文化を大切にしたまちづくりの推

進を図ってきた。 

・ 日本初の西洋式牧場の発祥地 ⇒元会津藩士である廣澤安任の牧場・屋敷跡地を中心とす

る“斗南藩記念観光村”や“道の駅みさわ”の整備 

・ 寺山修司が幼少期を過ごしたまち ⇒総合文化芸術・レクリエーションゾーンとして、寺山文学

碑や三沢市歴史民俗資料館（小川原湖周辺で発掘された遺跡出土物や動植物標本の展示

など）があり、本市を代表する風景の一つでもある小川原湖や小田内沼の畔に位置する市民

の森公園における“寺山修司記念館”の整備 

・ 世界初の太平洋無着陸横断飛行の出発地 ⇒「大空」と「飛翔」をテーマに、科学する心、感

動する心、挑戦する心を育む教育施設として、米軍三沢基地隣接地（ミス・ビードル号の出発

地である淋代海岸と市街地の中間）における“青森県立三沢航空科学館”の整備 
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・ 日米交流・日仏交流などに基づく国際交流のまち ⇒三沢アイスアリーナや各種スポーツ施設

などが立地し、青森アジア冬季競技大会２００３を始めとする各種スポーツイベントの開催場所

であり、本市における総合スポーツ・レクリエーションゾーンである南山地区において、国際交

流活動とともに、それらの競技・合宿施設としても使用する“国際交流教育センター”の整備 

これらの施設整備は、本市の個性を象徴するものであり、市民の郷土意識の高揚や生活・教

育・文化活動の拡充を図るためにも、それぞれの整備にあたっての場所性を重視し整備してき

たが、個々のスポット的施設整備であり、施設間の相互連携や相乗効果が十分発揮されている

とは言い難い状況である。 

 

■ 本市のアイデンティティの構築を目指した施設整備の実施状況 
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[ ４ ] 地域住民のニーズ等の把握・分析 

   本基本計画策定過程で，下記の市民アンケート調査及びシンポジウムの開催を実施した。 

 ① 中心市街地活性化の推進へ向けての市民アンケート調査 

○ 調査の目的：中心市街地に対する認識とともに、中心市街地活性化の推進にあたっての課題

及び留意事項の抽出。 

○ 調査期間：平成１９年４月５日（木）から４月２６日（木）まで 

○ 調査方法：無作為抽出による市民への郵送回答方式（抽出設定は２０歳代・３０歳代・４０

歳代・５０歳代・６０歳代・７０歳代の各年代２００人の無作為抽出） 

○ アンケート回収数：４３９票（回収率３６．６%／１，２００票配布） 

○ 調査結果 

ａ）中心市街地への来街頻度 

   中心市街地へ訪れる頻度は、年に数回と回答した人とほとんど行かないと回答した人を合

わせると４９％となり、約半数がほとんど来街していないことになる。特に、若い年齢層ほど来

街頻度が少ない傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ｂ）中心市街地への来街目的 

         中心市街地への来街目的は、買物がもっとも多く、次いで飲食となっており、両者で 

約６６％を占めている。 
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     ｃ）中心市街地への来街交通手段 

        中心市街地への来街交通手段は、各年代とも自動車利用が圧倒的に多く（７８．１％）なっ

ており、公共交通の脆弱性が課題とされる。 

 

中心市街地への交通手段（年齢別の第一位）
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     ｄ）中心市街地の良いところ 

        中心市街地については、「行き慣れている」（２８．５％）、「お気に入りの店がある」（２１％）、

「イベントなどで賑わっている」（１５．６％）等の回答が多く、慣れ親しんだ身近な空間として

の認識が高い。 

        一方、「接客が良い」という回答は２．１％と少なく、商業活動面での課題が指摘される。 

中心市街地の良いところ
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     ｅ）旧計画の認知度 

        旧計画の策定以降、鋭意事業化の推進に取り組んできたが、市民の旧計画に対する認知

度は低く（「よく知っている」１２．３％、「少し知っている」３３．０％）、今後、より一層の中心市

街地活性化への取り組みについて、市民への説明機会の多様化が求められる。 
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特に、若い年齢層での認知度が低く、今後のまちづくりの担い手の育成への取り組みが課題

とされる。 

                               

計画の認知度（年代別）
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     ｆ）中心市街地活性化の必要性 

        中心市街地活性化の必要性については、多くの市民が必要性を指摘しており、どちらかと

言えば必要だとの回答も含めると、各年代とも８０％以上が必要性を指摘している。 

 

   

中心市街地の活性化の必要性（年代別）
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     ｇ）中心市街地活性化が必要な理由 

        中心市街地の活性化が必要またはどちらかと言えば必要だと回答した理由としては、「中

心市街地に活気が無いと、市全体が衰退する」（４４％）という回答が各年代とも最も多くなっ

ており、中心市街地を活性化することによる活力の市全体への波及効果への期待が伺われ

る。 

２０歳代の回答においては、「中心市街地に活気が無いと、市全体が衰退する」（３１％）と

いう回答に次いで、「中心市街地が活性化していないと若者が県外へ行ってしまう」（２０％）

という回答が多く、中心市街地の活性化による活力・魅力の向上とともに、若者の就業の場

の創出や定住促進などを念頭においた取り組みが求められている。 

一方、３０歳代から５０歳代では、「中心市街地が、三沢市にとっての“顔”であり、“花”であ

る」という回答が第２位となっており、中心市街地が本市を代表する都市空間であるとの認識

が高い。 
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ｈ）中心市街地活性化に否定的な理由 

        中心市街地活性化は必要ないまたはどちらかと言うと必要ないという回答は少ないもの

の、その理由としては、２０歳代の回答で、「商店主の意識改革が難しい」という回答が相対

的に多く（４３．８％）、まちづくりを推進しても商店街は変わらないのではないかとの懐疑的な

見かたをしている面がうかがわれる。 

        今後、区画整理の進展に合わせた店舗の改善とともに、営業活動の充実・強化への取り組

みが求められる。 

中心市街地活性化に否定的な理由（年代別）
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     ｉ）中心市街地活性化に必要なもの・アメリカ村構想の認知度 

        中心市街地の活性化に必要なものについては、「魅力的な拠点施設」（２２．６％）という回

答が最も多く、次いで「駐車場」（２０％）、「飲食店」（１５．３％）、「レジャー施設」（１２．２％）と

なっており、拠点的な商業施設整備への期待とともに、日常的な自動車利用に対応した利

便性の向上へのニーズが高くなっている。 

        また、現在、中心市街地活性化の重要施策としての位置づけに基づき、事業実施している

アメリカ村構想については、約７０％の人たちが「知っている」と回答しており、プロジェクトに

対する認知度は高いと言える。 

        今後、事業の確実な進捗を図り、市民ニーズに対応し得る拠点施設の整備が求められる。 

中心市街地活性化の必要性の理由 
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中心市街地に必要なもの（年代別）
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アメリカ村構想の認知度（年代別）
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② 「三沢市の中心市街地を考える市民シンポジウム２００７」でのアンケート 

○ シンポジウム開催目的： 

これまでの中心市街地活性化の取り組みでは、市民との協働が不足していたことの反省に基

づき、中心市街地活性化事業の継続的取り組みについての市民への説明責任を果たすととも

に、地域住民・経済関係者等をはじめとするまちづくりへの参画機運のさらなる盛り上が

り、計画区域内へのテナント出店など民間投資を促す環境づくりの一環として実施。【平

成１９年４月２２日(日)】 

 

○ シンポジウム開催時のアンケート調査 

シンポジウム参加者３００名に中心市街地に関するアンケート協力をお願いし、会場で配布・回

収し、男性１８５名、女性６８名の合計２５３名から回答をいただいた。(回収率８４．３％) 

  

【参加者の内訳】 

男性 ２９歳以下…１６名        女性 ２９歳以下… ６名 

            ３０歳代……３５名            ３０歳代……１１名 

            ４０歳代……４４名            ４０歳代……１４名 

7.1% 
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大型ビジョン 31 

その他 41 

28.5% 

71.5% 
知っている 

知らない 

無回答 

中心市街地に必要なもの 

中心市街地に必要なもの（年代別） 

アメリカ村構想の認知度 

歳
以
下 

29

 30 

 

歳
代 

40 
歳
代 

30 
歳
代 

50 
歳
代
以
上 

60 



 

- 37 - 

            ５０歳代……６０名            ５０歳代……１４名 

            ６０歳代……２０名            ６０歳代……１０名 

            ７０歳以上…１０名            ７０歳以上…１３名 

             男性 計 １８５名             女性 計 ６８名 

  

【アンケート調査結果】 

     ａ）旧法に基づく基本計画の認知度 

シンポジウム参加者へのアンケート調査であったため、旧基本計画に関する認知度は、郵

送配布回収による市民アンケート調査（「よく知っている」１２．３％、「少し知っている」３３％）を

上回る認知度（８１．８％）であった。今後、より一層市民から中心市街地活性化への理解と協

力を得るためには、直接的な情報伝達も含めたアプローチが求められる。 

 

計画の認知度（男女別）
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   ｂ）中心市街地活性化の必要性 

      中心市街地活性化の必要性についても、回答者のほとんどが「必要」という認識を

持っている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｃ）中心市街地のイメージについて 

図書館やホールなど暮らしに役立つ公共施設や銀行、郵便局などの生活に便利な施設の

整備については、満足度（６０．２％）が高い。 

また、イベントや催事などが盛ん（６４．３％）に行われており、中心市街地は「まちの顔」（４

中心市街活性化計画の名称の認知度 
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９．８％）であり、住んでみたい・住み続けたい（５５．４％）との認識も高い。 

一方、ぶらぶら歩いて楽しいまち（２．４％）、買い物への満足（５．２％）、飲食店やレジャー

施設などの充実（６．８％）についての評価が低く、今後、区画整理事業の都市基盤整備に合

わせた環境整備や商業機能の充実・強化が求められる。 
 

     

49.8

55.4

31.3

64.3

23.3

11.6

48.6

18.1

34.9

16.5

17.3

60.2

50.6

10.8

30.1

6.8

18.1

79.9

2.4

5.2

26.1

36.1

52.2

28.9

49.8

43.4

39.4

50.6

51.8

50.2

57.0

30.9

35.7

40.2

49.8

36.1

62.7

11.2

27.3

8.0

24.1

8.4

16.5

6.8

26.9

45.0

12.0

31.3

13.3

33.3

25.7

8.8

13.7

49.0

20.1

57.0

19.3

8.8

89.6

67.5

20.中心市街地は「まちの顔」である

　　　　　　　　　　　　　と思いますか

19.このまちに、住んでみたい(住み続けたい)

                                        と思いますか

18.「まちづくり」の活れていると思いますか

17.イベントや催事などが盛んに行われて

                       いるまちだと思いますか

16.歴史や文化のあるまちだと思いますか

15.広域から人が訪れる魅力をもつまちだと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　思いますか

14.インターネットやケーブルテレビなど情報通

　　信技術が充実しているまちだと思いますか

13.バスなどの交通機関は充実している

　　　　　　　　　　　　まちだと思いますか

12.犯罪が少なく治安がよくて安全に暮らせる

　　　　　　　　　　　　　　　　まちだと思いますか

11.病院などの医療機関が整備されている

　　　　　　　　　　　　　　まちだと思いますか

10.高齢者や身障者にやさしい、福祉が

　　　充実しているまちだと思いますか

9.銀行、郵便局などの生活に便利な施設が

　　　　　整備されているまちだと思いますか

8.図書館やホールなど暮らしに役立つ公共

　施設が整備されているまちだと思いますか

7.車を利用しやすいまちだと思いますか

6.夜のにぎわいがあるまちだと思いますか

5.飲食店やレジャー施設などが充実

　　　　　しているまちだと思いますか

4.ゴミなどが少なく、きれいなまちだと

　　　　　　　　　　　　　　　　思いますか

3.まち並みや景観の整備が必要だと

　　　　　　　　　　　　　　　　思いますか

2.ぶらぶら歩いて楽しいまちだと思いますか

1.このまちでの買い物に満足していますか

そう思う どちらともいえない そう思わない

 

   ｄ）中心市街地の街づくりへ期待する事項 

     「今後、中心市街地にどのようなまちづくりを期待しますか」との問いに対し、中

心市街地のイメージとして評価の低かった「ぶらぶら歩いて楽しいまち」（６３．６％）、「買い

物(商店)の充実」（６３．２％）への改善要望とともに、「広域から人が訪れる魅力あるまち」

中心市街地のイメージについての回答数の割合（％） 
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（５３．４％）として支持されるまちづくりの推進が求められている。 

 

 全体 男性 女性 

ぶらぶら歩いて楽しいまち 63.6  63.2  64.7  

買い物（商店）の充実 63.2  62.7  64.7  

広域から人が訪れる魅力あるまち 53.4  51.4  58.8  

病院など医療機関の充実 45.8  43.8  51.5  

まちなみや景観の美化 43.9  41.1  51.4  

高齢者や身障者に対する福祉の充実 42.7  40.0  50.0  

車を利用しやすいまち 41.5  39.5  47.1  

住んでみたい（住み続けたい）まち 41.1  38.4  48.5  

飲食店等レジャー施設の充実 39.3  36.8  45.6  

犯罪が少なく安全に暮らせるまち 37.5  37.3  38.2  

ゴミなどが少なくきれいなまち 31.2  28.1  39.7  

イベントなどが盛んに行われているまち 28.1  27.6  29.4  

まちづくり活動が積極的なまち 27.7  24.9  35.3  

歴史や文化の香るまち 19.8  21.1  16.2  

夜のにぎわい 19.8  20.5  17.6  

図書館等暮らしに役立つ施設の充実 19.0  16.2  26.5  

公共の交通機関の充実 17.4  14.6  25.0  

インターネットやケーブルテレビ 15.4  15.7  14.7  

銀行、郵便局等生活に便利な施設の充実 15.0  12.4  22.1  

 

   ｅ）中心市街地で充実すべき施設 

中心市街地で充実すべき施設としては、「買い物施設」（６４％）、次いで、「駐車

場」（５１％）、「役所・郵便局・銀行等の生活に便利な施設」（４５．８％）となっており、

全般に日常生活に関係する施設の充実・強化ニーズが高い。 

      

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｆ）中心市街地で必要とされるサービス 

     「各個店ならではの逸品など個性的な商品やサービスの提供」（４９．８％）が最も高く、次い

で、「魅力的なイベントや催事の実施」（４５．８％）、「まち歩きのマップやお店の紹介などの情

報提供」（４３．５％）などの商業関連のソフト事業の充実・強化が求められている。また、特に

女性の約半数、全体の４３．５％が「駐車場の無料サービスの実施」を必要と回答しており、自

  全体 男性 女性 

買い物施設 64.0  60.5  73.5  

駐車場 51.0  48.1  58.8  

役所・郵便局・銀行等の生活に便利な施設 45.8  43.8  51.5  

飲食施設 39.5  38.4  42.6  

レジャー・娯楽施設 39.1  41.6  32.4  

買い物公園や子供の遊び場などの施設 34.8  29.2  50.0  

健康や福祉・医療に関する施設 29.6  27.0  36.8  

住民や来訪者の交流の場となる施設 28.1  29.2  25.0  

観光施設 23.3  23.8  22.1  

教育や文化に関する施設 22.5  23.2  20.6  

住宅の供給 13.4  14.1  11.8  

自転車置き場 9.1  5.9  17.6  
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動車利用の利便性の向上ニーズが高い。 

 

  全体 男性 女性 

各個店ならではの逸品など個性的な商品やサービスの提供 49.8  53.5  39.7  

魅力的なイベントや催事の実施 45.8  46.5  44.1  

まち歩きのマップやお店の紹介などの情報提供 43.5  44.3  41.2  

駐車場の無料サービスの実施 43.5  41.6  48.5  

個性的な地域らしい街並みづくり 38.3  39.5  35.3  

商店街の営業時間の延長や統一 30.4  28.1  36.8  
中心市街地に行きやすい交通サービス 30.0  27.6  36.8  
主婦、若者、高齢者への就業、企業支援サービス 28.9  25.9  36.8  
ノーカーデー、歩行者天国の実施 26.5  23.2  35.3  
花壇や緑地などにおける環境の美化 25.3  20.5  38.2  

まちづくりのための各種ボランティアなど人材の育成 22.1  21.6  23.5  

商店街のスタンプ、ポイントカード、共通商品券、カード払いサービス 19.4  17.8  23.5  

高齢者の交流、相談などの支援サービス 19.0  16.8  25.0  
景観、伝統産業等、地域の伝統・文化の保全育成 19.0  19.5  17.6  
乳幼児の預かり、相談など子育て主婦への支援サービス 15.8  14.6  19.1  
宅配、御用聞きなどのサービス 12.6  13.0  11.8  

レンタル自転車、バスなどマイカーに頼らない乗り物 11.5  10.3  14.7  
電動スクーターなど、高齢者、障害者に優しい乗り物サービス 10.3  7.0  19.1  

 

 ③ 市民アンケート及びシンポジウム開催から指摘される課題 

市民アンケートの実施、市民シンポジウムの開催及びアンケート調査の実施を通じて、次のような

今後の取り組み課題が抽出・整理された。 

○ 旧計画への認知度が低く、市民への説明が不足していた。 

○ 中心市街地は、慣れ親しんだ身近な都市空間として認識されており、中心市街地活性化の必

要性の指摘が極めて多い。 

○ アメリカ村構想の認知度は高く、魅力ある拠点施設の整備ニーズが高く、事業化の推進が求め

られている。 

○ 中心市街地への来街頻度は低く、交通手段は大半が自動車利用となっており、駐車場整備等

のニーズが多い。 

○ 商業施設や顧客サービスなどの商業機能の充実やイベントなどによる賑わいづくりへの取り組

みニーズがあるが、現状においては、「ぶらぶら歩いて楽しいまち」としてのイメージ評価が極め

て低い。 

○ 基地の街・三沢らしい個性・魅力づくりへの対応が必要であり、全国の基地の街の中でも、三沢

には日米交流に培われた国際色豊かな友好的な文化があり、それらの潜在的魅力の活用によ

る楽しさの創出につながる取り組みが必要。 

○ まちづくりには、さまざまな人達のかかわり方があり、それぞれの立場からの参画によるまちづく

りへの取り組みが必要。 

④ 中心商店街経営意識実態調査 

○ 調査の目的：中心商店街に店舗を有する商業サービス業者経営意識に関する調査分析を実

施することにより、中心商店街の発展方策を探ることを目的に実施。 
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○ 調査時期：平成１１年１１月及び平成１５年１２月実施 

○ 調査方法：聞き込みを基本とするアンケート方式 

○ アンケート回収数：４３９票（回収率３６．６%／１，２００票配布） 

○ 調査結果 

・ 中心商店街における経営者の平均年齢は、平成１１年調査時点で５９．６歳であっ

たが、平成１５年調査時点では６４．６歳となっており、４年間で平均年齢が  

５．０歳上昇していることから、高齢化が進行しているといえる。 

・ 年代別の割合を見ると７０代以上が最も多く、平成１１年調査時に２９．７％であ

ったが、平成１５年調査時には３８．２％と割合が増加しており、一方で２０代･

３０代は平成１１年調査時に若干存在していたが、平成１５年調査時点では皆無と

なるなど、高齢化が深刻化しているとともに、若年層の掘り起しが課題となってい

ることがうかがえる。 

・ 後継者の有無について、有りと答えた経営者は平成１１年調査時には４０．４％で、

平成１５年調査時には４７．２％に増えているが、後継者無しと答えた経営者も平

成１１年の３６．５％から平成１５年には３７．０％へと割合が増しており、平成

１５年に後継者の有無について不明と答えた１５．８％を含めると、依然として過

半数が後継者難に陥っていることがうかがえる。 

・ 後継者の有無について年代別に見ると、後継者有りと答えた年代は７０代以上が最

も多く（平成１１年１６．３％、平成１５年２４．７％）、実質的には既に世代交

代をしている店舗もあるが、後継者無しと答えた年代では５０代が最も多く（平成

１１年１２．５％、平成１５年１９．１％）、中心商店街の衰退に伴い後継者の確

保に苦慮している状況がうかがえる。 
 

三沢市中心商店街経営意識実態調査結果 

（三沢市商工会：平成１１年１１月・平成１５年１２月実施） 

    20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 
70 代
以上 

計 平均年齢 

後継者有り 
Ｈ11 0.0% 1.0% 4.8% 8.7% 9.6% 16.3% 40.4% 64.3 歳 

Ｈ15 0.0% 0.0% 1.1% 9.0% 12.4% 24.7% 47.2% 68.9 歳 

後継者無し 
Ｈ11 0.0% 0.0% 9.6% 12.5% 5.8% 8.6% 36.5% 58.4 歳 

Ｈ15 0.0% 0.0% 1.1% 19.1% 6.7% 10.1% 37.0% 61.5 歳 

不明 
Ｈ11 1.0% 1.0% 7.7% 6.7% 1.9% 4.8% 23.1% 53.4 歳 

Ｈ15 0.0% 0.0% 6.8% 2.2% 3.4% 3.4% 15.8% 58.5 歳 

計 
Ｈ11 1.0% 2.0% 22.1% 27.9% 17.3% 29.7% 100% 59.6 歳 

Ｈ15 0.0% 0.0% 9.0% 30.3% 22.5% 38.2% 100% 64.6 歳 
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[ ５ ]  中心市街地活性化へ向けての課題 

  

過年度までの中心市街地活性化への取り組みの評価に基づく課題、現状分析に基づく課題、市

民ニーズ等に基づく課題から、今後の中心市街地活性化への取り組み課題を整理すると次のように

なる。 

 

① 総合的課題 

・ 中心市街地活性化の各種取り組みの効果を踏まえた区域の設定が必要であること。 

・ 郊外での大規模集客施設の開発抑制策を導入する必要があること。 

・ 具体的数値目標の設定に基づく、中心市街地活性化の適正な進行管理が必要であるこ

と。 

・ 各商店主･商店街との連携など、各主体が連携し地域ぐるみの取り組みとすること。 

・ 市民をはじめとする幅広い人たちの中心市街地活性化・まちづくり事業への参画などの

取り組み体制の充実・強化が必要であること。 

・ コンパクトなまちづくりの考えのもと、既存ストックや本市の特徴･特性を活用したまちづくり

に取り組む必要があること。 

 

② 市街地の整備改善に関する課題 

・ これまで本市が取り組んできた個性あるまちづくりの重点的事業であるアメリカ村の整備

については、市民へのより一層の説明を行い、国際色豊かな都市空間の形成を着実に

実施していくことが必要であること。その際、過年度及び今後の公共投資の事業効果を発

現するために、ソフト施策との連携による確実な事業化推進が必要とされること。 

・ 既存ストックを有効に活用し、安心安全に歩いて楽しめるまちづくりが必要であること。 

 

③ 街なか居住に関する課題 

・ 中心市街地は、騒音の影響や住宅取得者の郊外志向により居住空間としてマイナスイメ

ージがあるため、生活空間としての魅力を高め、公共による街なか居住の主導的取り組み

や、民間事業者の取り組みを誘発する支援施策が必要であること。 

・ 中心市街地内は人口が減少しており、また高齢化も顕著に進展していることから、公共住

宅の整備やお年寄りが安心して暮らせる居住施設の整備が必要であること。 

・ 地域コミュニティの衰退が危惧されているため、対策が必要であること。 

 

④ 都市機能の集積に関する課題 

・ 市立三沢病院の移転跡地での中心市街地活性化に寄与するプロジェクト誘導が必要であるこ

と。 

・ また、公共施設の整備とともに、民間の福祉・介護関連施設・事業所の中心市街地へのより一

層の立地・誘導が必要であること。 
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⑤ 商業等の活性化に関する課題 

・ 広域観光などの潜在購買力の吸引による市内経済の活性化の誘発に寄与する国際色豊

かな拠点的商業施設の整備とともに、地域の生活利便性の向上、市内購買力の向上に

寄与する商業施設の充実・強化、土地区画整理事業に基づく新たな都市環境の形成を

契機とするソフト事業の展開が必要であること。 

・ 市民の中心市街地の商業に対する満足度は低いことから、商店街活性化に向けての取り

組みが必要であること。 

・ 商店街では後継者不足が問題となっているため、後継者の確保や、商店街の新陳代謝

が必要であること。 

 

⑥ 公共交通などの環境整備に関する課題 

・ 市内の身近な交通環境の整備や広域観光に対応した二次交通などの充実・強化を図る

ことが必要であること。 

・ 市民の日常的行動の利便性向上を図るために、利用しやすい駐車場の整備が必要であ

ること。 
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[ ６ ]  三沢市中心市街地活性化の基本方針 

 

基本コンセプト 

国際色を愉しめる 魅力･活力･安心のある街 

 

○ 基本方針１ 魅力・活力を創出する三沢市の「顔」にふさわしい中心市街地の形成 

日常生活及び広域来訪における来街しやすい都市環境整備とともに、国際色豊かな生活

文化を演出するステージとなる、本市の生活拠点・顔としてふさわしい、街なかでの散策を楽し

めるような都市空間が整備された中心市街地を形成する。 

本市におけるまちづくりの大きな特徴である日米協調・日米連携に基づき、米軍の協力・事

業化を含めた中央町地区都市再生土地区画整理事業との連携・一体的な整備により、国際色

豊かな街並み形成や都市空間の整備を図る。 

 

○ 基本方針２ アメリカンテイストなライフスタイルを楽しめる中心市街地の形成 

これまでの親密な米軍基地との協力関係を活かし、アメリカ村拠点施設やアメリカ村広場の

整備により、多様なイベント及び販売促進事業の展開に取り組み、今後より一層の日米協調・

日米連携に基づくハード・ソフト両面での協働のまちづくりの推進を図ることにより、市内外の

人々が国際色豊かでアメリカンテイストな生活文化を楽しめる中心市街地を形成する。 

本市には広域的な集客力を有する観光資源があるほか、十和田･奥入瀬観光の立ち寄り拠

点機能を有しており、今後はアメリカ村における日米交流や国際色豊かな生活スタイルを体感

できる新たな観光的魅力の付加や、市内周遊型観光商品づくりや広域的情報発信などの取り

組みにより、広域周遊観光来訪者が中心市街地を起終点とする立ち寄り行動の誘発と、観光

行動に対応した時間消費と消費経済の向上を図り、本市全体及び広域的な経済活力の向上

に寄与することを目指す。 

 

○ 基本方針３ 安心して住み続け、暮らせる中心市街地の形成 

都市機能が集積されていることによる生活利便性の更なる向上を図ることに加え、商業施設

及び商業活動の充実・強化を図り、街なかへ住むことの魅力を実感でき、住み続けるための生

活支援機能が充実した中心市街地を形成する。 

市民生活に根ざした日米交流・国際色豊かなまちづくりの礎である市民生活の環境・基盤と

しての街なか居住や都市福利施設の充実・強化を図り、安心して生活できる中心市街地を形

成する。 
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■ 中心市街地活性化の基本的方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本コンセプト 

国際色を愉しめる 魅力･活力･安心のある街 

日米交流やアメリ

カおよび国際色豊

かな生活スタイル

を体感できる新た

な観光的魅力の付

加による広域周遊

観光来訪者の拠点

地区の形成 

市民生活に根ざし

た日米交流・国際

色豊かなまちづく

りの礎である市民

生活の環境・基盤

づくり 

 

 

○都市基盤整備の推進 

  既存の投資効果の発現を目指した都市基盤整備

事業や周辺環境の整備 など 

○街並み景観の形成 

  市街地開発事業に合わせた街並み景観の向上や

商業空間の形成 など 

 
 

○街なか居住の推進 

○都市福利施設の充実 

  市立三沢病院移転跡地における効果的な事業の誘導

や民間都市福利機能の誘発 など 

 
 

○国際色豊かな生活文化の提供 

  アメリカ村拠点や広場での多彩なイベント及び 

  販売促進事業の展開 

○広域観光との連携 

  市内観光資源・施設とともに、広域観光ルートの

形成・対応 

 

基本方針１ 魅力・活力を創出する三沢市の

「顔」にふさわしい中心市街地の形成 

基本方針２ アメリカンテイストなライフスタイル

を楽しめる中心市街地の形成 

基本方針３ 安心して住み続け、暮らせる中心

市街地の形成 
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２． 中心市街地の位置及び区域 

［１］位置 

位置設定の考え方 

本市は、東西１１km、南北２５km、面積１１，９９７ha の長方形で、海抜５７m の広々とした平坦地である

が、三沢基地の立地に伴うまちが形成された経緯から、米軍三沢基地に隣接して南側に偏った市街地

形成（北側方向への市街地拡大の困難・制約）や基地経済の影響を強く受けてきたことが特色とされる。 

そのため、米軍三沢基地に隣接して南側に拡がる市街地の中でも、公共施設や事業所が多数立地

し、本市の経済及び都市的サービスの中枢を担っているが、空き店舗の発生や土地利用の更新の停滞

が生じている地区を中心市街地として設定する。 

（位置図） 
 

 
 

中心市街地 

三沢基地 

天ヶ森射爆撃場 

 

 

米軍三沢基地 
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［２］ 区域 

区域設定の考え方 

現在、アメリカ村計画の事業実施エリアとともに、それに連続し、近年空き店舗の発生が著しい商店街

エリア、計画的な商業開発などによりマーケットセンター（“ミス・ビードルプラザ”及び“ミス・ビードル広

場”）の整備を行ってきたエリアなどを含む商業地域及び近隣商業地域を主体とする区域と、それらの区

域と連担し、公共施設や計画的な立地誘導を図ってきた自衛隊官舎などがまとまって立地する昭和３５

年当時のＤＩＤを中心とする区域であり、東側は県立三沢高校と住宅エリア美野原地区との境界、西側

は主要地方道八戸・野辺地線と市立上久保小学校との境界、南側は隣接のおいらせ町及び主要地方

道三沢・十和田線との境界、北側は米軍基地に接する下図の区域を中心市街地として設定する。 

中心市街地の区域面積は、約１２９ｈａである。 

なお、旧法における中心市街地の区域（区域面積約７３ｈａ）は、商店街の活性化を主眼に設定した

が、本計画においては、公共施設や福祉関連事業所などの計画的な立地・整備などに基づき、コンパク

トなまちづくりを推進すべきエリアとして設定したものであり、今後の民間活力による街なか居住や福祉

関連施設の整備の誘発へ向けてそのエリアを開示し、施策的に事業化誘導を図るもので、市街地形成

の拡散を意図したものではない。 

（区域図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地の区域 

旧法に基づく中心市街地の区域 

準工業地域（特別用途指定済み） 

公共公益施設の公的
住宅の整備や民間の
介護・福祉施設など
の立地誘導を図って
きたエリアであり、
今後ともそれらの立
地・誘導を推進する
エリア 
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［３］中心市街地要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第 1号要件 

当該市街地に、相当

数の小売商業者が集積

し、及び都市機能が相

当程度集積しており、

その存在している市町

村の中心としての役割

を果たしている市街地

であること 

当該市街地は、本市の市街地形成の初期段階から中心的な役割を担い、

本市の基幹的機能が集積するとともに、小売商業活動の中心的な役割を担っ

ている。 

１）市街地の形成 

当該市街地は、戦後の米軍三沢基地の建設に伴い、昭和２７年から昭和３

４年に三沢第一地区土地区画整理事業を行った市街地を中心とするエリアで

あり、旧来から本市の生活・文化・行政の中枢を担ってきた市街地である。 

 

２）公共施設等の集積 

当該市街地には、国関連９施設、県関連４施設、市関連２５施設の合計３８

施設の公共施設が立地しており、多くの基幹業務機能が集積する本市のシビ

ックセンターとして機能するエリアである。 

 また、当該市街地には、公共施設のみならず、民間事業者の介護・福祉施

設などの多くの生活利便施設が立地するエリアである。 

 

３）商業の集積 

当該市街地は、旧来から本市の中心的商業地として機能してきたエリアで

ある。 

当該市街地においては、本市総面積に占める当該市街地面積割合が  

１．１％（中心市街地面積１２９ｈａ／総面積１１，９９７ｈａ）であるのに対し、本市

における小売商業者（事業所数）の約３７％（平成１６年商業統計）が立地して

いる。 

 

４）主要公共交通機関 

当該市街地は、ＪＲ三沢駅と三沢空港が近接して立地しており、ＪＲ三沢駅か

ら東北新幹線八戸駅までは特急で所要時間１５分、三沢空港から八戸市間は

第２みちのく有料道路利用連絡バスにて所要時間３５分で結ばれているなど、

広域交通拠点としての機能を果たしている。 

 

第 2号要件 

 当該市街地の土地利

用及び商業活動の状況

等からみて、機能的な

都市活動の確保又は経

済活力の維持に支障を

生じ、又は生ずるおそ

当該市街地においては、商業活力の停滞傾向が続いているとともに、人口

減少や市全体を上回る高齢化の進展などにより、コミュニティの減退傾向にあ

る。 

１）商業の空洞化 

本市の商業は、近年、事業所数、従業者数、年間商品販売額、売り場面積

ともに減少傾向にあり、本市商業の中心的役割を担っている当該市街地にお

いても大半の商店街で、商業機能の低下傾向にある。中心商店街において
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れがあると認められる

市街地であること 

は、平成９年から平成１６年にかけて、商店数は１３％の減少、従業者数は８％

の減少、年間商品販売額は４％の減少、売場面積は７％の減少となっている

ほか、平成５年には空き店舗率が９．１％であったが、平成１５年には１５．８％

の空き店舗率となっている。 

 

２）歩行者通行量の減少 

中心市街地の米軍三沢基地ゲート前（黒田歯科前）においては、平成６年

当時約１,８００人／日（平日）の歩行者通行量があったが、減少傾向を続け、

中央町地区都市再生土地区画整理事業に伴う店舗の再築などが進行中とい

うこともあり、平成１７年では約５００人／日（平日）程度の歩行者通行量にとど

まっており、平日では約１，３００人、休日では約６２０人減少している。 

 

３）中心部での人口減少 

本市の人口は停滞傾向にある中で、中心市街地における人口は減少傾向

にあり、平成８年から平成１８年までの１０年間で約１０％減少しているほか、市

全体に占める人口シェアは平成１８年現在約１７％であり、過去１０年間で約

２％のシェアが低下している。 

また、当該市街地の平成１８年現在の６５歳以上の高齢者割合は約２２％と

なっており、市全体の約１９％を上回る高齢化の状況にある。 
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第 3号要件 

 当該市街地における

都市機能の増進及び経

済活力の向上と総合的

かつ一体的に推進する

ことが、当該市街地の

存在する市町村及びそ

の周辺の地域の発展に

とって有効かつ適切で

あると認められること 

・ 三沢市基本構想との整合 

平成１０年３月策定の第３次三沢市総合開発計画では、都市づくりの基本理

念を「安らぎと潤いのある国際色豊かな文化都市」とし、先人が守り築き上げて

きた自然･歴史･文化・精神を受け継ぎ発展させ、ともに支えあい、幸せな生活

を営み広く交流し、文化を楽しみ、これを支える魅力ある産業を育む都市を目

指している。 

中心市街地に関するまちづくりとしては、戦略プロジェクトとしてのみさわ魅

力プロジェクトの１つであるアメリカふれあいプロジェクトとして、都心商業活性

化の拠点としてアメリカ村の整備を官民一体となって進めるとしているほか、国

際性の高い生活文化提案型商業拠点の整備や、都市づくりと一体となった既

存商店街の整備と商業立地環境の整備、都市景観に配慮した中心市街地の

整備などの取り組みが位置づけられている。 

さらに、平成２０年３月策定予定の三沢市総合振興計画については、現在

基本構想素案の策定作業中であるが、地球環境への負荷軽減や少子高齢社

会への対応と地方財政効率化の観点から、中心市街地の既存ストックインフラ

を活用した効率性の高いコンパクトなまちづくりに取り組むことを構想に位置づ

けることとしている。 

 

・ 広域観光、中心市街地を象徴する拠点施設整備による周辺への波及

効果 

本市は、空港･鉄道･自動車道の高速交通体系を擁することから、上十三広

域圏において交通結節点機能を果たしている中心的な位置づけにあり、その

中でも中心市街地は、都市機能が集積した本市の中心的な場所であり、上十

三広域圏の中心的な位置づけにある。 

現在、中心市街地内に計画されている「ＭＧプラザ」は、本市固有の観光資

源である「アメリカ文化にふれあえる街」の象徴としての機能に加え、「世界初

の太平洋無着陸横断飛行のミス・ビードル号の発進地」、「寺山修司が少年期

を過ごした街」、「ラムサール条約登録地の仏沼」などといった本市の恵まれた

観光資源のインフォメーション機能を果たし、中心市街地に不足している観光

機能を担うこととしている。また、広域観光協議会である十和田エイトライン観

光協議会（三沢市・十和田市･東北町･新郷村）や小川原湖広域観光協議会

（三沢市･東北町･六ヶ所村）の各観光拠点の中で、最も個性的で集客力の高

い拠点として期待されており、これが整備されることにより、市民生活の向上は

もとより、広域観光の魅力向上に大きく貢献するなど、中心市街地のみならず

三沢市及び周辺市町村への波及効果がもたらされる。 

 

・ ストック活用による財政負担の軽減 

中心市街地は道路や下水道などの都市基盤施設が充実しており、市の

厳しい財政環境を踏まえると、区域内に定住人口を誘導しコンパクトな

まちづくりを推進することにより、ストック活用の観点からも財政的な

負担が軽減され、さらには環境への負荷軽減にもつながる。 
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３．中心市街地の活性化の目標 

（１） 三沢市中心市街地活性化の目標 

   ３つの基本方針を受け、次のとおり２つの目標を定める。 

 

「国際色を愉しめる賑わいあふれる中心市街地」 

   広域観光の拠点となる「ＭＧ plaza」「大通り地区集客施設」の整備とともに、これと連携したイベントや

商店街での取り組みを一体的に推進し、国際色を愉しめる賑わいあふれる中心市街地を形成する。 

 

 「安心して生活し続けられる中心市街地」 

  市民生活の環境･基盤の充実強化、コミュニティづくりや良質な住宅の供給促進、福祉の充実など総

合的に施策を講じることにより、安心して生活し続けられる中心市街地を形成する。 

 

（２） 目標年次の考え方 

   本計画の計画期間は、平成１９年度（平成１９年１１月）から、事業実施の効果が現れると見込まれる

平成２５年度（平成２５年１０月）までとし、その最終年度である平成２５年度を目標年次とする。 

   なお、計画の終期は当初設定していた平成２５年３月から平成２５年１０月へ変更されたが、これに伴

う推計値・事業効果の増減は考慮しないものとする。 

 

（３） 数値指標の設定とその考え方 

  ① 「国際色を愉しめる賑わいあふれる中心市街地」の指標の考え方 

 

    「国際色を愉しめる賑わいあふれる中心市街地」の指標として、歩行者通行量、観光入り込み客

数、年間商品販売額、観光施設利用人数等が考えられる。 

    本市では、三沢市商工会が従来から中心市街地内主要地点において歩行者通行量調査を実施し

ており、定期的なフォローアップが可能であることから、市民や商業者にも理解されやすい指標であ

る。そのため、『中心市街地１２地点の休日歩行者通行量』を指標とする。 

    また、本計画においては、「ＭＧ plaza」での飲食や国際色豊かな物販、「大通り地区集客施設」で

の地場産生鮮食料品等の販売とともに、その経済効果を商店街へと波及させるための連携イベント

をはじめとする各種ソフト事業の実施などにより、中心市街地全体の販売額の増加を目指すことか

ら、『中心市街地の小売業年間商品販売額』についても指標とする。 

 

  ② 「安心して生活し続けられる中心市街地」の指標の考え方 

 

    「安心して生活し続けられる中心市街地」の指標として、居住人口、人口の社会動態、住宅供給戸

数等があげられるが、その中でも居住人口は、住民基本台帳により定期的にフォローアップが可能で

あり、市民にも理解されやすい指標である。そのため、『中心市街地の居住人口』を指標とする。 
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（４） 具体的な目標値の考え方 

①「中心市街地１２地点の休日歩行者通行量」 

 三沢市商工会が毎年実施している、中心市街地の１２地点における歩行者通行量調査において、

街なかの回遊性を捉える観点から、特に休日の通行量が平日を大幅に下回っていることに着目し、

休日の歩行者通行量を増加させることが喫緊かつ効率的な取り組みとなる。 

このことから、本市の休日歩行者通行量を指標とすることとし、平成１３年の長崎屋三沢店が中心

市街地から撤退する前の、賑わいが感じられた平成１２年のレベルまで回復させることを目指し、    

７，０１６人を数値目標とする。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ○調査地点及び過去のデータ  

１２地点の通行量は、休日８：００～１９：００の１１時間の合計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成１７年現況値】 

休日歩行者通行量１２地点計・４，２３４人 

 

⇒ 
【平成２５年度目標値】 

休日歩行者通行量１２地点計・７，０１６人 

（平成１７年の１．６６倍） 

 調査地点 H6 H9 H12 H14 H17 

1 小林呉服店 474  466  356  322  236  

2 第一生命 1,450  730  792  380  198  

3 旧ﾀｹﾀﾞｽﾎﾟｰﾂ 1,543  976  672  846  366  

4 黒田歯科 998  622  514  504  380  

5 竹光商店 1,124  244  558  748  574  

6 よこまちｽﾄｱ 152  134  176  248  206  

7 伊勢屋 608  538  560  590  388  

8 大山食堂 414  262  551  454  406  

9 かぶと屋 282  310  340  260  262  

10 ﾕﾆﾊﾞｰｽ 320  340  1,640  1,044  478  

11 ﾏﾙｻﾊﾟﾁﾝｺ 176  146  242  610  408  

12 ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ 246  258  291  522  332  

  計 7,787  5,026  6,692  6,528  4,234  
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○数値目標設定の考え方 

   

 （A）各種取組による効果： ２，５１２人増 

中心市街地１２地点の歩行者通行量の増加分は、各種取り組みの実施による来街者及びその

回遊見込みにより推計する。内訳については、以下のとおりである。 

 

（ａ）ＭＧ plaza 整備事業： １，２５８人増 

事業者ヒアリングによると、年間３３６，６００人の集客を見込んでおり、その内訳は以下のとお

り。 

 ＭＧ ｐｌａｚａ集客見込み（事業採算性と集客推計による事業者設定） 

  物販ゾーン 飲食ゾーン コ ミ ュニテ ィゾーン 合計 

平日 
(1日見込み) (140) (420) (210) (770) 

月 25日計① 3,500 10,500 5,250 19,250  

休日 
(1日見込み) (430) (690) (640) ⓐ(1,760) 

 月 5日計② 2,150 3,450 3,200 8,800  

月合計③(=①+②) 5,650 13,950 8,450 28,050  

年合計(③×12) 67,800 167,400 101,400 336,600  

休日来訪者のうち、店前駐車スペースから換算すると３５％は車での来訪と想定されることか

ら、中心市街地を歩くのは、１，１４４人となる。当該施設は、測定ポイント④に面しており、③、⑤

に近接していることから、③または⑤に１０%が回遊するものと想定し、１，１４４人＋（１，１４４人×

１０％）＝ １，２５８人の通行量増加を見込む。 

 

（ｂ）大通り地区集客拠点施設整備事業： ４７４人増 

事業者ヒアリングによると、年間３０１，２００人の集客を見込んでおり、その内訳は以下のとお

り。 

 大通り拠点施設集客見込み（事業採算性と集客推計による事業者設定） 

  物販ゾーン 飲食ゾーン コ ミ ュニテ ィゾーン 合計 

平日 
(1日見込み) (530) (90) (40) (660) 

月 25日計① 13,250 2,250 1,000 16,500  

休日 
(1日見込み) (1,470) (150) (100) ⓑ(1,720)  

 月 5日計② 7,350 750 500 8,600  

月合計③(=①+②) 20,600 3,000 1,500 25,100  

年合計(③×12) 247,200 36,000 18,000 301,200  

休日来訪者のうち、店前駐車スペースから換算すると車での来訪者見込みが５４％であること

から、中心市街地を歩くのは、７９１人となる。当該施設は測定ポイント③、④、⑤に近接してお

り、歩行者通行ルートを勘案すると 60％が測定ポイントを通行すると想定されることから、 

７９１人×６０％＝ ４７４人の通行量増加を見込む。 

 

（ｃ）アメリカ村広場でのイベント実施：550 人増 

「アメリカ村広場」での週末イベント開催による集客見込みについては、これまで仮想アメリカ

村シミュレーションイベントとして実施してきたパティオフェスタでのイベント集客実績平均から、

休日１日あたり５００人が見込まれる。これは、歩行者通行量測定ポイント④に影響し、③、⑤に

近接していることから、③または⑤に１０%が回遊するものと想定し、５００人＋（５００人×１０％） 

＝５５０人の増加を見込む。 

 

（ｄ）オレンジ広場でのイベント実施：２３０人増 
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「オレンジ広場」での週末イベント開催による集客見込みについては、例年実施しているオレ

ンジ広場での商業イベントであるハロウィンフェスタでのイベント集客実績平均から、休日１日あ

たり２００人が見込まれる。これは、歩行者通行量測定ポイント②に面しており、①、③、⑨に近接

していることから、それぞれ５％が回遊するものと想定し、２００人＋（２００人×５％×３地点） 

＝２３０人の増加を見込む。 

 

 

（B）まちなか居住の増加による増加分： ８７人増 

本計画において、市立三沢病院跡地への市営住宅整備等まちなか居住施策の展開により、平

成２５年度の中心市街地居住人口を７，７３２人（平成１８年比：１９４人増にすることを目標としてい

る。 

市民アンケート結果により、中心市街地居住者の４５％が週１回以上中心市街地を訪れているこ

とから、１９４人×４５％＝８７人の増加を見込む。 

 

 

（C）総合的な取り組みによる効果：423 人増 

上記の取り組みに加え、１００円循環バスの運行本数の充実や、空街ポイントカードとの連携、ミ

スビードルドーム等での各種ソフト施策の展開等により、現在の歩行者通行量の１０％（４，２３４人

×１０％＝４２３人）の増加を見込むものとする。 

 

 

    （D）市立三沢病院の移転による減少分：２４０人減 

平成２２年に三沢病院が中心市街地から移転することから、休日における来院者数２４０人（外

来患者とその付き添い者：８０人、入院患者見舞い者：１６０人。平成１８年度実績）を、除外する。 

 

以上により、平成２５年度の歩行者通行量は、 

現況値４，２３４人＋増加分人（（A）２，５１２人＋（B）８７人＋（C）４２３人－（D）２４０人）＝ ７，０１６人と

なる。 

 

 

 

○フォローアップの考え方 

三沢市商工会において毎年７月下旬～８月中旬の休日に歩行者通行量を測定し、目標達成

に関する事業の進捗の確認及び、状況に応じた必要な措置を講ずる。 

その際、その数値の精緻を図る観点から、同時期に２回歩行者通行量調査を実施すること

とする。 

なお、参考として、平日の歩行者通行量も同時期に測定し、必要に応じ、適切な措置を講

ずることとする。 
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②「中心市街地の小売業年間商品販売額」 

 本市中心市街地における小売業年間商品販売額の目標数値については、平成１３年の長崎屋

三沢店が中心市街地から撤退する以前で、かつ過去１０年間で最も高い数値を記録した平成９年

のレベルまで回復させることを目指し、１５，１６１百万円を数値目標とする。 

 

【平成１６年現況値】 

小売業年間商品販売額 

１４，６２３百万円 
⇒ 

【平成２５年度目標値】 

小売業年間商品販売額 

１５，１６１百万円 

（平成１６年の３．７％増） 

 

○平成２５年度の商品販売額の考え方 

（Ａ）各種取組による効果：６３９百万円 

（ａ）ＭＧ plaza整備事業：３９２百万円 

事業者ヒアリングによると、ＭＧ plazaの目標年間商品販売額は３９２百万円であ

り、その内訳は以下のとおり。 

【ＭＧ plaza 物販店一覧】 

出店業種 
面積 
（坪） 

客単価 
（千円） 

買物客数 
（人/月） 

月商見込 
（千円） 

年間目標販
売額（千円） 

ヤングカジュアル 10 6 600 3,600 43,200 
輸入雑貨 5 10 400 4,000 48,000 
カジュアル衣料 20 7 800 5,600 67,200 
アメリカンカジュアル 10 7 500 3,500 42,000 
ウェスタン雑貨 5 10 300 3,000 36,000 
輸入子供服 5 6 400 2,400 28,800 
輸入菓子 5 2 900 1,800 21,600 
リラクゼーショングッズ 25 8 150 1,200 14,400 
オリエンタルデコレーション 10 4 400 1,600 19,200 
ミリタリーショップ 80 5 1,200 6,000 72,000 

合計 175  5,650 32,700 392,400 

 

（ｂ）大通り地区集客拠点施設整備事業：２４７百万円 

事業者ヒアリングによると、大通り地区集客拠点施設の目標年間商品販売額 

は２４７百万円であり、その内訳は以下のとおり。 

【大通り集客拠点施設 物販店一覧】 

出店業種 
面積 
（坪） 

客単価 
（千円） 

買物客数 
（人/月） 

月商見込 
（千円） 

年間目標販
売額（千円） 

生鮮食料品 
100 

1 11,200 11,200 134,400 
惣菜加工品 1 8,400 8,400 100,800 
土産物品 1 1,000 1,000 12,000 

合計 100  20,600 20,600 247,200 

 

（Ｂ）総合的な取り組みによる効果：１４，５２２百万円 

直近の商業統計データである平成１４年と平成１６年の中心市街地商店街の商品販売額を比

較すると、約２．５％減少していることから、平成１６年から平成２５年にかけて同様に推移すると、

平成１９年の商品販売額は平成１６年現況値１４，６２３百万円から約３．７％減少の１４，０８１百

万円と見込まれ、そのまま推移すると平成２５年の商品販売額は１３，２２３百万円と見込まれる

が、新規に街なかへの誘客を見込む「ＭＧ plaza」「大通り地区集客拠点施設」の集客効果の波

及とともに各種活性化策を講じることにより、既存店舗の年間商品販売額は平成１９年推計値と
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同水準の販売額である１４，０８１百万円の維持を目指すものとする。 

 

  さらに、「ＭＧ plaza」と「大通り地区集客拠点施設」の相乗効果と各種イベントの定着効果として

上記総額の３％【（（Ａ）＋（Ｂ））×３％≒４４１百万円】を見込む。 

 

よって、計画期間における目標値は、１５，１６１百万円とする。 

 

 <中心市街地における商業施策などを実施する場合としない場合の 

  商品販売推計額の比較について> 

 

 

○フォローアップの考え方 

新しく整備する「ＭＧ plaza」「大通り地区集客施設」の商品販売額については毎年売上額を確

認することが可能であることから、１年ごとに把握することとし、商店街については、中間年にあたる

平成２１年において、三沢市商工会が中心市街地を対象に行う商店街経営意識実態調査により商

品販売額までを把握することとする。 

最終年度である平成２５年度の数値については、２３年度経済センサス調査による販売額把握

による推計と、「ＭＧ plaza」「大通り地区集客拠点施設」の商品販売額により検証と推計を行い、さ

らに平成２５年度には商工会による商店街経営意識実態調査により再検証するものとする。 

 

 

③「中心市街地居住人口」 

本市中心市街地における居住人口の目標数値については、本市の人口減少が確実視される

中にあって中心市街地人口も減少が見込まれるものの、定住施策の実施により、平成１３年と平成

１８年の中間値レベルまで回復させることを目指し、７，７３２人を数値目標とする。 
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【平成１８年現況値】 

中心市街地居住人口 ７，５３８人 ⇒ 
【平成２５年目標値】 

中心市街地居住人口 ７，７３２人 

（平成１８年の２．６％増） 

 

○平成２５年度の定住人口の考え方 

国立社会保障･人口問題研究所が採用しているコーホート要因法により中心市街地の人口を推

計すると、平成２３年には７，３６３人と推計され、さらに平成２８年には７，０８０人（５年間で３．８４％

減）と推計されることから、目標年次の平成２５年時には平成２３年推計値７，３６３人の０．７６８％減

となる７，３０６人と類推され、平成１８年現況値７，５３８人から２３２人の中心市街地人口減少が見

込まれるが、本計画に基づく都市機能充実強化や福祉・商業機能の充実施策などを総合的に実

施することで居住環境の向上を図り、計画期間の推計減少人口２３２人の５０％である１１６人の減

少にとどめることを目標とする。 

新規の街なか居住誘導のためのプロジェクトとしては、市立三沢病院の移転（平成２２年度移

転）跡地における市営住宅の整備や民間賃貸住宅の整備などの“街なか居住施設整備事業”を実

施することとし、それに伴う中心市街地における居住人口の増加を誘導する。 

市営住宅の整備や民間賃貸住宅の整備に伴う居住人口増加として、計画戸数１２２戸×平均世

帯人員２．３９人／世帯（三沢市現況の１世帯当り人数）＝２９１．５８人≒２９０人の増加を見込む。 

また、“街なか医療･福祉･介護施設整備事業”に導入するグループホームの整備に伴うコミュニ

ティ形成居住単位２０人の入居に伴う増加を見込む。 

以上、推計減少人口１１６人に、“街なか居住・福祉･介護機能”導入などに伴う中心市街地内で

の居住人口増加分３１０人を見込んで、目標値を７，７３２人とする。 

なお、居住人口の３１０人の増加は、約３億１,７５０万円（≒３１０人×青森県の人口当たりの小売

業商品販売額１０２．４２万円／人）の潜在的消費購買力の立地・増加に寄与するものである。 

< （参考）定住施策などを実施する場合としない場合の定住人口の比較 > 

 

○フォローアップの考え方 

定住人口については本市の住民基本台帳に基づき毎年実態を把握し、目標達成に関する事

業の進捗の確認及び状況に応じた措置を講ずるものとする。 
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４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施設の整

備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

 

［１］市街地の整備改善の必要性  

１）現状分析 

・ 中心市街地内は、大半の区域が土地区画整理事業実施済であり、道路･下水道などの都市基盤整備はお

おむね完了している。 

・ しかし、商店街と三沢基地を結ぶ主要地方道三沢十和田線は幅員が狭く一方通行であり、また地区内道路

が狭隘であり、未接道宅地があるなどの問題が生じている。 

  ・ 平成10年3月策定の第3次三沢市総合開発計画に基づき、市の戦略プロジェクトとして、「アメリカ村」整備

に取り組んでおり、現在土地区画整理事業による都市機能の更新と都市基盤施設の一体的整備を実施して

いる。 

・ アンケート調査において、「ぶらぶら歩いて楽しいまち」としての評価が低かったとともに、「まち並みや景観

の整備が必要」との指摘が多い。 

・ 現在、道路ネットワークの改善や土地区画整理事業の推進に合わせた道路環境整備の推進と沿道建築物

の建替え・再築を進めており、特に建築物の景観統一を図るため区画整理地区内の各商店街区ごとに街並

み景観協定を締結し、建築確認申請段階での外観設計を三沢ＴＭＯが指導するなど景観誘導を図ってお

り、快適な都市環境形成に取り組んでいる。 

 

２）市街地の整備改善の必要性 

これらの現状を踏まえた市街地の整備改善に関する事業の必要性は、以下のようになる。 

・ 本市の戦略プロジェクトとしての「アメリカ村」は、都市基盤の充実した中心市街地を活用することにより、本

市に根づいた文化を資源として、市外からの誘客も含めた新たな交流の場の構築によるまちの活性化を目

指す施設として整備する必要がある。 

・ 中央町地区都市再生土地区画整理事業の進捗に合わせて、周辺街区における一体的な環境整備や回遊

動線の形成を目指した都市基盤整備の推進による便利で快適な市街地環境の形成と魅力ある都市空間の

創出が必要である。 

・ 居住者や来街者に配慮した、街並みや景観を考慮した安心・安全な道路環境整備を行う必要がある。 

 

３）フォローアップの考え方 

   年 1 回、基本計画に位置づけた取り組みの進捗調査を行い、目標指標への効果を把握し、必要に応じて事

業の改善などの措置を講ずるものとする。 

 

［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし。 
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（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

支援措置の 
内容及び 
実施時期 

その他
の事項 

事業名 
中央町地区都市再生土地区画整
理事業 
 
内容 
土地の集約・再編、老朽建築物の
更新、積雪寒冷地を考慮した歩道
融雪システム・電線地中化整備等 

 
実施時期 
平成１４年度～平成２２年度 

三沢市 本事業は、本市が推進する国際
色豊かなまちづくりの一環である
アメリカ村整備の基幹事業として、
誰もが快適に安心して回遊できる
環境を整備するものであり、これ
により魅力ある都市景観の形成と
回遊性の向上を図ることができ
る。これは、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に必要な事業である。 

支援措置 
まちづくり交
付金（都市
再生土地区
画整理事業
（基幹事業）
による特例
措 置 を 活
用） 
 
実施時期 
平成17年度
～平成21年
度 

特例措
置を活
用する
商業活
性化施
設等の
概要 
 
事業名 
MG 
plaza
整備事
業 
 
内容 
中央町
地区都
市再生
土地区
画整理
事 業
（アメリ
カ 村 ）
にあわ
せた国
際 交
流 ･ 集
客のた
めの拠
点的商
業施設
整備 
 
実施時
期 
平成19
年度～
平成２0
年度 

 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

   該当なし。 
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（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

支援措置の 
内容及び 
実施時期 

その他
の事項 

事業名 
アメリカ村広場整備事業 
 
内容 
憩いと交流の都市空間となる多目
的イベント広場の整備 
 
実施時期 
平成１６年度～平成１９年度 

三沢市 本事業は中心市街地・アメリカ村
のシンボル的都市空間として多目
的に活用できる広場を整備するも
のであり、イベントなど魅力創出の
取り組みによる集客により、賑わ
いの創出を図ることができる。これ
は、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に必
要な事業である。 

支援措置 
民生安定施
設設置助成
事業 
 
実施時期 
平成16年度
～平成19年
度 

 

事業名 
市道大町・ゲート前東線歩道整備
事業〔（通称）中央町東地区整備事
業〕 
 
内容 
中央町地区都市再生土地区画整
理事業区域の東側（主要地方道三
沢十和田線沿道隣接区域）におけ
る歩道の拡幅・電線類地中化・融雪
システム整備 
 
実施時期 
平成１６年度～平成１９年度 
 
 

三沢市 本事業は、中央町地区都市再生
土地区画整理事業との一体的整
備による連続性・同質性のある両
側歩道の整備とあわせ、沿道建築
物の景観統一による街並み形成
に寄与する事業であり、これにより
来街魅力の創出や積雪寒冷地を
考慮した歩行者の安全性・快適性
の確保が図られる。これは、「国際
色を愉しめる賑わいあふれる中心
市街地」の達成に必要な事業であ
る。 

支援措置 
飛行場周辺
道路改修等
事業 
 
実施時期 
平成１６年度
～平成１９年
度 
 

 

事業名 
ゲート前歩道環境整備事業 
 
内容 
米軍三沢基地への提供地内歩道
の電線類地中化・融雪システム整
備 
 
実施時期 
平成１８年度～平成２０年度 

三沢市 
・ 
米軍 

本事業は、中央町地区都市再生
土地区画整理事業との一体的整
備として、連続性・同質性のある
歩道整備を米軍と協調して行うも
のであり、これにより来街魅力の
創出や積雪寒冷地を考慮した歩
行者の安全性・快適性を確保する
ことができる。これは、「国際色を
愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に必要な事業であ
る。 

支援措置 
特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
事業 
 
実施時期 
平成１８年度
～平成２０年
度 

 

事業名 
市道大町・中央町線及び市道５９号
線整備事業 
 
内容 
八戸方面又は野辺地方面と本市中
心市街地を結節するアクセス道路
の整備 

 
実施時期 
平成１５年度～平成２１年度 

三沢市 本事業は、中心市街地に結節す
る広域アクセス道路である主要地
方道八戸・野辺地線の交通利便
性向上のための市道整備を行うも
のであり、これにより広域からの来
街者の誘客増加が図られ、観光
来街による賑わいの創出を図るこ
とができる。これは、「国際色を愉
しめる賑わいあふれる中心市街
地」の達成に必要な事業である。 

支援措置 
飛行場周辺
道路改修等
事業 

及び 
特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
事業 
 
実施時期 
平成１５年度
～平成２１年
度 
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事業名 
市街地へ誘導する道路網の整備
事業 
 
内容 
中心市街地を縦断する主要地方道
三沢・十和田線の岡三沢小学校前
交差点改良事業 

 
実施時期 
平成１９年度 

三沢市 本事業は、中心市街地への北側
からのアクセス利便性と交通処理
の円滑化を図るための交差点改
良を行う事業であり、これにより広
域からの来街者の交通利便性向
上による誘客増加が図られ、観光
来街による賑わいの創出を図るこ
とができる。これは、「国際色を愉
しめる賑わいあふれる中心市街
地」の達成に必要な事業である。 

支援措置 
飛行場周辺
道路改修等
事業 
 
実施時期 
平成１９年度 

 

事業名 
ふれあいオレンジ広場整備事業 
 
内容 
中心商店街西側の大町地区にお
ける多目的イベント広場・山車展
示スペース整備 
 
実施時期 
平成 18 年度～平成 19 年度 

三沢市 本事業は、アメリカ村運営と連携
したイベントを開催できる多目的
イベント広場を整備するものであ
り、これによりイベント相乗効果
が発揮されるとともに、当市最大
の地域イベント三沢まつりで運
行される壮大な自作山車の展示
場として機能させることができ、
観光来街による賑わいが図られ
る。これは、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に必要な事業である。 

支援措置 
特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
事業 
 
実施時期 
平成１８年度
～平成１９年
度 

 

 

 

 

（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名 
公共施設や道路標識などの英語標
記事業 
 
内容 
公共施設や道路の案内標識などの
英語標記の案内サインなどの設置 

 
実施時期 
平成19年度～平成21年度 

三沢市 本事業は、公共施設や道路標識
などの英語標記を行うものであり、
これにより国際色豊かな景観形成
とともに、米軍関係者などとの共
存のための環境整備、広域来訪
者などへの三沢らしさの表徴が演
出され、賑わいの創出が図られ
る。これは、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に必要な事業である。 

  

事業名 
英語表記看板設置促進事業 
 
内容 
日米両国民やその他外国人が共
通理解できる街路案内板や個店
看板の中心市街地要所への設置 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２1年度 

三沢市

商工会 

 

中央町

商店会 

 

大通り

商店会 

本事業は、上記事業と連動して、
中心商店街各個店が協調して自
主的に英語標記看板を設置推進
するものであり、これにより市街地
を観光やショッピングなどで回遊
する際の利便性向上と国際色豊
かな景観形成が図られ、賑わい
創出が図られる。これは、「国際色
を愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に必要な事業であ
る。 
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事業名 
Friendship Gate Improvements 整
備検討事業 
 
内容 
米軍三沢基地への提供地であるメ
インゲートの改修とアメリカ村隣接
地における広場や駐車場の整備に
かかる、米軍基地等関係機関との
協議 

 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市 本事業は、三沢市が実施するアメ
リカ村整備に協調した基地正門ｹﾞ
ｰﾄ侵入道路の改修及び一般利用
可能な駐車場や広場の整備を行
う米軍との協議調整を行うもので
あり、これにより日米友好親善を
表現する魅力ある街並みをアメリ
カ村と一体的に形成することがで
き、賑わい創出が図られる。これ
は、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に必
要な事業である。 

  

事業名 
米軍引込み線を活用した道路整備
「にぎわいフレンドシップロード」整
備検討事業 
 
内容 
ＪＲ三沢駅から米軍三沢基地に至る
物資運搬専用鉄路の用途廃止に
伴う整備・活用方策にかかる、米軍
関係機関等との合意に向けた協議 
 
実施時期 
平成１９年度～ 

三沢市 本事業は、ＪＲ三沢駅と米軍三沢
基地を結ぶ物資運搬専用鉄道の
用途廃止に伴い、米軍側が線路
敷地を市に開放する意向を示し
ているため、その活用方策にかか
る協議調整を行うものであり、これ
により中心市街地への来街を促
す、人や環境にやさしい交通ネッ
トワーク形成に向けた検討を行う
ことができる。これは、「国際色を
愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に必要な事業であ
る。 
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５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

［１］都市福利施設の整備の必要性  

１）現状分析 

・ 市役所や公会堂、図書館、体育館、武道場、総合社会福祉センター、保健相談センター、介護支援セ

ンター、児童館等の市の公共施設や、三沢防衛事務所やハローワーク三沢等の国の機関等、公共公益

施設の多くが中心市街地に立地している。 

・ 中心市街地の松園町や大町周辺では、社会福祉法人が経営する有料老人ホームやデイサービスセン

ター、デイケアセンター、ヘルパーステーションなどの福祉系事業所の立地・集積を誘導しており、それ

らの大半は、中心市街地内に立地しており、住み続けるための生活支援施設等の充実・強化が図られ

つつある。 

・ 市民シンポジウムでのアンケート調査結果においては、公共施設の整備状況に対する満足度が比較的

高かったものの、公共・公益施設の充実を求める声も多いことから、今後とも、公共施設とともに、民間運

営の公益施設等の立地・誘導を含めた生活利便性の向上が求められている。 

・ 一方、現在、中心市街地に立地している市立三沢病院は、高次医療ニーズや病院経営の高度化等に

対応するため、平成２１年に移転することが決定している。 

 

２）都市福利施設の整備の必要性 

これらの現状を踏まえた都市福利施設の整備に関する事業の必要性は、以下のとおりである。 

・ 現状において、公共公益施設は中心市街地内に一定程度整備されていることから、具体的な事業は想

定しない。既存の施設については、建て替え時等には中心市街地内への整備を優先的に検討する。 

・ 市立三沢病院の移転は、中心市街地における来街目的施設の減少とともに、新たな遊休地の発生という

課題にもなりかねないことから、早急に市民ニーズ等を踏まえた新たな施設整備を図る必要がある。 

 

３）フォローアップの考え方 

年１回、基本計画に位置づけた取り組みの進捗調査を行い、目標指標への効果を把握し、必要に

応じて事業の改善などの措置を講ずるものとする。 

 

 

［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし。 
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（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業  

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

支援措置の
内容及び 
実施時期 

その他
の事項 

事業名 
街なか医療･福祉･介護施設整備事
業（中央町地区） 
 
内容 
市立三沢病院移転跡地への診療
所やグループホームなどの医療･
福祉･介護施設の整備 

 
実施時期 
平成２２年度～平成２５年度 

医療法
人財団
青仁会 

本事業は、平成２２年に移転する
市立三沢病院の跡地を活用して、
高齢社会対応型地域医療・福祉・
介護サービス機能を提供する民
間事業者を誘導する事業であり、
これにより中心市街地としての都
市福利機能の充実が図られ、高
齢社会対応型地域医療･福祉及
び地域密着型介護サービスの充
実が促進され、なれ親しんだ身近
な生活空間である街なかへの継
続居住を提供することができる。こ
れは、「安心して生活し続けられる
中心市街地」の達成に必要な事
業である。 

支援措置 
社会資本整
備総合交付
金（暮らし・に
ぎわい再生
事業(中央町
地区)） 
 
 
実施時期 
平成２５年度 
 

 

 

 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

   該当なし。 

 

（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   該当なし。 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名 
サテライト型居住施設増設事業 
 
内容 
特別養護老人ホームのサテライト
型分散開設として５施設整備 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２０年度 

社会福
祉法人
楽晴会 

中心市街地内は高齢化が進んで
いることから、本事業において、
特別養護老人ホームのサテライト
型居住施設を整備する。これによ
り、高齢者福祉及び地域密着型
介護サービスの充実が促進され、
なれ親しんだ身近な生活空間で
ある街なかへの継続居住を提供
することができる。これは、「安心
して生活し続けられる中心市街
地」の達成に必要な事業である。 

  

事業名 
民間福祉・介護施設などの街なか
誘導事業 
 
内容 
社会福祉法人や民間事業者などが
整備・運営する介護・福祉系の施
設・事業所の、中心市街地への立
地誘導 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２４年度 

三沢市 本事業は、福祉部局や福祉施策
及び建築相談行政との連携によ
り、民間福祉･介護施設を街なか
に積極的に誘導するものであり、
これにより高齢者福祉及び地域密
着型介護サービスの充実が促進
され、なれ親しんだ身近な生活空
間である街なかへの継続居住を
提供することができる。これは、
「安心して生活し続けられる中心
市街地」の達成に必要な事業であ
る。 

  

事業名 
ハローワーク移転街なか誘導事業 
 
内容 
ハローワーク（三沢公共職業安定
所）の移転先となる中心市街地内
市有地の斡旋及び環境整備 

 
実施時期 
平成１９年度～平成２０年度 
    平成１９年度：用地買収 
    平成２０年度：建設工事 

三沢市 本事業は、現在中心市街地の基
地ゲート前地区に立地しているハ
ローワーク（三沢公共職業安定
所）の平成２０年度末での移転新
築に際し、中心市街地内での建
替え誘導を行うものであり、これに
より都市機能の集積立地とあわせ
街なかでの労働行政機能提供を
維持することができる。これは、
「安心して生活し続けられる中心
市街地」の達成に必要な事業であ
る。 

  

事業名 
空き店舗対策高齢者･障害者交流
施設運営事業 
 
内容 
中心商店街の空き店舗を活用し開
設している“高齢者いこいの家”、知
的障害者を対象とした“つどいの
家”の維持管理及び企画運営 
 
実施時期 
平成１２年度～ 

銀座商
店会 
 
三沢市
手をつ
なぐ育
成会 
 
 

本事業は、中心商店街空き店舗
対策及び福祉施策の一環として、
高齢者･障害者の積極的な街なか
来訪を促すため、空き店舗を改修
した街なか交流拠点を維持運営
するものであり、これにより高齢者
福祉及び障害者福祉サービスを
街なかで提供することができる。こ
れは、商業活性化並びに「安心し
て生活し続けられる中心市街地」
の達成に必要な事業である。 

支援措置 
運営費補助
金（市補助） 
 
実施時期 
平成12年度
～ 
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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のための事業

及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

 

［１］街なか居住の推進の必要性  

１）現状分析 

・ 本市においては、自衛隊や隣接する六ヶ所村等の原燃施設に勤務する転勤族が多いことから、市

全体の人口は安定している。しかし、中心市街地においては、モータリゼーションの進展に伴い、地

価の安い郊外に持ち家を取得する傾向にあることなどにより、市全体に比べ人口が減少しており、ま

た高齢化も顕著に進展している。 

・ 中心市街地は米軍三沢基地に隣接しているため、騒音区域に指定されており、街なか生活の利便

性と相反する環境面でのマイナスイメージがある。 

・ これまで中心市街地において、貸家層を主眼とする住宅供給に取り組んできており、自衛隊官舎の

街なかでの計画的供給や街なかの公営住宅の優先的建替え事業（桜町団地の建替え・シルバー

ハウジングの導入等）の実施等に取り組むとともに、サテライト型居住施設特区（特別養護老人ホー

ム）による高齢者の生活環境整備に取り組んできた。このような取り組みの結果、本市における公共

系の住宅の約４２％が、中心市街地内に立地している。 

・ 近年中心市街地においては、民間賃貸住宅の供給が増加しており、徐々にではあるが街なか居住

志向ニーズの高まりも見られるようになってきている。 

・ 市民シンポジウムでのアンケート調査結果においては、住み続けたいまちとしての評価が高かったととも

に、今後の取り組みとしても住み続けたいと思えるまちの形成に対するニーズが高いことから、より一層

の街なか魅力の向上による居住環境の整備が求められる。 

 

２）街なか居住の推進の必要性 

これらの現状を踏まえた街なか居住の推進に関する事業の必要性は、以下のとおりである。 

・ 中心市街地での公営住宅の整理においては、中心市街地の大半が騒音コンター区域内にあると

いう本市における住宅供給上の課題・制約へ対応する必要がある。 

・ 老朽市営住宅の建て替え時等においては、中心市街地での整備を優先的に検討する。 

・ 人口減少にある中心市街地において、居住者を誘導するための受け皿となる居住施設を整備する

必要がある。 

 ・ 高齢化社会に対応するため、高齢者向け居住施設の整備が必要である。 

 

３）フォローアップの考え方 

年１回、基本計画に位置づけた取り組みの進捗調査を行い、目標指標への効果を把握し、必要に応じ

て事業の改善などの措置を講ずるものとする。 
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［２］具体的事業の内容 

 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし。 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

   該当なし。 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

    該当なし。 

 

（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

    該当なし。 

 

（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名 

街なか市営住宅整備事業 

 
内容 
市立三沢病院移転跡地への公営
住宅整備 
 
※現在、郊外部に立地している老
朽市営住宅（古間木団地：昭和３８
年～４０年に建設、簡耐平屋建・簡
耐２階建、８１戸）の用途廃止、街な
か居住としての先導的事業として
整備 
 
実施時期 
平成２２年度～平成２４年度 

三沢市 
 
 

本事業は、平成２２年に移転する
市立三沢病院の跡地を活用して、
郊外にある老朽市営住宅の非現
地建て替えを行う事業であり、こ
れにより街なか居住の創出や中
心市街地内への消費購買力の創
出を図ることができる。これは、
「安心して生活し続けられる中心
市街地」の達成に必要な事業であ
る。 

 地域住宅
交付金事
業による
実施を予
定 

事業名 

街なか共同住宅供給事業 

 
内容 
市立三沢病院移転跡地への民間
賃貸住宅整備による街なか居住施
設整備 
 
実施時期 
平成２２年度～平成2４年度 

民間 
事業者
（ 平成
21年度
までに
公募に
よ り 決
定） 
 

本事業は、平成２２年に移転する
市立三沢病院の跡地を活用して、
民間事業者による賃貸共同住宅
整備を誘導する事業であり、これ
により街なか居住の創出や中心
市街地内への消費購買力の創出
を図ることができる。これは、「安
心して生活し続けられる中心市街
地」の達成に必要な事業である。 

 中心市街
地共同住
宅供給事
業による
実施を予
定 
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事業名 
サテライト型居住施設増設事業 
【再掲】 
 
内容 
特別養護老人ホームのサテライト
型分散開設として５施設整備 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２０年度 

社会福
祉法人
楽晴会 

中心市街地内は高齢化が進んで
いることから、本事業において、
特別養護老人ホームのサテライト
型居住施設を整備する。これによ
り、高齢者福祉及び地域密着型
介護サービスの充実が促進され、
なれ親しんだ身近な生活空間で
ある街なかへの継続居住を提供
することができる。これは、「安心
して生活し続けられる中心市街
地」の達成に必要な事業である。 
 

  

事業名 
民間賃貸共同住宅などの街なか誘
導事業 
 
内容 
建築相談行政などとの連携及び利
子補給制度の創設運用による、中
心市街地への民間賃貸共同住宅
整備誘発 
 
実施時期 
平成２０年度～平成２４年度 

三沢市 本事業は、民間事業者へインセ
ンティブを付与することで民間
活力による賃貸共同住宅の整備
を誘導するものであり、これにより
街なか居住の創出と中心市街地
内への消費購買力の創出を図る
ことができる。これは、「安心して
生活し続けられる中心市街地」の
達成に必要な事業である。 

民間活力に
よる賃貸共
同住宅の整
備に要する
借入金の利
子補給制度
創設：平成
20年度～ 

 

事業名 
地域コミュニティ振興事業 
 
内容 
中心市街地内商店会、町内会、青
年団体等各種地域づくり団体に対
する防犯･清掃･環境美化・公益イ
ベント等のまちづくりボランティア事
業に要する経費助成 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市 本事業は、街なかの良好な生活
環境を形成するため中心市街地
に存在するマンパワーの主体的
な地域づくり活動を支援する事
業であり、これにより自主自立
のまちづくりによる安全･安心
な街なか居住環境形成と中心市
街地定住人口の確保が図られる。
これは、「安心して生活し続けられ
る中心市街地」の達成に必要な事
業である。 
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７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事業及び措

置に関する事項 

［１］商業の活性化の必要性  

１）現状分析 

・ 中心市街地においては、昭和４８年の通貨の変動相場制への移行に伴う米軍関係者の中心商店街

での購買機会の減少、過年度から商業経営の後継者不足による廃業・空き店舗の発生などの課題を

有していた。さらに平成７年には、隣接するおいらせ町（旧下田町）において、郊外型大規模ショッピ

ングセンターが開発されるとともに、モータリゼーションの進展により、八戸圏域まで足を運ぶ消費行

動の拡大が顕在化し、大型店を中心とする周辺都市商業との競争の結果、本市の消費購買力の市

外流出に拍車がかかり、小売業年間商品販売額が減少するなど、商業機能の衰退が生じている。 

・ これまで中心市街地において、平成８年に三沢市コミュニティマーケット（ミス･ビードルドーム）、大規

模小売店舗ミスビードルプラザを整備し、以降、「ワールドマーケット事業」、「パティオフェスタ」等を

実施してきており、アメリカ村への新規出店者のチャレンジ・育成の場とし、また、新たな都市観光に

対応する商業活動の実験の場としての商業の担い手づくりに鋭意取り組んできた。 

・ 現在、中心市街地においては、中央町地区都市再生土地区画整理事業が実施されており、これに

あわせた拠点商業施設の整備が計画されている。 

・ 市民アンケート結果においては、魅力ある拠点施設の整備や飲食店の充実ニーズが高い。さらに、市民

シンポジウムでのアンケート調査結果においては、買い物に対する満足度が低いとともに、買い物（商店）

の充実とともに、魅力的なイベントや催事などの商業活動関連のソフト事業の充実・強化に対するニーズ

が高かった。 

・ アメリカ村構想の事業推進についてはの市民の認知度も高いことから、現在、事業実施段階にある中央

町商店会及び大通り商店会それぞれにおける拠点施設の整備の早期事業実施が期待されている。 

・ 市民アンケート調査における若年層の回答においては、中心市街地活性化における若者の流出抑制や

商店経営者の意識改革の困難性などの指摘も見られ、拠点施設の整備や今後の商業機能の立地・誘導

にあたって、経営意欲のある若手経営者の育成やチャレンジできる場の提供なども含めた対応が求めら

れる。 

 

２）商業の活性化の必要性 

これらの現状分析を踏まえた商業の活性化のための事業の必要性は、以下のとおりとなる。 

・ 本市の国際色の豊かさという個性・生活文化面のストックを活かした商業の活性化を目指す必要が

ある。 

・ 中心市街地内の商店街においては、長期にわたり空き店舗の発生などの商業機能の低下が続いて

いることから、市民シンポジウムのアンケート結果等の地域住民のニーズを踏まえ、中央町地区都市

再生土地区画整理事業（アメリカ村整備）に合わせた拠点的商業施設（Sky Plaza MISAWA）の整備

や大通り地区集客拠点施設整備により商業地としての再生を図る必要がある。そのような中で、Sky 

Plaza MISAWA の整備においては、単に商業施設として整備するのではなく、区画整理事業に合わ

せた店舗の再築や広域周遊型観光における国際色豊かな生活文化を体感する観光拠点地区として

の整備を行う必要がある。また、米軍関係者などが日常的に来訪することなどにより国際色豊かな生

活文化を体感できる Sky Plaza MISAWA と、地域の食生活を支え、観光来訪者へ本市の食文化・特
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産品などを提供する大通り地区集客施設の整備を図り、アメリカ村における歩行者の流動や観光来

訪者の回遊の誘発を図る必要がある。 

・ 中央町地区都市再生土地区画整理事業に連続する銀座商店街区や大町商店街区等においては、

空き店舗の発生等の空洞化が著しいことから、アメリカ村との連携による多面的ソフト事業の取り組み

を図りながら、活性化事業の展開など事業の継続的波及を促す取り組みが必要である。 

 

３）フォローアップの考え方 

年１回、基本計画に位置づけた取り組みの進捗調査を行い、目標指標への効果を把握し、必要に応じて

事業の改善などの措置を講ずるものとする。 

 

 

 

［２］具体的事業等の内容 

 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業等 

事業等名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

措置の内容
及び実施時
期 

その他
の事項 

措置名 
大規模小売店舗立地法の特例区
域の設定の要請 
 
内容 
大規模小売店舗立地法の手続きを
適用除外とする「第一種特例区域」
の設定についての県への要請 
 
実施時期 
平成１９年度～ 
 

三沢市 本措置により、中心市街地内に高
い集客力を有する大規模小売店舗
の 出店を 促進 し 、 Sky Plaza 
MISAWA などのほか、商業集積の
立地・誘導を図る。これにより、中心
市街地の賑わいの拠点が創出さ
れ、商店街への回遊性が向上する
など中心商業地としての魅力が高
まり、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に寄与
する。 

措置の内容 
大 規 模 小
売 店 舗 立
地法の特例 
 
実施時期 
平成１９年度 
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（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名 
Sky Plaza MISAWA整備事業 
 
内容 
中央町地区都市再生土地区画整
理事業（アメリカ村）にあわせた国
際交流・集客のための拠点的商業
施設整備とシンポジウム及びＰＲキ
ャンペーン事業の実施 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２１年度 

ス カ イ
プラザ
ミ サ ワ
㈱ 

本事業は、中心市街地への集客・
来街の中心的集客拠点施設とし
て、国際色豊かな個性を活かした
アメリカ村のシンボル的商業施設
の整備とあわせ、シンポジウム及び
キャンペーン事業などのソフト事業
を行うものである。これにより、市内
外の既存観光・集客施設などとの
連携に伴う都市観光の広域来訪や
米軍関係者との交流の場として機
能する中心市街地の賑わい拠点が
創出され、商店街への回遊性が向
上するなど中心商業地としての魅
力が高まり、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に寄与する。 
 

支援措置 
戦略的中心
市街地商業
等活性化支
援事業費補
助金 
 
実施時期 
平成１９年度
～平成２１
年度 

旧事業
名：MG 
Plaza
整備事
業 

 

事業名 
まつり･イベントによる賑わいづくり 
 
内容 
従来から中心市街地内で実施さ
れているまつり･イベント等のソフト
事業の継続及びアメリカ村での新
たな集客イベント等の企画運営
及びＰＲ 
 
実施時期 
平成19年度～ 
 

三沢市 
 
三沢市
商工会 
 
各種実
行委員
会 

本事業は、従来より商店街活性化
や観光振興、さらには伝統文化の
継承など多面的な機能を担い、市
民・地域経済界・行政の協働によ
り、継続してきている事業である。こ
れにより、今後とも中心市街地の賑
わい創出が確保できるほか、新た
にアメリカ村で企画運営イベント実
施によりさらなる賑わいが創出され
ることになり、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に寄与する。 

支援措置 
中心市街地
活性化ソフ
ト事業 
 
商工振興事
業費補助金
（市補助） 
 
三沢まつり
補助金（市
補助） 
 
実施時期 
平成 19 年
度～ 
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（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名 
中心市街地タウンマネージメント事
業 
 
内容 
中心市街地における各種活性化事
業の適正な運営・遂行へ向けての
専門的・技術的なアドバイス・支援 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２4年度 

三沢市
中心市
街地活
性化推
進会議 

本事業は、中心市街地における各
種活性化事業の適正な運営・遂行
へ向けての専門的・技術的なアド
バイス・支援を得るためのアドバイ
ザー制度を活用する事業である。
これにより中心市街地における各
種事業の円滑かつ確実な事業遂
行が確保できることとなり、「国際色
を愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に寄与する。 

支援措置 
中心市街地
商業活性化
アドバイザ
ー派遣事業 
 
実施時期 
平成19年度
～平成 24
年度 

 

 
（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 
   該当なし。 
 
（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施 
主体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名 
まちづくり組織・まちづくり基金創設 
事業 
 
内容 
まちづくり参画意向のある若手層
の活動機会・場としての新たなま
ちづくり組織の設置及びまちづく
り基金の創設 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２０年度 

三沢市 本事業は、まちづくり参画意向の
ある若手層の活動機会・場として
の新たなまちづくり組織の設置及
びまちづくり基金の創設を行うも
のである。これにより、地域ぐるみ
での中心市街地活性化への取り組
みが図られ、幅広い市民参加と継
続的かつ持続的なまちづくり事業
が展開できることとなり、「国際色を
愉しめる賑わいあふれる中心市街
地」の達成に寄与する。 

  

事業名 
観光セールスプロモーション事業 
 
内容 
周辺観光施設と連携した旅行商品
の開発･販売と観光ボランティアによ
るホスピタリティの提供 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

(社)三沢
市観光
協会 
 
Ｎ Ｐ Ｏ
まちづ
く り 市
民コン
ソーシ
アム 

本事業は、ＪＲ・空港･旅行会社及び
市内観光施設と連携し、中心市街
地及び市内観光施設への観光客
誘致のための商品開発・宣伝ＰＲ・
観光ホスピタリティの提供を行う事
業である。これにより交流人口の増
加と中心市街地の魅力発信による
賑わい創出が図られることとなり、
「国際色を愉しめる賑わいあふれる
中心市街地」の達成に寄与する。 

  

事業名 
街頭放送事業 
 
内容 
Sky Plaza MISAWA に設置される
街頭放送をを活用した広域企業・事
業所等の広告宣伝及び市民参加に

スカイ
プラザ
ミ サ ワ
㈱ 
 
 

本事業は、地域・企業・事業所等の
広告宣伝と合わせ、中心市街地ア
メリカ村情報や国際色を演出する
英語放送、広域にわたる地域情
報、Sky Plaza MISAWAやアメリカ
広場でのイベント実況放送などを街
頭放送で発信する事業である。これ
により中心市街地の情報発信性が
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よる地域情報発信 
 
実施時期 
平成２１年度～ 

向上し、地域アイデンティティと誇り
が醸成され、中心市街地への来訪
者を誘引することで賑わい創出が
図られることになり、「国際色を愉し
める賑わいあふれる中心市街地」
の達成に寄与する。 

事業名 
コミュニティマーケット（ミスビードル
ドーム）活用展開事業 
 
内容 
中心市街地内コミュニティマーケット
（ミスビードルドーム）における、世
界初太平洋無着陸横断飛行ミスﾋﾞｰ
ﾄﾞﾙ号メモリアルイベント開催、三沢
まつり山車全15台一斉展示会のほ
か、定期市（九の市：毎月９のつく日
の市日開催）や野外コンサートなど
のイベント開催、民間活力を導入し
た施設活用促進 
 
実施時期 
平成20年度～ 

三沢市

商工会 

 

三戸商

栄会 

 

ＮＰＯ
法人マ
ンパワ
ー 

 

本事業は、地域商業活性化のため
の多目的イベントスペースであるコ
ミュニティマーケット（ミスビードルド
ーム）において、世界初の太平洋
無着陸横断飛行に成功したミスﾋﾞｰ
ﾄﾞﾙ号の偉業を情報発信するメモリ
アルイベント開催及び地域伝統文
化を継承する本市最大のイベント
三沢まつりの山車一斉展示会を商
店街並びに地域経済界の連携のも
とに開催するほか、高齢者ニーズ
の高い“九の市”の定期開催や若年
層･中高年層をターゲットとしたジャ
ズコンサートなどを企画開催する事
業である。これにより、中心市街地
の魅力が創出され、賑わい創出が
図られることになり、「国際色を愉し
める賑わいあふれる中心市街地」
の達成に寄与する。 

 今後、
戦略的
中心市
街地商
業等活
性化支
援事業
費補助
金の活
用によ
る事業
実施を
検討 

事業名 
大通り地区集客拠点施設整備事業 
 
内容 
中央町地区都市再生土地区画整
理事業により集約化された空き地
への拠点施設（仮称）大通り地区集
客拠点施設の整備 
 
※商工会、農協、漁協、畜産公社
など地域経済界の協働による地産
地消の推進を目指した複合的交流
拠点施設整備と情報発信 
 
実施時期 
平成２２年度～ 
 
事業名 
市民協働参画まちづくり運営事業 
 
内容 
まちづくりに対する市民の声を中
心市街地の全体的な活性化につ
なげ、市民協働の中心市街地活
性化を実現するための座談会と
実践活動 
 
実施時期 
平成１９年度～ 

大通り

商店会

街づく

り委員

会 

 

 

 

 

 

 

 

三沢市 

本事業は、中心市街地・周辺地域
住民の日常生活に不可欠な地産地
消型生鮮食料品提供施設整備とあ
わせ、地域ボランティア団体のオフ
ィス群や市民・各種サークル作品展
示ギャラリー・談話スペースなどの
複合機能施設整備のほか、地域住
民への情報発信などのソフト事業を
あわせて行うものである。これによ
り、中心市街地における商業空間・
賑わいのある街並みの連続性が確
保され、商店街への回遊性が向上
するなど、中心商業地としての魅力
が高まり、「国際色を愉しめる賑わ
いあふれる中心市街地」の達成に
寄与する。 
 
本事業は、市民の街づくり意向を座
談会形式で忌憚無く語り合い市民
自らのまちづくり実践活動によって
市民協働参画を促し、計画の実現
をサポートしていく事業である。これ
により、市民への説明責任及びコン
センサス形成が図られ、市民の「ま
ち育て」意識が醸成され、市民の来
街による賑わいが創出できることと
なり、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に寄与
する。 
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事業名 
三沢市アメリカ村アクションプラン策 
定調査事業 
 
内容 
三沢アメリカ村の集客方法や周
辺関連施設との連携方策など、
具体的な行動計画となるアクショ
ンプラン策定 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２０年度 

財団法
人電源
地域振
興セン
ター 

 

三沢市 

 

本事業は、アメリカ村形成による
中心市街地全体への波及相乗効
果発揮のための連携・協働方策、
広域への経済波及効果を目指し
た取組み方策、効果的・効率的な
事業実施と組織的取組みのための
体制づくりを明確化し具体の行動計
画を策定する事業である。これによ
り、中心市街地活性化への多様な
主体の参画が実現できることとなり、
「国際色を愉しめる賑わいあふれる
中心市街地」の達成に寄与する。 
 

  

事業名 
中心商店街既存ストック活用回遊型 
商業イベント展開事業 
 
内容 
ショッピング・ラリーなど中心商店街
区全体における回遊型商業イベン
トの実施 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市

商工会 

 
Ｎ Ｐ Ｏ
まちづ
く り 市
民コン
ソーシ
アム 

本事業は、Sky Plaza MISAWA
から３０ロード、ミス・ビードル・ドー
ムまでの中心市街地商業街区全体
をショッピングで回遊するイベントを
仕掛ける事業である。これにより街
区全体の相乗効果による活性化が
図られ、歩行者通行量の増加によ
る賑わいの創出が図られることとな
り、「国際色を愉しめる賑わいあふ
れる中心市街地」の達成に寄与す
る。 

 

  

事業名 
ミュージック・イベント展開事業 
 
内容 
基地の街三沢、音楽の似合う街
三沢を積極的にPR発信するため
のコンサートやﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙなどのミ
ュージック・イベント展開 
※ジャズ、ブルース、ロック、Hip 
Hop など、様々なジャンルのメジャ
ー級アーティストを起用したコンサ
ート・イベントを実施 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

Ｎ Ｐ Ｏ
まちづ
く り 市
民コン
ソーシ
アム 

本事業は、戦後の基地建設とともに
急速発展を遂げてきた本市のアイ
デンティティである、基地内ラジオ
放送（ＦＥＮ）から流れるアメリカの
音楽に育まれた地域性を活かし、
その個性をイベントをとおして再現
する事業である。これにより、基地
の街ならではの音楽文化を全国に
発信できることとなり、賑わいが創
出され、「国際色を愉しめる賑わい
あふれる中心市街地」の達成に寄
与する。 

  

事業名 
日米レディース・コミュニケーション・
サロン定期開催事業 
 
内容 
日米友好関係を基調とした協調の
まちづくり事業企画にかかる女性の
視点を生かした交流会議の運営 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

ス カ イ

プラザ

ミ サ ワ

㈱ 

 
Ｎ Ｐ Ｏ
まちづ
く り 市
民コン
ソーシ
アム 

本事業は、Sky Plaza MISAWA に
おいて定期的に日米両国の婦人同
士の交流会を開催運営する事業で
ある。これにより、国際フレンドシッ
プ事業を女性の視点で検討を深め
ることで強力なサポーターとして機
能することが大いに期待できること
となり、日米協調事業の促進につな
がり、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に寄与
する。 
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事業名 
広域観光パッケージ・キャンペーン 
展開事業 
 
内容 
広域観光の基点となる観光商品パ
ッケージ化とＰＲキャンペーン展開 
 
実施時期 
平成２０年度～平成２４年度 

( 社 )三
沢市観
光協会 
(広域観
光協議
会) 
 
ス カ イ
プラザ
ミ サ ワ
㈱ 
 
ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 

本事業は、JR東日本及び航空会社
並びに大手旅行代理店などとの共
同開発により、本市の中心市街地
を基点とした広域周遊観光活性化
を目指した観光商品パッケージを
開発し、同時にその周知のための
観光キャンペーンを大都市圏で実
施する事業である。これにより、集
客力向上による交流人口の増加と
中心市街地の賑わい創出が図られ
ることとなり、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」の達成
に寄与する。 
 

  

事業名 
ストリート広告デザインコンテスト事
業 
 
内容 
国際色豊かなストリート広告デザイ
ンを競うコンテストの定期開催 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市
商工会 
 
ス カ イ
プラザ
ミ サ ワ
㈱ 
 
ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 

本事業は、アメリカ村にふさわしい
街並み景観を醸し出すストリート広
告デザインを競うコンテストを行う事
業である。これにより、事業主の自
助努力が促され、観光客などに目
で見え安心してショッピングや食事
ができる看板などの広告開発が促
進されることとなり、賑わいの創出
が図られ、「国際色を愉しめる賑わ
いあふれる中心市街地」の達成に
寄与する。 
 

  

事業名 
街なか観光案内導入事業 
 
内容 
観光客などの来街者ニーズに対応
する街なか観光案内サービス提供 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

(社)三

沢市観

光協会 

 

ス カ イ

プラザ

ミ サ ワ

㈱ 

本事業は、Sky Plaza MISAWA 内
に設置する地域交流プラザにおい
て「街なか観光案内」のサービスを
行う事業である。これにより、中心市
街地の観光回遊利便性が向上し、
歩行者通行量の増加による賑わい
の創出が図られ、「国際色を愉しめ
る賑わいあふれる中心市街地」の
達成に寄与する。 
 

  

事業名 
地場産農漁業特産物販売促進キャ
ンペーン事業 
 
内容 
生産量日本一のごぼうや高品質の
長いも及び新鮮で好評なイカなど農
漁業特産物の販促キャンペーン展
開 
 
実施時期 
平成２２年度～ 

おいら

せ農業

協同組

合 

 

三沢市

漁業協

同組合 

本事業は、大通り地区集客拠点施
設において生産量日本一のごぼう
や高品質の長いもなど、さらに築地
市場で新鮮と定評のあるイカやホッ
キ貝などの特産物をＰＲするべく販
促キャンペーンを実施する事業で
ある。これにより、地域資源が見直
され郷土愛が醸成され、市民や広
域住民･観光客などを誘客すること
で賑わいの創出が図られ、「国際色
を愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に寄与する。 
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事業名 
一店一宝運動情報発信事業 
 
内容 
一店が必ず１つの「売り」を持ち、
お客様に自信をもって販売できる
商品・サービス提供の徹底と、ＩＴ
を活用した電子ショッピングモー
ルサイト開設・カード決済機能の
普及促進･電子ＱＲコードの活用
普及による情報発信 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市

商工会 

 

商店街

区全店 

本事業は、商店街を構成する各個
店のこだわりと自信の商品･サービ
ス提供を徹底させるとともに、ＩＴを
活用した電子ショッピングモールサ
イト開設やカード決済、電子ＱＲコ
ードの活用可能な個店の普及促進
により消費者利便性向上と情報発
信を図る事業である。これにより、特
徴と魅力ある商店街区のアピール
と、持続発展可能な商業展開が図
られ、市民･広域住民や観光客に親
しまれ支持される中心商店街が形
成できることとなり、「国際色を愉し
める賑わいあふれる中心市街地」
の達成に寄与する。 
 

 今後、
戦略的
中心市
街地商
業等活
性化支
援事業
費補助
金の活
用によ
る事業
実施を
検討 

事業名 
ふれあいオレンジ広場イベント事業 
 
内容 
中心商店街西端に位置するふれ
あいオレンジ広場での商業活性
化イベントの実施 
 
実施時期  
平成２０年度～ 
 

大町商

店会 

 

銀座商

店会 

本事業は、平成19年度末完成予定
のふれあいオレンジ広場において
商店街活性化ベントを定期開催す
る事業である。これにより、商店街
全体にわたる賑わいの創出が図ら
れ、「国際色を愉しめる賑わいあふ
れる中心市街地」の達成に寄与す
る。 
 

  

事業名 
商業高校生インターンシップ商店街
チャレンジショップ事業 
 
内容 
中心商店街空き店舗を活用した
商業高校生によるチャレンジショ
ップ事業の実施 
 
実施時期  
平成２０年度～ 

三沢市

商工会 

 

ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 

本事業は、中心商店街空き店舗を
活用したチャレンジショップ事業を
商業高校生のインターンシップ事
業として展開する事業である。これ
により、地域商業の担い手育成と商
店街の新陳代謝が促進されること
になり、商店街活性化による中心市
街地賑わい創出が図られ、「国際色
を愉しめる賑わいあふれる中心市
街地」の達成に寄与する。 
 

  

事業名 
子ども街なか探検ツアー事業 
 
内容 
市内及び周辺地域の子どもを対
象とした中心市街地探検ツアー
事業の実施 
 
実施時期  
平成２０年度～ 

ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 

 

本事業は、市内及び周辺地域の子
どもたちに中心市街地を探検しても
らうことで、忌憚の無い子供らしい
素直な視点で街なかの評価検討を
行い、子供たちの健全育成を図りな
がら、地域の大人たちの街づくりへ
の論評を発信する事業である。これ
により、街づくりを真摯に考える機
会が創出できることとなり、中心市
街地の賑わい創出と安心な街づくり
が図られることとなり、「国際色を愉
しめる賑わいあふれる中心市街地」
「安心して生活し続けられる中心市
街地」の達成に寄与する。 
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事業名 
街なか子ども一時預かりサービス運
営事業 
 
内容 
子ども連れの中心市街地来街者
のニーズに対応した子供一時預
かりサービス事業の運営 
 
実施時期  
平成２０年度～ 

ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 

本事業は、小さい子供連れの消費
者ニーズに対応し、街なかにおけ
る子ども一時預かりサービスを提供
する事業である。これにより、来街
誘客が促進され、中心市街地の賑
わい創出と安心な街づくりが図られ
ることとなり、「国際色を愉しめる賑
わいあふれる中心市街地」「安心し
て生活し続けられる中心市街地」の
達成に寄与する。 
 

  

事業名 
タウン誌・地域情報誌発行事業 
 
内容 
中心商店街をＰＲするタウン情報
誌や地域情報誌の発行 
 
実施時期  
平成２０年度～ 
 

ＮＰＯま
ちづくり
市民コ
ン ソー
シアム 
 

本事業は、ボランタリーな市民の協
力を得て、取材や配布の協力を体
系化し、年間４回程度のタウン情報
誌を発行する事業である。これによ
り情報発信による賑わい創出が図
られ、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に寄与
する。 
 

  

事業名 
空き店舗対策高齢者･障害者交流
施設運営事業 
【再掲】 
 
内容 
中心商店街の空き店舗を活用し開
設している“高齢者いこいの家”、知
的障害者を対象とした“つどいの
家”の維持管理及び企画運営 
 
実施時期 
平成１２年度～ 

銀座商
店会 
 
三沢市
手をつ
なぐ育
成会 
 
 

本事業は、中心商店街空き店舗対
策及び福祉施策の一環として、高
齢者･障害者の積極的な街なか来
訪を促すため、空き店舗を改修した
街なか交流拠点を維持運営するも
のであり、これにより高齢者福祉及
び障害者福祉サービスを街なかで
提供することができる。これは、商
業活性化並びに「安心して生活し
続けられる中心市街地」の達成に
必要な事業である。 

支援措置 
運営費補助
金（市補助） 
 
実施時期 
平成 12 年
度～ 
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８． ４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

 

 

［２］具体的事業の内容 

 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

該当なし。 

 

②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

   該当なし。 

 

［１］公共交通機関の利便性の増進及び特定事業の推進の必要性  

１）現状分析 

・ 本市においては、平成１２年から、広域来訪の玄関口である三沢駅等をネットワークするワンコイン（１００

円）循環バスを運行しており、高齢者を始め、利用者は着実に増加している。 

・ 中心市街地活性化においては、本市固有の資源に基づき、地域文化の醸成と都市のアイデンテ

ィティの構築を目指して整備してきた、各種観光・集客施設との連携による中心市街地を拠点

とした周遊型観光行動の誘発への取り組みが重要であるが、それらの施設は広範囲に分散・点在し

ているとともに、上記のワンコイン（１００円）循環バスの運行は、中心市街地周辺に限定されており、中心

市街地と三沢駅や三沢空港、各種観光・集客施設をネットワークする二次交通が不足している状況

にある。 

・ 市民の中心市街地への来街は、自動車利用によるものが多いことから、市民アンケートにおいても駐車

場整備等へのニーズが高くなっている。 

 

２）公共交通機関の利便性の増進及び特定事業の推進の必要性 

   これらを踏まえた事業の必要性は、以下のとおりである。 

  ・ 多くの市民に利用されているワンコインバスについては、今後もより積極的に事業を実施する必要があ

る。 

  ・ 市内の各観光拠点を結ぶ二次交通を整備する必要がある。 

  ・ 駐車場の利便性向上を図る必要がある。 

 

３）フォローアップの考え方 

年１回、基本計画に位置づけた取り組みの進捗調査を行い、目標指標への効果を把握し、必要に

応じて事業の改善などの措置を講ずるものとする。 
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（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   該当なし。 

 

（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 
実施主
体 

目標達成のための位置付け及び
必要性 

国以外の支
援措置の内
容及び実施
時期 

その他
の事項 

事業名 
中心市街地誘客対策ワンコインバ
ス運行事業 
 
内容 
中心市街地内を循環し広域来訪の
玄関口である三沢駅等をネットワー
クするワンコイン（１００円）循環バス
の運行 
 
実施時期 
平成１２年度から実施中 
 

十和田
観光電
鉄㈱ 

本事業は、旧来からの中心市街地
商店街の顧客である高齢者等の交
通弱者にとって、中心市街地への
重要な来街手段として機能している
事業であり、今後とも事業継続とより
一層の運行本数の充実等への取り
組みを図る。これにより、中心市街
地への誘客のための市民の交通手
段及び広域観光来訪者の市内移動
を補完する二次交通機能が確保で
きることとなり、「国際色を愉しめる
賑わいあふれる中心市街地」の達
成に寄与する。 

支援措置 
中心市街地
活性化誘客
対策事業費
補助金（市
補助） 
 
実施時期 
平成 12 年
度～ 

 

事業名 
ワンコインバス空街カードポイント
サービス提携事業 
 
内容 
中心商店街構成店舗が主に加盟
する空街カードのポイントサービス
として、中心市街地内を循環するワ
ンコイン（１００円）循環バスの回数
券交換サービス提供 
 
実施時期 
平成２０年度～ 
 

三沢市
商工会 
 
空街カ
ード協
同組合 
 
十和田
観光電
鉄㈱ 

本事業は、高齢者等の交通弱者に
とって、中心市街地への重要な来
街手段として機能しているワンコイ
ンバスと商店街ポイントサービスの
提携による利便性向上を図る事業
である。これにより、ワンコインバス
利用率のさらなる向上と中心商店街
消費拡大の相乗効果創出が図ら
れ、中心市街地誘客のための二次
交通機能維持発展が確保できるほ
か、中心商店街全体の消費購買機
会の拡大による回遊性向上が図ら
れることとなり、「国際色を愉しめる
賑わいあふれる中心市街地」の達
成に寄与する。 

  

事業名 
市内交通利便性向上事業 
 
内容 
観光・集客施設と交通事業者等が
連携したみさわ観光バスの運行拡
充や予約制送迎システムなどの導
入 
※青森県立三沢航空科学館では、
平成19年1月からJR三沢駅東口
と同館を結ぶ無料送迎車の試験
運行を開始しており、今後、中心
市街地とのネットワーク化を図る。 
 
実施時期 
平成２０年度～ 

三沢市 
三沢市
タ ク シ
ー協会 
十和田
観光電
鉄 ㈱
〔バス事
業〕 
市内の
観光・集
客施設 

本事業は、中心市街地と市内観光・
集客施設との公共交通ネットワーク
を補完し、市内の公共交通利便性
確保とあわせ、広域来訪者の市内
周遊観光と中心市街地来訪の交通
アクセス利便性向上を図る事業で
ある。これにより、中心市街地と観
光･集客施設を結ぶ二次交通機能
が確保できることとなり、「国際色を
愉しめる賑わいあふれる中心市街
地」の達成に寄与する。 
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事業名 
駐車場利用支援事業 
 
内容 
中心市街地内にある市営駐車場
（大町ビードル駐車場）の利用料金
補助による来街者負担軽減 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２４年度 
 

三沢市 本事業は、中心市街地来訪者の交
通手段として自家用車利用が多い
ことから、中心市街地における大規
模商業施設であるミス・ビードル・プ
ラザなどへの誘客支援として、駐車
場利用の利便性を向上させる事業
である。これにより、市営駐車場利
用者の利便性が確保されるととも
に、二次交通機能が確保できること
となり、「国際色を愉しめる賑わいあ
ふれる中心市街地」の達成に寄与
する。 

  

事業名 
幸町駐車場利便性向上管理運営
検討事業 
 
内容 
中心市街地内にある市営駐車場
（三沢市幸町駐車場）の利便性向
上に資する、アメリカ村運営と連動
した管理運営形態改善の検討 
 
実施時期 
平成１９年度～平成２４年度 
 

三沢市 本事業は、中心市街地アメリカ村集
客拠点となるSky Plaza MISAWA と
アメリカ村広場への誘客に資する駐
車場として見込まれる幸町駐車場
において、駐車場利用者利便性を
向上させるべく、現状の管理運営形
態を見直すなど、アメリカ村運営と
連動した指定管理施設としての管
理運営のあり方の改善に向けた検
討を行う事業である。これにより、市
営駐車場利用者の利便性確保を図
るとともに、二次交通機能の確保に
より「国際色を愉しめる賑わいあふ
れる中心市街地」の達成に寄与す
る。 
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◇ ４から８までに掲げる事業及び措置の実施箇所 

  

米軍引込み線を活用した道路整備 
  

「にぎわいフレンドシップロード」 
  

整備 検討 事業 
  

Ｆｒｉｅｎｄｓｈｉｐ   Ｇａｔｅ   Ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｓ 
整備 検討 事業   

●   中央町地区都市再生土地区画整理事業   
●   アメリカ村広場整備事業   
●   市道大町・ゲート 前 東線歩道整備事業   
●   ゲート前歩道環境整備事業   

● Sky Plaza MISAWA 整備事業       
● 街頭放送事業     

    

●大通り地区集客 拠点 施設整備事業 
  

● 
  ハロ ーワーク移転街なか誘導事業   

● 
  駐車場利用支援事業 

  

● 
  コミュニティマーケット ( ミスビードルドーム ) 活用 

  
展開 事業   

●   街なか医療・福祉・介護施設整備事業   

● 
  
空き店舗対策高齢者・障害者交流施設 

  
運営事業 

  

●ふれあいオレンジ広場整備事業 
  

● 
  市道大町・中央町線及び市道５９号線   
整備 事業 

  

● 
  

街なか市営住宅整備事業 
  

● 
  街なか共同住宅供給事業 

  

●   幸町 駐車場 利便性 向上 管理 運営 検討 事業   

【 市街地の 整備改善】   

●   市街地へ誘導する道路網の整備事業   

●   公共施設や道路標識などの英語標記事業   

●   英語 表記 看板 設置 促進 事業   

  

  【街なか居住・都市福利施設など】   

●   サテライト型居住施設増設事業   

●   民間福祉・介護施設などの街なか誘導事業   

●   民間賃貸共同住宅などの街なか誘導事業   

●   地域コミュニティ振興事業   

【商業の活性化 など 】   
●   大規模小売店舗立地法の特例区域の設定の要請   
●   中心市街地タウンマネージメント事業   
●   まちづくり組織・まちづくり基金創設事業   
●   中心市街地誘客対策 ワンコインバス 運行 事業   
●   ワンコインバス 空 街 カード ポイントサービス 提携 事業   
●   市内交通利便性向上事業   
●   まつり・イベントによる賑わいづくり   
●   観光セールスプロモーション事業   
●   市民協働参画まちづくり運営事業   
●   三沢市アメリカ村アクションプラン策定調査事業   
●   中心商店街既存ストック活用回遊型商業イベント展開事業   
●   ミュージック・イベント展開事業   
●   日米レディース・コミュニケーション・サロン定期開催事業   
●   広域観光パッケージ・キャンペーン展開事業   
●   ストリート広告デザインコンテスト事業   
●   街なか観光案内 導入 事業   
●   地場産農漁業特産物販売促進キャンペーン事業   
●   一店一宝運動 情報 発信 事業   
●   ふれあいオレンジ広場イベント事業   
●   商業高校生インターンシップ商店街チャレンジショップ事業   
●   子ども街なか探検ツアー事業   
●   街なか子ども一時預かりサービス運営事業   
●   タウン誌・地域情報誌発行事業   

■   中心市街地全域を対象とする事業   
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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

［１］市町村の推進体制の整備等  

１） 三沢市における庁内推進体制について 

  ① 旧基本計画に基づく当初の推進組織：企画部企画課活性化推進室の設置 

本市では、平成１１年３月に策定した旧基本計画に基づき、中心市街地の都市区画整理事業な

どのハード事業を実施するために、同年４月に企画部企画課活性化推進室を設置し、地域住民及

び地権者並びに商工会との調整及びハード・ソフト両面から庁内の一体的な情報連携を図り、基地

の街三沢にふさわしいまちづくりの推進を図った。 

 

  ② 事業実施のための組織体制：建設部アメリカ村推進課と経済部中心市街地活性化推進室の 

設置 

その後、平成１５年４月に機構改革を行い企画課活性化推進室は廃止し、都市再生区画整理事

業などのハード事業を担うためにアメリカ村推進課を設け、一方、商業関係者間の連携を図りソフト

面での事業推進を行うために商工観光課に中心市街地の街づくりに関する所掌事務を分担した。 

    以後、この両課は関連する情報に関して迅速な連携を図りながら、歩調を合わせて各種の事業推

進にあたっている。 

    さらに、平成１９年４月の機構改革により、より専門的・専従的に中心市街地活性化を推進するた

めに、商工観光課の機能を分割・強化し、３課・室体制として、中心市街地活性化推進室を設置し、

過年度までの１０名体制から１３名体制に強化した。 

 

  ③ 三沢市中心市街地活性化基本計画策定検討委員会の設置 

中心市街地活性化法の改正及び過年度からの本市における中心市街地活性化への取り組みの

より一層の充実・強化を図るための基本計画の見直しを行うために、平成１８年６月に庁内の関係部

局による横断的な組織として、「三沢市中心市街地活性化基本計画策定検討委員会」を設置し、中

心市街地に係るプロジェクトの検討を行った。 

本計画の内閣総理大臣認定以降は、上記委員会を「三沢市中心市街地活性化推進委員会」へ

移行し、事業実施内容に係る庁内の総合調整に基づく中心市街地活性化への円滑な取り組みと、

目標達成へ向けての事業の進行管理を行う。 

 

２） 地元関係者による体制の整備 

個別事業の実施においては、市民をはじめ事業主体となりうる事業者、地元商店街関係者や学

識経験者などとの連携に基づく協議・検討を行っている。 

各組織においては、中心市街地の復興とアメリカ村整備事業計画の実現を目指し、官民一体と

なって精力的な協議・検討に取り組んでおり、会議回総数は延べ６００回を超え、各種事業の具体

化に貢献している。 

 

  ① 三沢ＴＭＯ協議会 

平成１５年の中央町地区都市再生土地区画整理事業の事業認可に基づく、中心市街地活性

化のまちづくりの取り組み目標の具体化を受けて、三沢市商工会がＴＭＯ構想の策定及びＴＭＯ
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として認定され、三沢ＴＭＯが設立された。 

三沢ＴＭＯにおいては、関係町内会や商店街関係者、商工会、行政関係者などを構成員とす

る三沢ＴＭＯ協議会を設置し、各商店街での取り組み事業に関する協議・調整を行うとともに、ア

メリカ村整備に向けた商業実験イベント“パティオフェスタ”などの事業企画やさまざまな参画主体

間の調整、基本計画に基づく商業等の活性化事業の進行管理を行っている。 

 

  ② 三沢ＴＭＯ協議会・まち景観部会 

中央町地区都市再生土地区画整理事業の進捗に伴い、店舗等の再築にあたっての店舗デザ

インや街並み形成を目指して区域内のブロック単位で平成１７年度に締結された“街づくり協定”

の適正な運用を支援するために、三沢ＴＭＯ協議会の下部組織として「まち景観部会」を設置し

たものである。 

まち景観部会は、商店街の代表者とともに青森県建築士会三沢支部の協力による専門家の参

画により、建築計画の事前提出に基づき、建物デザインについての助言・改善へのアドバイスを

随時実施している。 

なお、まち景観部会での協議・調整を経て、建築確認申請などの手続きを行うことが行政指導

としてルール化されており、官民連携による取り組みを図っている。 

 

  ③ 中央町街づくり委員会 

中央町街づくり委員会は、区画整理事業の検討過程の平成１２年度に設立され、地権者や商

業者によるまちづくりの方向性の検討や区画整理事業の実施へ向けた合意形成を行うとともに、

中央町地区都市再生土地区画整理事業の事業認可以降は、「ワールドなライフステージを彩る

街、中央町」をコンセプトに、権利調整や商店街の魅力づくり、店舗の再築及び新規整備に向け

た取り組みなどを行っている。 

中央町街づくり委員会における検討からは、中央町地区都市再生土地区画整理事業に伴う飛

び換地や未利用地の集約化によるアメリカ村広場や拠点施設ＭＧ plaza の整備の位置づけと計

画地の確保とともに、街づくり協定の締結などの取り組みの具体化が図られてきた。 

 

  ④ 大通り街づくり委員会 

大通り街づくり委員会も、中央町街づくり委員会と同様に、区画整理事業の検討過程の平成 

１２年度に設立され、地権者や商業者によるまちづくりの方向性の検討や区画整理事業の実施

へ向けた合意形成、中央町地区都市再生土地区画整理事業の事業認可以降は、「まちづくりは

自分たちの手で」を合言葉とし、「人に優しい街づくり」をコンセプトとして、権利調整や商店街の

魅力づくりに向けた取り組みなどを行っている。 

大通り街づくり委員会における検討からは、中央町地区都市再生土地区画整理事業に伴う飛

び換地や未利用地の集約化による大通り地区集客施設整備事業（商店街にスーパーが無くなっ

たことから、近郊野菜や魚貝類などの地場産品の販売を中心とする最寄り型集客施設の整備に

よる消費者サービスへの対応）や、街づくり協定の締結、中央町街づくり委員会との協働による統

一看板の設置などの取り組みの具体化が図られている。 
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⑤ 商業拠点施設（仮称：ＭG プラザ）整備検討委員会 

中央町街づくり委員会での検討などを通じて、拠点施設整備の必要性や施設コンセプト・基本

理念、建設設計デザイン、活用方法、施設の管理運営体制の具体化の検討を行い、民間４名の

主体的な取り組みにより、拠点施設の整備・運営会社であるＭＧインターナショナル㈱が平成１７

年に設立され、商業施設プロデュースの専門家の招聘や市民との意見交換などを行ないなが

ら、事業実施の準備・検討を行っている。 

 

  ⑥ アメリカ村広場賑わい創出事業検討委員会 

アメリカ村広場や拠点施設ＭＧplaza の整備に伴う中心市街地の賑わいづくりとして、拠点施設

の整備・運営会社であるＭＧインターナショナル㈱と中心市街地の区域外の若手の経営者や市

民が参加して、アメリカ村広場などを活用した年間を通じてのイベント開催を行うために、「ＭＧ

plaza 整備と一体的に実施する中心市街地商店街ソフト事業」としての企画・準備に取り組んでい

る。 

 

  ⑦ 銀座街づくり協議会・大町街づくり協議会 

アメリカ村整備に続くまちづくり事業の推進を目指して、商店会及び町内会が自主的なまちづ

くり研究の場として、平成１８年度に設立され、市の出前講座の活用や専門家を招聘し、チャレン

ジショップ併設型街なか居住整備やふれあいオレンジ広場整備事業と一体となった市民参加・交

流機会の創出などの商店街活性化事業について協議・検討を行っている。 
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［２］中心市街地活性化協議会に関する事項  

１） 中心市街地活性化推進会議の設置 

事業の効果的かつ一体的な実施を図るため様々な関係者が意見調整を行う場として、当初、中心市

街地活性化法第１５条に規定される中心市街地活性化協議会の設置を模索したが、都市機能の増進を

図るものとしての要件を満たす組織の存在が本市において認められず、協議会の設置に至らなかったと

ころである。 

中心市街地活性化法に基づく協議会は、本来、法改正ポイントでもある多様な民間主体が参画し、中

心市街地活性化の取り組みを地域自らが担い手となって主体的に取り組むための組織とされていること

から、本市においては中心市街地活性化法第１５条に規定される中心市街地活性化協議会の準備組織

として、三沢市商工会などを中心とする多様な団体の参画のもとに「三沢市中心市街地活性化推進会

議」を平成１９年１月１５日に設置し、本計画の検討・調整を行ってきている。 

なお、本計画については、三沢市商工会との協議を経て、平成１９年１０月１８日付けで意見照会し、

平成１９年１０月１９日付けで答申を受けている。 

しかし、今後、本計画の推進にあたり、中心市街地の活性化事業に関する意見調整や進捗管理、効

果の検証など本計画の実効性をより明確化するため、平成２０年度初旬を目途に社団法人三沢市観光

協会を中心市街地整備推進機構に指定し、「三沢市中心市街地活性化推進会議」については中心市

街地活性化法において規定される協議会へ移行し、中心市街地の活性化に向けた取り組みの実効性を

確保することなどの中心的な役割を担う組織としていくものである。 

 

■ 三沢市中心市街地活性化推進会議 構成員名簿 

職 名 摘 要 

三沢市商工会長 商業の活性化のための事業の実施 

三沢市経済部長 
 
市街地の整備・改善、街なか居住の推進、都
市機能の増進を総合的に推進するための施策
と事業の遂行。 三沢市建設部長 

在日米軍三沢基地司令官 
三沢基地ゲート前整備などについての協議・
調整 

防衛施設庁三沢事務所長 

三沢ＴＭＯ協議会長 商業の活性化のための事業の実施 

ＭＧインターナショナル株式会社代表者 特定民間中心市街地活性化事業実施主体者 

商店街区代表者 商業の活性化のための事業の実施 

三沢市観光協会長 
商業の活性化のための事業と一体的に取り組
むソフト事業の実施・支援 

三沢市国際交流協会長 

三沢市都市計画審議会長 
中心市街地の活性化のための都市計画に関
する支援 
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三沢市連合町内会長 消費者・生活者の視点に立った中心市街地の

活性化への支援 

三沢市消費者の会長 
消費者・生活者の視点に立った中心市街地の
活性化への支援 

ホテル旅館業組合長 中心市街地の活性化への支援、事業連携 

福祉関連事業所の代表 中心市街地の活性化への支援、事業連携 

ＪＲ東日本三沢駅長 

中心市街地の活性化のための事業と一体的に
推進する事業に関する交通事業者 

十和田観光鉄道代表取締役社長 

三沢市タクシー協会長 

準工業地域関係団体代表 
中心市街地の活性化のための都市計画に関
する支援 

三沢市中心市街地活性化タウンマネジャー 
中心市街地の活性化、まちづくりに関する専門
的なノウハウの提供 

青森県商工労働部経営支援課長 
中心市街地の活性化、まちづくりに関する専門
的な情報の提供  （オブザーバー） 

 

 

■ 三沢市中心市街地活性化推進会議の開催状況等 

開催日 検討内容 

第 1 回 

平成１９年１月１５日 

・ 組織設置 

・ 三沢市中心市街地活性化基本計画の策定について 

市民への基本計画の開示 

平成１９年４月２２日 

・ 「三沢市の中心市街地を考える市民シンポジウム２００７」におい

て、三沢市中心市街地活性化推進会議として、基本計画の検討

状況及び検討内容・施策などについて説明し、パネルディスカッ

ションの中で、質疑対応を行った。 

平成１９年１０月１８日 ・ 三沢市中心市街地活性化基本計画（案）への意見集約 

 

○意見集約結果 平成１９年１０月１８日 

三沢市中心市街地活性化推進会議において、「三沢市中心市街地活性化基本計画（案）」に対

し出された意見は以下のとおりであり、委員から計画(案)に対し特に異論は出ず、計画の実効的な

推進を求める意見が出された。 

・ 市北部や東部から中心市街地を訪れやすくするような道路整備について、より一層の計画推進

を望む。 

・ 大通り地区に整備する集客施設は商店街の活性化に必要であるため、施設の整備に向け、関

係機関の支援をお願いしたい。 

 

○商工会からの意見 平成１９年１０月１９日 

 上記の三沢市中心市街地活性化推進会議における意見を踏まえ、三沢市商工会から以下のとお

り意見書が市に提出された。 
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＜商工会からの意見書＞ 

平成１９年１０月１９日 

三沢市長 種市 一正 様 

三沢市商工会 

会長 竹林 秋雄 

 

三沢市中心市街地活性化基本計画（案）に対する意見書 

 

中心市街地の活性化に関する法律第９条第４項の規定に基づき三沢市中心市街地活性化基本

計画(案)に対する意見書を提出します。 

 

三沢市中心市街地活性化基本計画（案）に対する意見書 

 

三沢市中心市街地活性化基本計画（案）は、「国際色を愉しめる 魅力･活力･安心のある街｣を

基本コンセプトとし、３つの基本方針を掲げ、具体的数値目標とその達成のための具体的事業が盛

り込まれており、その内容はこれまでの協議成果を踏まえたものであり、かつ実効性の確保が図られ

るものと認められることから、三沢市中心市街地活性化推進会議において妥当であるとの結論に至

りました。 

 そして、商工会においては、基本計画（案）全般のほか、特に中小小売商業高度化事業、特定商

業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事業及び措置に関する事項について、これま

で商工会として構想してきた内容を踏まえたものとなっていることから、本計画（案）は妥当であると

認めるものであります。 

 本計画（案）の実現に向けて、官･民が連携し、一体的に各種事業を協働して進めていくことが必

要不可欠であることから、今後とも積極的な支援を要望いたします。 
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［３］基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進  

１） 様々な主体の巻き込み及び各種事業との連携・調整等の推進 

今後、中心市街地の活性化へ向けては、コンパクトな街づくりに関するシンポジウムの開催や多様な

情報提供・意見交換機会を設け、より一層のアカウンタビリティーを行うとともに、市民参加のソフト事業

の展開のための「まちづくり基金」の創設など、市民参加・地域ぐるみでのまちづくりへの取り組みを以

下のとおり推進する。 

 

① 三沢ＴＭＯの継続的な取り組みによる各種事業の相互連携による効果的事業化の推進 

  今後の個別事業の実施及び成熟した市街地形成・市民に支持される商店街づくりを促進するた

め、三沢ＴＭＯの活動を継続し、商店会単位での取り組み相互の連携や、商店会活動と個別商店・拠

点施設との相互連携効果を目指した運営体制の強化、中央町・大通り地区の取り組み経過に基づく

銀座商店会や大町商店会などへの事業化誘発と波及効果を重視した取り組みの強化を図る。 

 

② 若手も含めたさまざまな市民のまちづくり事業の企画・運営へ参画する体制づくり 

  本市における中心市街地活性化の推進において、多くの市民ボランティアの協力によるパティオフ

ェスタでのＦＭ放送の実験事業の実施や、シンポジウムにおける市民の関心の高さなど、市民の理解

と参画により支えられている。 

   今後は特に、まちづくり参画意向を有する若手層の活動の機会・場の設置が、幅広い市民参加によ

るまちづくりの推進にとっては重要である。 

そのため、拠点施設の整備などに伴うソフト事業の企画・運営については、既存団体の枠組みにと

らわれない新たなまちづくり組織の設置を図り、幅広い市民参画と市民に支持され、市民自らが地域

を守り・育てる実行性のある組織体制の構築（ＮＰＯ法人：まちづくり市民コンソーシアムの設置 ⇒  

イベント企画運営グループ、ＦＭ局・大型ビジョン企画運営グループ、観光誘致・ＣＭスポンサリング企

画グループなどの実施組織づくり）を行い、地域ぐるみで様々な主体との連携により実施していく。 

   この連携のキーとなるＮＰＯ法人「まちづくり市民コンソーシアム」の立ち上げは、平成１８年９月のパ

ティオフェスタでのＦＭ放送事業試行的実施の際に、市内在住若年層を中心とした、三沢市のまちづ

くりに意欲のある市民が委員会を設置し事業を実施したところ、本市のまちづくりに対する参画機運が

盛り上がり、中心市街地活性化に向けた多角的な取り組みを展開する機運が醸成されたことがきっか

けであり、今後の活躍が期待されている。 
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■ 地域の総合力に基づくまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） パブリックコメントの実施 

  中心市街地活性化に対する市民の声を取り入れるため、平成１９年９月２６日から１０月５日までの  

１０日間、「三沢市中心市街地活性化基本計画案」に対する市民意見の募集を行った。その結果、６件

の意見や要望などが寄せられた。 

これらについては、市のホームページ上に考え方等を公表したほか、本計画への参考とした。 

 

中心市街地活性化推進会議から

“中心市街地活性化協議会”へ

の発展的展開による、さまざまな

団体の連携・協働のまちづくり 

若手も含めたさまざまな市民のまち

づくり事業の企画・運営へ参画する

体制づくり（ＮＰＯ法人：まちづくり市

民コンソーシアム） 

三沢ＴＭＯの継続的な取り組み

による各種事業の相互連携によ

る効果的事業化の推進 

「国際色を愉しめる 

魅力･活力･安心の 

ある街」 の実現 

行政などの関

係機関 

関係経済団体 

町内会 

消費者団体 交通機関 

福祉団体など 

商店会 

商店・事業所 

拠点施設運営主体 

まちづくり参画意

向を有する有志 

MisawaSkyWay メン

バー（FM局） 

ＡＦＮ・米軍関係

協力者 

地元高校生、基地

内大学など 
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10．中心市街地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関する事項 

［１］都市機能の集積の促進の考え方  

１） 中心市街地への都市機能の集積のための方針 

① 三沢市総合振興計画（策定中） 

  中心市街地の空洞化が進んでいる本市において、持続可能な発展を図るために街づくりの反省と

検証を行い、さまざまな都市機能が非効率的であったことに着目し、平成２０年３月に策定予定の三

沢市総合振興計画において、街づくりの主要課題の一つとして「コンパクトなまちづくり」を掲げ、中心

市街地への人口増加を図ることや、そこに暮らす住民が歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりを進め

ることとしている。 

 

② 三沢市都市計画マスタープラン 

平成１０年７月に策定された三沢市都市計画マスタープランにおいては、３センター型の都市整備

（市中心の整備〔シビックセンター、アメリカ村計画〕、商業中心の整備〔マーケットセンター〕、交通拠

点の整備〔三沢駅周辺〕）が位置づけられている。 

これに基づき、平成１１年３月に中心市街地活性化基本計画を策定し、中心市街地活性化への取り

組みの具体化を図っている。 

本市においては、スポーツ・レクリエーション機能や場所性が重視される観光・文化施設等（青森県

立三沢航空科学館、寺山修司記念館、斗南藩記念観光村・先人記念館）の郊外部立地があるもの

の、市の公共公益施設や国・県の機関施設、自衛隊官舎等については、中心市街地での整備・立地

により、基幹業務機能が集積するシビックセンターの形成を図っており、今後とも、三沢市都市計画マ

スタープランにおける３センター型の都市整備の方針を踏襲し、これら機関の施設の建替え整備に際

しては、中心市街地内での整備を図るものとする。 

 

２） 郊外での開発を抑制し中心市街地への都市機能集積を図るための措置 

  ① 準工業地域における大規模集客施設の立地制限 

    本市では、今後新たに中心市街地活性化の効果が薄れることに歯止めをかけるために、準工業

地  域における特別用途地区等を活用した大規模集客施設の立地制限に取り組む方針を決定

し、平成１９年３月３０日に都市計画決定告示、７月の定例市議会において特別用途地区内におけ

る建築物の制限に関する条例制定の議決を経て、９月１日から同条例の施行に至っている。 

 

  ② 大規模小売店舗立地法の特例措置による商業集積 

    郊外における大規模集客施設の立地規制だけでは、中心市街地への商業集積の促進を図ること

は不十分であることから、中心市街地において大規模小売店舗立地法の手続きの簡素化を図る特

例措置を適用することを検討している。 

    中心市街地には空き地・空き店舗が見られ、これらに多くの集客が見込める新たな大型商業施設

の出店を促進していく措置に取り組むことで、多様化する市民の消費ニーズに対応した魅力的な商

業集積を形成していくこととしている。 
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［２］都市計画手法の活用  

準工業地域における１０,０００㎡を超える大規模集客施設の立地を制限する特別用途地区の都市計

画決定及び必要な条例（特別用途地区内における建築物の制限に関する条例）の整備について、以下

のとおり手続きが完了している。 

○ 都市計画市民説明会：平成１９年１月２４日（縦覧：平成１９年１月２５日～平成１９年２月７日） 

○ 都市計画審議会：平成１９年２月１９日 

○ 準工業地域における特別用途地区指定のための都市計画決定に係る青森県知事同意：平成１９

年３月１日 

○ 都市計画決定の告示：平成１９年３月３０日 

○ 特別用途地区内における建築物の制限に関する条例の制定：平成１９年７月定例市議会議決 

○ 建築条例の施行：平成１９年９月１日 

［３］都市機能の適正立地、既存ストックの有効活用等  

１） 中心市街地における大規模建築物等の既存ストックの現況 

   本市中心市街地における大規模建築物は、次ページに示す公共施設であり、市の施設が２５施設

で建築面積約２７,０２３㎡、延べ床面積約５７,９９７㎡が立地しており、その他に、国・県の１３施設が立

地している。 

このように、本市においては、中心市街地内への集中的な整備・立地を図り、市役所を中心としたシ

ビックセンターとしての地区整備に取り組んできており、行政・文化・教育などの多彩な来街目的の創

出に寄与している。 

今後ともそれらの建替え等の発生にあたっては、中心市街地内への立地を図っていく。 

また、中心市街地の松園町や大町周辺では、社会福祉法人が経営する有料老人ホームやデイサービス

センター、デイケアセンター、ヘルパーステーションなどの福祉系事業所の立地・集積を誘導しており、今

後とも、民間事業者・社会福祉法人などとの連携を図り、中心市街地における生活支援施設等の充実・強化

を推進していくこととする。 
 

■ 中心市街地における公共施設のストックの現況（国及び青森県関連施設） 

所有者 管理課 施設名 

県 青森県警察本部 三沢警察署 

〃 
青森県商工労働部労政･能力
開発課 

青森県駐留軍従業員等健康福祉
センター 

〃 青森県県土整備部建築住宅課 県営桜町住宅 

〃 青森県教育庁 青森県立三沢高等高校 

国 総務省 三沢郵便局 

〃  〃 大町郵便局 

〃 厚生労働省 三沢公共職業安定所 

〃    〃 三沢公共職業安定所宿舎 

〃 防衛省 航空自衛隊特借官舎 

〃 防衛省 三沢防衛事務所 

〃    〃 防衛省 官舎 
独立行政

法人 渉外労務管理機構 三沢渉外労務管理事務所 

〃 渉外労務管理機構 基地従業員宿舎 
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■ 中心市街地における公共施設のストックの現況（三沢市施設） 

所有者 管理課 施設名 

市 まちづくり課 幸町地区コミュニティ集会施設 

〃 
生活福祉課 

総合社会福祉センター 

〃 おおぞら児童館 

〃 介護福祉課 いきいきディセンター 

〃 
産業政策課 

三沢市働く婦人の家 

〃 勤労青少年ホーム 

〃 生活環境課 中央社会福祉センター 

〃 公会堂 公会堂 

〃 図書館 市立図書館 

〃 家庭福祉課 市立中央保育所 

〃 建築住宅課 市営住宅桜町団地 

〃 健康ふれあい課 保険相談センター 

〃 管財課 市役所 

〃 
市民スポーツ課 

総合体育館 

〃 武道館 

〃 消防本部 消防署中央分署 

〃 
まちづくり課 

中央町一丁目集会所 

〃 桜町集会所 

〃 建築住宅課 改良市営住宅桜町団地 

〃 市立三沢病院管理課 市立三沢病院 

〃 まちづくり課 ふれあいの館 

〃 上下水道部 上下水道庁舎 

〃 教育委員会教育総務課 市立第一中学校 

〃 建築住宅課 市営松園団地 

〃 産業政策課 コミュニティマーケット 

 

２） 庁舎などの行政機関、病院・学校等の都市福利施設の立地状況及び移転計画の状況 

行政機関、病院・学校等の都市福利施設の立地状況は上記のとおりである。 

中心市街地における主な公共施設の利用状況は、施設により多少の増減はあるが、安定的な利用

状況にあり、今後とも、各施設の運営面での企画事業の充実・強化を図ることにより、施設魅力の向上

とともに、中心市街地への来街目的の多様化への貢献が期待される。 

他方、市立三沢病院については、高次医療ニーズへの対応や病院経営の高度化等の観点から、

平成１１年７月から市民参画等による現地建替えも含めた再整備の検討を行ってきたが、仮設病院の

設置による現有の医療機能を継続しながらの建替えは困難との結論に至り、平成１７年８月の市議会

全員協議会において移転整備の報告をし、平成２１年度の新施設完成・平成２２年度移転の予定で、

現在設計段階にある。 

なお、都市機能の集積を最も推進するべきエリアから市立三沢病院を移転することについては、過年度

からの医療機能の充実に対する市民ニーズへの対応を図るための苦渋の選択であり、意図的に中心市街

地の拡散を図ったものではない。 
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３） 本市及び周辺の大規模集客施設の立地状況及び配置計画の状況 

   本市においては、民間などによる大規模集客施設は立地しておらず、公共施設としては、スポーツ・

レクリエーション機能としてのアイスアリーナ（延べ床面積約７,６７７㎡）等の南山地区スポーツ施設及

びそれらとの連携を考慮した国際交流教育センター（延べ床面積約５,８００㎡）がある。 

   本市周辺においては、平成７年においらせ町（旧下田町）に特定商業集積法の活用により整備され

たイオン下田ショッピングセンター（店舗売場面積約４０,５００㎡）が立地しており、本市商業と競合状況

にある。隣接町における大規模商業集積の立地は、本市商業の競争力に大きな影響を与えており、

本市及び中心市街地の低迷の大きな要因になっている。 

本市の中心市街地活性化への取り組みにおいては、外部資本に依存した郊外での大規模商業開

発による本市全体の商業力の早期向上を目指すのではなく、コンパクトな市街地づくりの中で、本市

固有の都市文化に根ざした街なか魅力の強化を図るものである。   

 
 

 
 

三沢市中心商店街 

下田ショッピングセンター 

距離約１２ｋｍ 

 

 

市内大規模小売店舗立地状況                        三沢市商工会調べ 

 店舗名称 店舗面積（㎡） 開店年 

 中心市街地内 マルナカ １，４５６ Ｓ５０ 

ユニバース三沢松園店 １，３８０ Ｓ５１ 

サンデー三沢店 ２，００５ Ｓ６１ 

三沢ショッピングセンター ８，３８１ Ｈ ８ 

アクロス三沢 １，４５６ Ｈ１０ 

マックスバリュー三沢大町店 １，８００ Ｈ１７ 

中心市街地内 小計 １６，４７８  

中心市街地外 インテリアハウスノガワ １，２４７ Ｈ ７ 

よこまちストア １，５５０ Ｈ１４ 

スーパードラッグアサヒ １，１１４ Ｈ１５ 

ホーマック三沢店 ５，３２５ Ｈ１７ 

ユニバース三沢堀口店 ２，８８６ Ｈ１７ 

 中心市街地外 小計 １２，１２２  

             市内合計 ２８，６００  

 市外（隣接町） イオン下田ショッピングセンター ４０，５００ Ｈ ７ 

サンワドー下田店 ５，５００ Ｈ ５ 

マエダストアおいらせ店 ５，０００ Ｈ１８ 

市外（隣接町）小計 ５１，０００  
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［４］都市機能の集積のための事業等  

平成２２年に移転新築することが決まっている市立三沢病院の跡地について、診療所や福祉プラザな

どが入居する施設、借上げ公営住宅（郊外に立地する既存の公営住宅の用途廃止に伴う民間活力によ

る公営住宅の整備）など、日常多くの利用者が見込まれる施設の立地と街なか居住の誘導による複合的

な施設整備に基づく中心市街地における魅力向上を誘導する。 

■ 都市機能の集積のための事業等 

○ 市立三沢病院跡地整備関係事業 

（街なか医療･福祉･介護施設整備、公営･民間住宅整備） 

○ アメリカ村広場整備事業 

○ ふれあいオレンジ広場整備事業 

○ サテライト型居住施設増設事業 

○ ＭＧ plaza 整備事業 

○ 大通り地区集客拠点施設整備事業 

○ 民間福祉・介護施設などの街なか誘導事業 

○ 民間賃貸共同住宅などの街なか誘導事業 

○ ハローワーク移転街なか誘導事業 
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11．その他中心市街地の活性化のために必要な事項 

［１］基本計画に掲げる事業等の推進上の留意事項 

○実践的･試行的な活動の内容･結果等 

 ①アメリカ村実証実験イベント パティオフェスタの実施 

・ 本市においては、アメリカ村計画の具体化に向け、新規立地事業所の育成等を目的とした実験事業

イベントとしてのパティオフェスタを平成１１年度から過去８年にわたり継続実施してきており、地元の

事業化への合意形成とともに、本市中心市街地の将来ビジョン構築に大きく貢献してきたところであ

る。また、広域からの集客効果も検証できたところであり、現在のアメリカ村計画への取り組みにつな

がっているものである。 

・ パティオフェスタの演出などに参加・協力していただいた米軍関係者・団体・基地内の学校などとの

協力関係が構築できたことから、その関係継続によるアメリカ村広場でのイベント展開等により国際交

流機会の創出強化を図ることとしている。 

・ パティオフェスタの実験店舗出店者の中には、ＭＧ plaza への出店者も現れており、今後ともイベント

開催などを通じて、起業意欲のある若手のチャレンジ機会の提供による担い手育成に取り組む。 

・ 平成１８年のパティオフェスタにおいては、平成２０年のＭＧ plaza のオープンに合わせて開局予定

のＦＭ放送の実験を行った。この実験放送には、多くの市民ボランティアや米軍関係者などの協力を

得て実現したものであり、市民参画によるまちづくりの初動期の取り組みとして、参加者ネットワークの

継続を図り、本格放送へ向けての組織体制の整備に展開していく。 

・ まちづくりに関心のある多くの市民ボランティアの存在が確認できたことで、今後の多面的なまちづく

り活動・事業のサポーター・担い手となるべくその組織化を図るＮＰＯ法人化（ＮＰＯ法人まちづくり市

民コンソーシアム設立）が進められていることから、既存関係諸団体との連携を含め市民協働のまち

づくりに向けた連携・協働体制の構築を図る。 
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 ②ペットボトル・イルミネーション点灯事業の実施 

・ アメリカ村整備事業の市民への周知とまちづくり活動への参画気運の醸成を図ることを目的として、

市民ボランティアによる廃品ペットボトルの回収と、それらを活用したペットボトルツリーを制作し、拠点

施設建設予定地に設置した。 

・ 平成１８年１２月１日、制作に携わった市民ボランティアや多くの市民が参加し、盛大な点灯式やセレ

モニーを開催し、華やかな光が中心市街地を灯した。 

・ このペットボトルツリーは、廃品ペットボトル約３万本を使用し、高さ１０ｍのものが１基、高さ５ｍのもの

２基のほか、長さ１０ｍのイルミネーショントンネル１基の壮大なものであった。 

・ クリスマスシーズンから正月までの年末年始の期間（平成１９年１月１０日まで）に設置し、土地区画整

理事業の進捗に伴う中心市街地の明るさの復活と、拠点施設の整備への期待の象徴として、市民の

目と心を楽しませてくれた企画として、事業参画した市民ボランティアなどからはアメリカ村広場完成

後も継続実施する意向が示されている。 

・ アメリカ村の整備地区においてプレイベントとして実施したことで、空洞化が顕著な中心市街地にお

いて集客スポットが創出され賑わいが生まれたと同時に、今後の中心市街地の活性化に対する市民

及び周辺地域住民の期待を喚起することができた。 

  

 

○今後は、以上の実践的･試行的な活動の成果を活かし、中央町地区都市再生土地区画整理事業等に

よるアメリカ村の完成を契機とした新たな広域的マーケットを対象とする新規事業所の立地誘導等への

取り組みを図り、市街地環境の魅力向上とともに、新たな都市活力の創造の発信エリアとなる中心市街

地の育成に取り組むものである。 

 

［２］都市計画との調和等 

・ 本市における中心市街地活性化への取り組みについては、平成１０年３月に策定された第３次三沢

市総合計画における戦略プロジェクトとしての位置づけ、及び平成１０年７月に策定された三沢市都

市計画マスタープランにおける３センター型の都市整備（市中心の整備〔シビックセンター〕、商業中

心の整備〔マーケットセンター〕、交通拠点の整備〔三沢駅周辺〕）等の位置づけに基づき、平成１１年

３月に中心市街地活性化基本計画を策定し、アメリカ村計画の事業化として、中央町地区都市再生

土地区画整理事業を基幹事業とするまちづくりの具体的な取り組みを図ってきているものであり、本

市の都市政策の一貫性に基づく事業展開である。 

・ 本計画に基づく中心市街地活性化への取り組みは、上記施策に基づくより一層の市街地環境・基盤

の強化を図るものであるとともに、新たな土地利用更新面での課題に積極的に取り組むものである。 
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・ 平成２０年３月に策定予定の三沢市総合振興計画を策定作業中であり、本計画におけるコンパクトな

まちづくりへ向けての施策の反映を図り、確実な事業実施を推進するものである。 

・ 土地利用方針としては、無秩序な都市開発を抑制し、健全な市街地の維持発展を図る観点から、準

工業地域における大規模集客施設立地を制限するための特別用途地区指定の都市計画決定を経

て、特別用途地区内における建築物の制限に関する条例が平成１９年９月１日から施行している。 

 

［３］その他の事項 

・ 英語特区まちづくり事業の一環として、中心市街地の道路標識や街区道路の通り名称看板の英

語標記事業により、国際色豊かなユニバーサルデザインの中心市街地景観形成に努め、在住外

国人との共生と広域観光来訪客のイメージアップを図る。 

・ 在日米軍三沢基地との共存に立脚した有効性を活かし、基地との協力関係のもと、まちづくり

に関する基地提供地の有効活用や協調景観整備に取組んでおり、今後も基地の街の個性を生か

したまちづくりに取り組む。 
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12．認定基準に適合していることの説明 

基 準 項  目 説 明 

第 1 号基準 

基本方針に適

合 す る も の で

あること 

意義及び目標に関す

る事項 

本市における中心市街地は、商業、公共サービス等の都

市機能と、高齢者等に配慮した介護・福祉機能など多様な

都市機能が蓄積しており、これら既存の都市ストックを活か

しながら、地域の核として機能するべく、コンパクトなまちづ

くりによる環境負荷軽減に配慮しながら、本市の歴史的背

景に基づく個性である国際色豊かなまちづくりの拠点地区

として、都市機能及び街なか居住機能の充実とともに、商

業機能強化と観光・集客資源の活用・連携により、活力ある

地域経済社会を確立するべく、「魅力・安心・活力を備えた

中心市街地の形成」に取り組むことを記載している。 

【[６]－２）中心市街地活性化の方針 参照】 

認定の手続 本計画については、三沢市商工会との協議を経て、平成 

１９年１０月１８日付けで意見照会し、平成１９年１０月１９日

付けで答申を受けている。 

なお、本市においては、中心市街地の活性化に関する法

律第１５条に規程される「中心市街地活性化協議会」の準

備組織として、「三沢市中心市街地活性化推進会議」を設

置し、十分な議論・意見調整を図った。 

【９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体

的推進に関する事項[２]中心市街地活性化協議会に関す

る事項 参照】 

中心市街地の位置及

び区域に関する基本

的な事項 

本市の中心市街地の位置及び区域は、中心市街地の各

要件を満たしている。【２．中心市街地の位置及び区域[３]

中心市街地要件に適合していることの説明 参照】 

４から８までの事業及

び措置の総合的かつ

一体的推進に関する

基本的な事項 

市の推進体制、商工会と中心市街地活性化推進会議との

関係、客観的現状分析等及び様々な主体の巻き込み及び

各種事業等との連携･調整について、充分に取り組んでい

る。【９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ

一体的推進に関する事項 参照】 

中心市街地における

都市機能の集積の促

進を図るための措置に

関する基本的な事項 

平成２０年３月策定予定の三沢市総合振興計画において、

街づくり主要課題の一つとして「コンパクトなまちづくり」を掲

げるとともに、都市計画マスタープランに基づきシビックセン

ター形成に向け公共公益施設の整備を中心市街地に可能

な限り誘導し、準工業地域における大規模集客施設の立

地の制限に取り組むことを明確化している。【１０．中心市街

地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関
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する事項 参照】 

その他中心市街地の

活性化に関する重要な

事項 

平成１０年３月に策定された第３次三沢市総合開発計画

における位置づけ、及び平成１０年７月に策定された三沢

市都市計画マスタープランにおける位置づけのほか、平成

２０年３月策定予定の三沢市総合振興計画において新た

にコンパクトなまちづくりを掲げることとしており、本市の各

種計画と整合を図った計画となっている。【１１．その他中心

市街地の活性化のために必要な事項[２]都市計画との調

和等 参照】 

第 2 号基準 

基本計画の実

施が中心市街

地の活性化の

実現に相当程

度 寄与す る も

の で あ る と 認

められること 

目標を達成するために

必要な４から８までの

事業等が記載されてい

ること 

掲げる３つの目標を達成するために必要な事業を位置づけ、４．

から８．において記載している。 

基本計画の実施が設

定目標の達成に相当

程度寄与するものであ

ることが合理的に説明

されていること 

記載している各事業の実施が、数値目標の達成に寄与す

ることを合理的に説明している。【３．中心市街地の活性化

の目標 参照】 

第 3 号基準 

基本計画が円

滑かつ確実に

実施されると見

込 ま れ る も の

であること 

事業の主体が特定さ

れているか、又は、特

定される見込みが高い

こと 

記載している事業は、事業主体が特定されているもの又は

特定される見込みが高い事業であり、相互に調整と連携を

図りながら円滑な事業実施を図る。 

事業の実施スケジュー

ルが明確であること 

全ての事業の実施スケジュールは、平成２５年度までに完

了及び着手を想定したものとなっている。 

 

 

 

 


